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ループ通算制度に係る疑問点等について、税務上の
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通算親法人となることができる法人 

 

（問１） 

通算制度において、通算親法人となることができる法人は、どのような法人ですか。 

 

【回答】 

内国法人である普通法人又は協同組合等に限ります。ただし、清算中の法人など一定

の法人は除きます。 

 

【解説】 

通算制度において、通算親法人となることができる法人は、内国法人である普通法人

又は協同組合等に限ることとされていますが、次の法人は通算親法人となることができ

ないこととされています（法64の９①、令131の11①）。 

 ⑴ 清算中の法人 

 ⑵ 普通法人（外国法人を除きます。）又は協同組合等との間にその普通法人又は協

同組合等による完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定

の関係に限ります。）がある法人 

 ⑶ 法人税法第64条の10第１項の規定により通算制度の取りやめの承認を受けた法

人でその承認を受けた日の属する事業年度終了の日の翌日から同日以後５年を経

過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していない法人 

 ⑷ 法人税法第127条第２項の規定により青色申告の承認の取消しの通知を受けた法

人でその通知を受けた日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の

日までの期間を経過していない法人 

 ⑸ 法人税法第128条の規定により「青色申告の取りやめの届出書」を提出した法人

でその届出書を提出した日から同日以後１年を経過する日の属する事業年度終了

の日までの期間を経過していない法人 

 ⑹ 投資信託及び投資法人に関する法律第２条第12項に規定する投資法人 

 ⑺ 資産の流動化に関する法律第２条第３項に規定する特定目的会社 

 ⑻ 法人課税信託（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第３項に規定する投資

信託又は資産の流動化に関する法律第２条第13項に規定する特定目的信託に限り

ます。）に係る法人税法第４条の３に規定する受託法人 

 例えば次の図の普通法人Ｐ社は、普通法人との間に外国法人が介在していることから

上記⑵に該当せず、また、それ以外のいずれにも該当しないことから、通算親法人とな

ることができます。 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

-1-



 

（参考） 

  通算子法人となることができる法人、完全支配関係の意義、通算除外法人及び外国

法人が介在しない一定の関係については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

  問４ 通算子法人となることができない法人（外国法人が介在している場合） 

普通法人

外国法人

普通法人Ｐ社

普通法人

外国法人

普通法人Ｐ社

100%

100% 50%

50%

100%
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通算子法人となることができる法人 

 

（問２） 

通算制度において、通算子法人となることができる法人は、どのような法人ですか。 

 

【回答】 

通算親法人となる法人又は通算親法人による一定の完全支配関係がある内国法人に限

ります。ただし、通算除外法人は通算子法人となることができません。 

 

【解説】 

通算制度において、通算子法人となることができる法人は、通算親法人となる法人又

は通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定

の関係に限ります。）がある内国法人（通算除外法人を除きます。）とされています（法

64の９①⑪、令131の11③）。 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、次に掲げる法人をいいます。 

⑴ 法人税法第64条の10第１項の規定により通算制度の取りやめの承認を受けた

法人でその承認を受けた日の属する事業年度終了の日の翌日から同日以後５年

を経過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していない法人 

⑵ 法人税法第127条第２項の規定により青色申告の承認の取消しの通知を受け

た法人でその通知を受けた日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度

終了の日までの期間を経過していない法人 

⑶ 法人税法第128条の規定により「青色申告の取りやめの届出書」を提出した法

人でその届出書を提出した日から同日以後１年を経過する日の属する事業年度

終了の日までの期間を経過していない法人 

⑷ 投資信託及び投資法人に関する法律第２条第12項に規定する投資法人 

⑸ 資産の流動化に関する法律第２条第３項に規定する特定目的会社 

⑹ 普通法人以外の法人 

⑺ 破産手続開始の決定を受けた法人 

⑻ 通算親法人との間に通算完全支配関係を有しなくなったことにより通算承認

の効力を失った通算子法人であった法人（通算親法人が通算承認の効力を失っ

たこと又はその法人若しくはその法人の発行済株式若しくは出資の全部若しく

は一部を有する法人の破産手続開始の決定による解散に基因してその効力を失

った法人を除きます。）で、再びその通算親法人との間にその通算親法人による

完全支配関係を有することとなったもののうち、その効力を失った日から同日

以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していない

法人 
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⑼ 法人課税信託（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第３項に規定する

投資信託又は資産の流動化に関する法律第２条第13項に規定する特定目的信託

に限ります。）に係る法人税法第４条の３に規定する受託法人 

 

（参考） 

  完全支配関係の意義及び外国法人が介在しない一定の関係については、次のＱ＆Ａ

を参照してください。  

 問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

 問４ 通算子法人となることができない法人（外国法人が介在している場合） 
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完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

 

（問３） 

完全支配関係と通算完全支配関係とは、それぞれどのような関係をいいますか。 

 

【回答】 

完全支配関係とは、一の者が法人の発行済株式若しくは出資（その法人が有する自己

の株式又は出資を除きます。以下「発行済株式等」といいます。）の全部を直接若しくは

間接に保有する一定の関係又は一の者との間にその一定の関係がある法人相互の関係を

いいます。 

通算承認を受けることができる親法人による完全支配関係は、通算除外法人及び外国

法人が介在しない一定の完全支配関係に限られます。 

通算完全支配関係とは、通算親法人と通算子法人との間の一定の完全支配関係又は通

算親法人との間にその一定の完全支配関係がある通算子法人相互の関係をいいます。 

 

【解説】 

完全支配関係とは、一の者が法人の発行済株式等の全部を直接若しくは間接に保有す

る関係として法人税法施行令第４条の２第２項に定める関係又は一の者との間に同項に

定める関係がある法人相互の関係とされています（法２十二の七の六、令４の２②）。 

通算承認を受けることができる親法人による完全支配関係については、通算除外法人

（注１）及び外国法人が介在しない一定の完全支配関係に限ることとされており、この

一定の完全支配関係に係る法人税法施行令第４条の２第２項に定める関係とは、内国法

人が他の内国法人（通算除外法人を除きます。以下同じです。）の発行済株式等（注２）

の全部を保有する場合におけるその内国法人と当該他の内国法人との間の関係（以下「直

接完全支配関係」といいます。）とされています（令４の２②、131 の 11②）。また、こ

の場合において、その内国法人及びこれとの間に直接完全支配関係がある一若しくは二

以上の法人又はその内国法人との間に直接完全支配関係がある一若しくは二以上の法人

が他の内国法人の発行済株式等の全部を保有するときは、その内国法人は当該他の内国

法人の発行済株式等の全部を保有するものとみなされます。 

通算完全支配関係とは、通算親法人と通算子法人との間の完全支配関係（通算除外法

人（注１）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。）又は通算親法人との間に

その完全支配関係がある通算子法人相互の関係とされています（法２十二の七の七）。   

したがって、例えば次の図において、Ｐ社とＳ７社との関係及びＰ社とＳ10 社との関

係は、それぞれ完全支配関係となりますが、Ｐ社との間に通算除外法人（Ｓ１社）又は

外国法人（Ｓ６社）が介在していることから、通算完全支配関係とはなりません。 

（注１） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人

をいいます。 

（注２） 発行済株式（自己株式を除きます。）の総数のうちに次に掲げる株式の数を合
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計した数の占める割合が５％に満たない場合のその株式を除くこととされてい

ます。 

① 当該他の内国法人の使用人が組合員となっている民法第667条第1項に規定

する組合契約（当該他の内国法人の発行する株式を取得することを主たる目的

とするものに限ります。）による組合（組合員となる者がその使用人に限られ

ているものに限ります。）のその主たる目的に従って取得された当該他の内国

法人の株式 

② 会社法第 238 条第２項の決議により当該他の内国法人の役員又は使用人（そ

の役員又は使用人であった者及びその者の相続人を含みます。以下「役員等」

といいます。）に付与された新株予約権等の行使によって取得された当該他の

内国法人の株式（その役員等が有するものに限ります。） 

 
  
                    通 算 対 象 法 人                     
        

                                
                                                      
    
                                                      
    
                                                      
                                                     
                                                       
   
                                                      
    
                                                      
                                                      
                                                       
                                                      
    
                                                      
                                                       
   
                                                             
   
                                                      
   
                                       
                                                      
    
                                                      
    
                                                      
    
                                                        

（参考） 

  通算除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

通算親法人 
Ｐ社 

通算子法人 
Ｓ８社 

通算子法人 
Ｓ３社 

通算子法人 
Ｓ４社 

普通法人 
Ｓ５社 

通算子法人 
Ｓ９社 

通算子法人 
Ｓ11社 

普通法人 
Ｓ10社 

 

 外国法人 
Ｓ６社 

通算子法人 
Ｓ２社 

１００％ １００％ １００％ １００％ ９９％ １００％ 

３０％ ５０％ ５０％ 
１００％ 

１００％ 

９８％ 自己株式２％保有 

＜国 内＞ ＜国 外＞ 

普通法人 
Ｓ７社 

７０％ 

特定目的会社 

（通算除外法人） 

Ｓ１社 
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通算子法人となることができない法人（外国法人が介在している場合） 

 

（問４） 

通算親法人であるＰ社は、外国法人であるＳ１社の発行済株式の全てを保有していま

す。この度、Ｓ１社は、内国法人である普通法人Ｓ２社の発行済株式の全てを保有する

こととなりました。 

この場合、Ｐ社がＳ２社の発行済株式の全てを間接に保有していることから、Ｓ２社

は、Ｐ社の通算子法人となることができますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答】 

Ｓ２社は、Ｐ社の通算子法人となることができません。 

 

【解説】 

通算制度において、通算子法人となることができる法人は、通算親法人となる法人又

は通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定

の関係に限ります。）がある内国法人（通算除外法人を除きます。）とされています（法

64の９①⑪、令131の11③）。 

本件は、Ｐ社はＳ１社の発行済株式の全てを直接に保有し、また、Ｓ２社の発行済株

式の全てを間接に保有していることから、Ｐ社とＳ２社との間には法人税法第２条第12

号の７の６に規定する完全支配関係があるものの、外国法人であるＳ１社が介在してい

ることから、Ｓ２社は、Ｐ社の通算子法人となることができません。なお、外国法人で

あるＳ１社も通算子法人となることができません。 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

通算子法人となることができる法人、通算除外法人及び完全支配関係の意義につい

ては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

国内 国外 

100％

100％
通算親法人

Ｐ社

外国法人

普通法人
Ｓ２社

Ｓ１社
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通算子法人となることができない法人（一般財団法人） 

 

（問５） 

通算親法人が設立する一般財団法人は、通算子法人になることができますか。 

 

【回答】 

 一般財団法人は通算子法人になることができません。 

 

【解説】 

 通算制度において、通算子法人となることができる法人は、通算親法人となる法人又

は通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定

の関係に限ります。）がある内国法人（通算除外法人を除きます。）とされています（法

64の９①⑪、令131の11③）。 

 一般財団法人の設立者は、一般財団法人に対して財産の拠出をした場合であっても、

株式会社等において株主等が有する剰余金配当請求権、残余財産分配請求権及び株主総

会等における議決権に相当する権利は与えられないことから、一般財団法人は株式を発

行する法人又は出資を受ける法人には該当しません（一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律153③二）。 

したがって、一般財団法人に対して財産を拠出していても発行済株式又は出資を保有

していることにはならず、本件のように通算親法人が一般財団法人の財産の全てを拠出

したとしても、その一般財団法人との間に完全支配関係を有することにはならないこと

から、その一般財団法人は通算子法人になることができません。 

なお、一般財団法人（非営利型法人に該当するものを除きます。）は、公共法人、公益

法人等、協同組合等及び人格のない社団等に含まれず、普通法人に該当することから（法

２五～九の二、別表２）、通算親法人になることができます（法64の９①）。 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

  通算親法人となることができる法人、通算除外法人、完全支配関係の意義及び外国

法人が介在する場合の取扱いについては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

問１ 通算親法人となることができる法人 

問２ 通算子法人となることができる法人 

問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

問４ 通算子法人となることができない法人（外国法人が介在している場合） 
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連結法人の通算制度への移行に関する手続 

 

（問６） 

連結納税制度の適用を受けている法人は、通算制度の施行日である令和４年４月１日以

後に開始する事業年度についてはどのような申告を行うこととなりますか。 

 

【回答】 

令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度からは、連結納税制度に代えて通算制度

の適用を受けることとなり、通算法人として申告を行うこととなります。 

ただし、連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日ま

でに税務署長に「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を提出した場合には、その

連結親法人及び連結子法人は令和４年４月１日以後に開始する事業年度については連結

納税制度及び通算制度のいずれも適用しない法人として申告を行うこととなります。 

 

【解説】 

通算制度は、原則として、令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用するこ

ととされています（令２改正法附則14①）。 

令和４年３月31日において連結親法人に該当する内国法人及び同日の属する連結親法

人事業年度終了の日においてその内国法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人

については、同日の翌日において、通算制度の承認があったものとみなされることとさ

れています（令２改正法附則29①）。 

このため、連結納税制度の適用を受けている法人は、原則として、令和４年４月１日

以後最初に開始する事業年度から連結納税制度に代えて通算制度の適用を受けることと

なり、通算法人として申告を行うこととなります。 

ただし、連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日

までに「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を税務署長に提出した場合には、

その連結親法人及び当該前日においてその連結親法人との間に連結完全支配関係がある

連結子法人について、通算制度を適用しない法人となることとされています（令２改正

法附則29②、令２改正規附則５①）。 

また、その連結親法人の令和４年４月１日以後に開始する事業年度からは、その連結

親法人及び連結子法人については、連結納税制度の適用もありません（令２改正法附則

14）。 

したがって、連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前

日までに税務署長に上記の届出書を提出した場合には、その連結親法人及び連結子法人は

連結納税制度及び通算制度のいずれも適用しない法人として申告を行うこととなります。 

なお、連結法人が通算制度を適用しない法人となることを選択した場合には、最終の

連結事業年度終了の日の翌日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日

までの期間を経過していない法人は、通算制度の適用を受けて通算法人となることはで
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きないこととされています（令２改正法附則29③）。 

 

（参考） 

 連結法人が通算制度へ移行する場合におけるe-Taxによる申告の特例に係る届出書の

提出の要否及び確定申告書の提出期限の延長の特例については、次のＱ＆Ａを参照して

ください。 

 問８ 連結法人が通算制度へ移行する場合におけるe-Taxによる申告の特例に係る届

出書の提出の要否 

 問10 連結法人が通算制度へ移行する場合における確定申告書の提出期限の延長の

特例について 
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通算制度へ移行しなかった法人がその後通算法人となることについて 

 

（問７） 

連結納税制度の適用を受けている連結親法人Ａ社（３月決算）は、「グループ通算制度

へ移行しない旨の届出書」を納税地の所轄税務署長に提出し、令和４年４月１日以後に

開始する事業年度から通算制度を適用しないこととしました。 

その後、Ａ社は、令和４年９月30日に通算親法人Ｐ社（３月決算）により発行済株式

の全部を取得されたことに伴い、Ｐ社との間にＰ社による完全支配関係を有することと

なりました。 

この場合、Ａ社はＰ社の通算子法人となることはできますか。 

 

【回答】 

 Ａ社は通算除外法人に該当するため、一定の期間が経過するまではＰ社の通算子法人

となることはできません。 

 

【解説】 

 通算制度の取りやめの承認を受けた法人でその承認を受けた日の属する事業年度終了

の日の翌日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過

していない法人は、通算除外法人（注）に該当することとなります（法64の９①三）。 

また、連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日ま

でに「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を納税地の所轄税務署長に提出した

場合には、その連結親法人及び当該前日においてその連結親法人との間に連結完全支配

関係がある連結子法人で、最終の連結事業年度終了の日の翌日から同日以後５年を経過

する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していないものは、上記の通算除外

法人とみなして、通算承認に関する規定（法64の９）を適用することとされています（令

２改正法附則29③）。 

 本件は、連結納税制度の適用を受けているＡ社が、通算制度を適用しないこととした

場合ですが、Ａ社は、最終の連結事業年度終了の日（令和４年３月31日）の翌日（令和

４年４月１日）から同日以後５年を経過する日（令和９年３月31日）の属する事業年度

終了の日までの期間を経過していない法人であるため、通算除外法人とみなされ、令和

４年４月１日から令和９年３月31日の属する事業年度終了の日までの期間が経過するま

では通算法人となることはできません。 

 なお、連結納税制度の適用を受けている連結法人が、連結納税の取りやめの承認を受

けた場合においても、「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を提出した連結親法

人及び令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日においてその連結

親法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人と同様に、その承認を受けた日の属

する事業年度終了の日の翌日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日

までの期間を経過していない法人は、上記の通算除外法人とみなして、通算承認に関す
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る規定（法64の９）を適用することとされています（令２改正法附則29④）。 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

 通算除外法人、通算子法人となることができる法人、連結法人の通算制度への移行

に関する手続及び通算グループへの加入制限がある法人が再加入する場合については

次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問２ 通算子法人となることができる法人 

 問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 

 問15 通算グループへの加入制限がある法人が再加入する場合のみなし承認 
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 連結法人が通算制度へ移行する場合における e-Tax による申告の特例に

係る届出書の提出の要否 

 

（問８） 

連結納税制度の適用を受けている連結親法人Ｐ社及びＰ社の連結子法人であるＳ社

（いずれも３月決算）は、令和４年４月１日以後に開始する事業年度から通算制度へ移

行することとしました。 

Ｐ社は電子情報処理組織（以下「e-Tax」といいます。）による申告を要する特定法人

（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の法人税法81

の24の２②）には該当していませんが、従来からe-Taxによる申告を行っています。 

ところで、通算法人はe-Taxによる申告を要する特定法人（法75の４②）に該当し、こ

の特定法人については、「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を提出する必要がある

と聞きました。 

この場合において、Ｐ社及びＳ社は、通算制度への移行により通算制度の承認の効力

が生じたことに伴い「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を提出する必要があります

か。 

 

【回答】 

Ｐ社及びＳ社は、通算制度の承認の効力が生じた日である令和４年４月１日から１月

以内に「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を提出する必要があります。 

 

【解説】 

 令和４年３月31日において連結親法人に該当する内国法人及び同日の属する連結親法

人の事業年度終了の日においてその内国法人との間に連結完全支配関係がある連結子法

人については、同日の翌日において、通算制度の承認があったものとみなされ、この承

認は、当該翌日から、その効力が生ずることとされています（令２改正法附則29①）。 

 また、特定法人（注）である内国法人は、各事業年度の所得に対する法人税の申告に

ついては、e-Taxを使用して、申告書記載事項等を入力して送信する方法により提供する

必要があります（法75の４①②）。 

 この特定法人でなかった内国法人について、通算制度の承認の効力が生じた場合には、

その効力が生じた日等から１月以内に「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を提出し

なければならないこととされています（規36の４）。 

 本件では、Ｐ社及びＳ社は、Ｐ社の連結事業年度終了の日（令和４年３月31日）の翌

日（令和４年４月１日）から通算制度の承認の効力が生ずることとなりますが、Ｐ社は

連結納税制度を適用している事業年度において特定法人に該当しておらず、また、Ｐ社

及びＳ社は「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を提出していないことから、令和４

年４月１日から１月以内に「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」をそれぞれの納税地

の所轄税務署長に提出する必要があります。 
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 なお、Ｐ社が連結納税制度を適用している事業年度において特定法人に該当する場合

は、Ｓ社のみが「e-Taxによる申告の特例に係る届出書」を納税地の所轄税務署長に提出

することとなります。 

（注） 特定法人とは、次に掲げる法人をいいます（法75の４②）。 

  ⑴ その事業年度開始の時における資本金の額又は出資金の額が１億円を超える

法人 

⑵ 通算法人（⑴に掲げる法人を除きます。） 

⑶ 保険業法に掲げる相互会社（⑵に掲げる法人を除きます。） 

⑷ 投資法人（⑴に掲げる法人を除きます。） 

⑸ 特定目的会社（⑴に掲げる法人を除きます。） 

 

（参考） 

 連結法人の通算制度への移行に関する手続については、次のＱ＆Ａを参照してくだ

さい。 

  問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 
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通算制度へ移行しなかった法人の青色申告の承認申請について 

 

（問９） 

Ｓ社（３月決算）は、その設立初年度から連結親法人Ｐ社（３月決算）の連結子法人

に該当することから、これまで青色申告の承認申請は行っていません。 

この度、Ｐ社が「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を納税地の所轄税務署

長に提出したことから、Ｓ社は令和４年４月１日以後に開始する事業年度から通算制度

が適用されないこととなります。 

一方、Ｓ社は、自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度において青色申告を

行おうと考えています。 

 ⑴ Ｓ社は「青色申告の承認申請書」を納税地の所轄税務署長に提出する必要があり

ますか。 

 ⑵ Ｓ社が「青色申告の承認申請書」を提出する必要がある場合、その提出期限はい

つになりますか。 

 

【回答】 

 ⑴ Ｓ社は「青色申告の承認申請書」を納税地の所轄税務署長に提出する必要があり

ます。 

 ⑵ Ｓ社の「青色申告の承認申請書」の提出期限は、最終の連結事業年度の翌事業年

度開始の日以後３月を経過した日の前日である令和４年６月30日となります。 

 

【解説】 

 連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日までに

「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を納税地の所轄税務署長に提出した場合

には、その連結親法人及び当該前日においてその連結親法人との間に連結完全支配関係

がある連結子法人は、通算制度を適用しない法人となることとされています（令２改正

法附則29②）。 

 上記の規定により通算制度を適用しないこととした法人が、最終の連結事業年度の翌

事業年度以後の各事業年度の確定申告書等について青色申告の承認を受けようとする場

合には、青色申告の承認申請書の提出期限は、その翌事業年度開始の日以後３月を経過

した日とその翌事業年度終了の日とのうちいずれか早い日の前日とされています（令２

改正法附則36②）。 

 本件において、Ｓ社は、連結納税制度を適用していましたが、過去に青色申告の承認

を受けていないことからその承認申請を行う必要があり、令和４年４月１日以後最初に

開始する事業年度から青色申告を行うためには、最終の連結事業年度の翌事業年度開始

の日（令和４年４月１日）以後３月を経過した日（令和４年７月１日）とその翌事業年

度終了の日（令和５年３月31日）とのうちいずれか早い日の前日（令和４年６月30日）

までに「青色申告の承認申請書」を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。 

-15-



 

（参考） 

 通算制度への移行に関する手続及び通算制度へ移行しなかった法人がその後通算法

人となることについては、次のＱ＆Ａを参照してください。  

 問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 

 問７ 通算制度へ移行しなかった法人がその後通算法人となることについて 
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 連結法人が通算制度へ移行する場合における確定申告書の提出期限の延

長の特例について 

 

（問10） 

連結納税制度の適用を受けている連結親法人Ｐ社及びＰ社の連結子法人であるＳ社

（いずれも３月決算）は、令和４年４月１日以後に開始する事業年度において通算制度

へ移行することとしました。 

Ｐ社は連結確定申告書の提出期限の延長の特例（所得税法等の一部を改正する法律（令

和２年法律第８号）による改正前の法人税法81の24①、以下同じです。）の承認を受けて

いますが、Ｐ社及びＳ社は、通算制度へ移行後も連結納税制度と同様に確定申告書の提

出期限の延長の特例の規定（法75の２①、以下同じです。）を適用したいと考えています。 

この場合、Ｐ社及びＳ社は確定申告書の提出期限の延長手続を行う必要がありますか。 

 

【回答】 

 Ｐ社及びＳ社は、確定申告書の提出期限の延長の特例の規定の適用について特段の手

続を行う必要はありません。 

 

【解説】 

 令和４年３月31日において連結親法人に該当する内国法人及び同日の属する連結親法

人事業年度終了の日においてその内国法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人

については、同日の翌日において、通算制度の承認があったものとみなすこととされて

います（令２改正法附則29①）。  

 この規定により、通算制度の承認があったものとみなされた内国法人（連結親法人で

あったものに限ります。以下「移行法人」といいます。）が令和４年３月31日の属する連

結事業年度において連結確定申告書の提出期限の延長の特例の規定の適用を受けていた

場合には、その移行法人及びその連結事業年度終了の日においてその移行法人との間に

連結完全支配関係があった内国法人（同日の翌日においてその移行法人との間に通算完

全支配関係を有しなくなったものを除きます。）は、当該翌日において、確定申告書の提

出期限の延長の特例による申告期限の延長がされたものとみなされます（令２改正法附

則34①）。 

 本件では、Ｐ社が連結確定申告書の提出期限の延長の特例の規定の適用を受けている

ことから、Ｐ社及びＰ社の連結事業年度終了の日（令和４年３月31日）においてＰ社と

の間に連結完全支配関係があるＳ社は、同日の翌日（令和４年４月１日）において、確

定申告書の提出期限の延長の特例による申告期限の延長がされたものとみなされます。 

 したがって、Ｐ社及びＳ社は、連結納税制度から通算制度への移行に伴い、確定申告

書の提出期限の延長の特例の規定の適用を受けるために特段の手続を行う必要はありま

せん。 

 なお、移行法人が令和４年３月31日の属する連結事業年度において連結確定申告書の
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提出期限の延長月数の指定（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）

による改正前の法人税法81の24①各号）を受けていた場合についても、その移行法人及

びその連結事業年度終了の日においてその移行法人との間に連結完全支配関係があった

内国法人（同日の翌日においてその移行法人との間に通算完全支配関係を有しなくなっ

たものを除きます。）は、当該翌日において、その指定に係る月数を確定申告書の提出期

限の延長の特例における指定（法75の２①各号）に係る月数として延長月数の指定を受

けたものとみなされます（令２改正法附則34②）。 

 

（参考） 

 通算制度への移行に関する手続、通算制度へ移行しなかった法人の確定申告書の提

出期限の延長の特例及び確定申告書の提出期限については、次のＱ＆Ａを参照してく

ださい。 

 問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 

 問11 通算制度へ移行しなかった法人の確定申告書の提出期限の延長の特例につい 

   て 

 問19 確定申告書の提出期限 
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 通算制度へ移行しなかった法人の確定申告書の提出期限の延長の特例に

ついて 

 

（問11） 

連結納税制度の適用を受けている連結親法人Ａ社は、「グループ通算制度へ移行しない

旨の届出書」を納税地の所轄税務署長に提出し、令和４年４月１日以後に開始する事業

年度から通算制度を適用しないこととしました。 

Ａ社は連結確定申告書の提出期限の延長の特例（所得税法等の一部を改正する法律（令

和２年法律第８号）による改正前の法人税法81の24①、以下同じです。）の承認を受けて

いますが、Ａ社及びＡ社の連結子法人であるＢ社は、令和４年４月１日以後に開始する

事業年度において、それぞれ確定申告書の提出期限の延長の特例の規定（法75の２①、

以下同じです。）を適用したいと考えています。 

この場合、Ａ社及びＢ社は確定申告書の提出期限の延長手続を行う必要がありますか。 

なお、Ａ社及びＢ社は連結納税制度適用前の各事業年度において、確定申告書の提出

期限の延長の特例の規定の適用は受けていません。 

 

【回答】 

 Ａ社及びＢ社は、「定款の定め等による申告期限の延長の特例の申請書」をそれぞれの

納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。 

【解説】 

 令和４年３月31日において連結親法人に該当する内国法人及び同日の属する連結親法

人事業年度終了の日においてその内国法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人

については、同日の翌日において、通算制度の承認があったものとみなすこととされて

います（令２改正法附則29①）。 

 一方、連結親法人が令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日ま

でに「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を納税地の所轄税務署長に提出した

場合には、その連結親法人及び当該前日においてその連結親法人との間に連結完全支配

関係がある連結子法人については、通算制度を適用しない法人となることとされていま

す（令２改正法附則29②）。 

 本件においては、Ａ社及びＢ社は、連結納税制度適用前の各事業年度において、確定

申告書の提出期限の延長の特例の規定の適用を受けていないことから、令和４年４月１

日以後に開始する事業年度終了の日までに「定款の定め等による申告期限の延長の特例

の申請書」をそれぞれの納税地の所轄税務署長に提出する必要があります（法75の２③）。 

 なお、通算制度の承認があったものとみなされた連結親法人であった内国法人（以下

「移行法人」といいます。）が令和４年３月31日の属する連結事業年度において連結確定

申告書の提出期限の延長の特例の規定の適用を受けていた場合には、その移行法人及び

その連結事業年度終了の日においてその移行法人との間に連結完全支配関係があった内

国法人（同日の翌日においてその移行法人との間に通算完全支配関係を有しなくなった
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ものを除きます。）は、当該翌日において、確定申告書の提出期限の延長の特例による申

告期限の延長がされたものとみなされます（令２改正法附則34①）。 

 本件では、Ａ社は「グループ通算制度へ移行しない旨の届出書」を提出して通算制度

を適用しない法人となることから、移行法人に該当せず、したがって、Ａ社及びＢ社は

確定申告書の提出期限の延長の特例による申告期限の延長がされたものとはみなされま

せん。 

 

（参考） 

 連結法人の通算制度への移行に関する手続及び通算制度へ移行しなかった法人の青

色申告の承認申請については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 

 問９ 通算制度へ移行しなかった法人の青色申告の承認申請について 
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通算制度の承認の申請書の提出期限 

 

（問12） 

Ｐ社（12月決算）は、自Ｘ５年１月１日至Ｘ５年12月31日事業年度から自社を通算親

法人とする通算制度の適用を受けるため、通算制度の承認の申請書を提出する予定です

が、その提出期限はいつになりますか。 

 

【回答】 

Ｐ社の通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度（自Ｘ５年１月１日至Ｘ５年

12月31日事業年度）の開始の日の３月前の日（Ｘ４年９月30日）となります。 

なお、通算親法人となるＰ社及び通算子法人となる法人の全てが連名で、通算制度の

承認の申請書をＰ社の納税地の所轄税務署長を経由して、国税庁長官に提出することと

されています。 

 

【解説】 

通算制度の適用を受けようとする場合には、同一の通算グループとなる法人の全ての

連名で、通算制度の承認の申請書を通算親法人となる法人の納税地の所轄税務署長を経

由して、国税庁長官に提出することとされています（法64の９②、規27の16の８①）。 

また、その提出期限は、原則として、通算親法人となる法人の通算制度の適用を受け

ようとする最初の事業年度開始の日の３月前の日とされています（法64の９②）。 

なお、通算親法人となることができる法人の設立事業年度が設立事業年度等の承認申

請特例（法64の９⑦）の適用を受けて通算制度の規定の適用を開始しようとする事業年

度（以下「申請特例年度」といいます。）である場合のその提出期限は、その設立事業年

度開始の日から１月を経過する日とその設立事業年度終了の日から２月前の日とのいず

れか早い日とされ、また、その設立事業年度の翌事業年度が申請特例年度である場合（そ

の設立事業年度が３月に満たない場合に限ります。）のその提出期限は、その設立事業年

度終了の日とその翌事業年度終了の日から２月前の日とのいずれか早い日とされていま

す（法64の９⑦）。 

本件では、Ｐ社の通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度（自Ｘ５年１月１

日至Ｘ５年12月31日）の開始の日の３月前の日（Ｘ４年９月30日）までに、Ｐ社及び通

算子法人となる法人の全てが連名で、通算制度の承認の申請書をＰ社の納税地の所轄税

務署長を経由して、国税庁長官に提出することとなります。 

 

（参考） 

 連結法人の通算制度への移行に関する手続については、次のＱ＆Ａを参照してくだ

さい。 

 問６ 連結法人の通算制度への移行に関する手続 
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 完全支配関係を有しなくなる見込みのある法人に係る通算制度の承認申

請書への記載 
 

（問13） 

Ａ社は、完全支配関係がある他の内国法人と、自社を通算親法人とする通算制度の規定

の適用を受けるため、通算制度の承認の申請書を提出する予定ですが、当該他の内国法人

に該当する法人の１社であるＢ社は、その承認申請期限の日から通算制度の規定の適用を

受けようとする事業年度の開始の日の前日までに、Ａ社による完全支配関係を有しなくな

る見込みです。 

この場合、Ｂ社も連名で通算制度の承認申請書を提出する必要がありますか。 

 

【回答】 

Ｂ社も連名で通算制度の承認申請書を提出する必要があります。 

 

【解説】 

通算制度の規定の適用を受けようとする場合には、通算親法人となることができる法人

及びその法人との間に完全支配関係（通算除外法人(注)及び外国法人が介在しない一定の

関係に限ります。以下同じです。）がある他の内国法人（通算除外法人を除きます。以下

同じです。）の全ての連名で、通算制度の承認申請書を提出することとされています（法

64の９②）。 

すなわち、承認申請書を提出する時点において通算親法人となることができる法人との

間に完全支配関係がある他の内国法人の全てが連名でその承認申請書を提出する必要が

あります。 

したがって、本件では、Ｂ社がＡ社の通算制度の規定の適用を受けようとする事業年度

の開始の日の前日までにＡ社による完全支配関係を有しなくなる見込みであっても、申請

時にその完全支配関係があれば、Ｂ社も連名で通算制度の承認申請書を提出する必要があ

ります。 

なお、当該他の内国法人（Ｂ社）が、通算親法人となることができる法人（Ａ社）との

間に完全支配関係を有しなくなった場合には、その通算親法人となることができる法人

（Ａ社）は、その有しなくなった日以後遅滞なく、その有しなくなった日等を記載した書

類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります（令131の14④二）。 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を  

   いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人及び通算制度の承認申請書の提出期限については、次のＱ＆Ａを参照し

てください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

    問12 通算制度の承認の申請書の提出期限 
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通算子法人 

100%

50％ 

100% 

通算子法人 

通算親法人 

通算子法人 通算子法人

通算子法人

Ｓ１社 
通算親法人100% 

100% 

100% 

≪Ｐ通算グループ≫  

通算親法人
Ｐ社 

Ｓ２社 Ｓ３社 

Ｐ社 

Ｓ１社 

Ｓ３社 Ｓ２社 

≪Ｐ通算グループ≫ 

50％ 

≪Ｓ１通算グループ≫ 

第三者 

離脱した法人を通算親法人とする通算制度の承認申請 

 

（問14） 

通算子法人であるＳ１社は、通算親法人であるＰ社がＳ１社の発行済株式の50％を通

算グループ外の第三者に譲渡したことに伴い、Ｐ社との間に通算完全支配関係を有しな

くなったことから、通算制度の承認の効力を失うこととなりました。 

この場合において、Ｓ１社は、新たに同社を通算親法人とする通算制度の承認申請を

行いたいと考えていますが、この承認の効力を失った日から５年を経過していないとき

であっても、通算制度の承認申請書を提出することはできますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答】 

Ｓ１社は、通算制度の承認申請書を提出することができます。 

 

【解説】 

通算親法人となることができる法人は、内国法人である普通法人又は協同組合等に限

られ、一定の法人を除くこととされています（法64の９①）。 

この一定の法人とは、清算中の法人や法人税法第64条の10第１項の規定により通算制

度の取りやめの承認を受けた法人でその承認を受けた日の属する事業年度終了の日の翌

日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過していな

い法人などとされています（法64の９①）が、通算完全支配関係を有しなくなったこと

により通算承認の効力を失った法人（法64の10⑥六）は、この一定の法人には該当しな

いこととされています。 

したがって、本件のＳ１社は、上記の一定の法人に該当せず通算親法人となることが

できるため、Ｓ１社を通算親法人とする通算制度の承認申請書を提出することができま

す。 
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（参考） 

  通算親法人となることができる法人及び通算子法人となることができる法人につい

ては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問１ 通算親法人となることができる法人 

問２ 通算子法人となることができる法人 
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通算グループへの加入制限がある法人が再加入する場合のみなし承認 

 

（問15）  

 通算親法人Ｐ社は、Ｘ３年12月１日にＳ社（３月決算）の発行済株式の全部を取得し、

Ｓ社との間に完全支配関係を有することとなりました。このＳ社は、過去にＰ社の通算

子法人でしたが、Ｘ１年12月１日にＰ社がＳ社の株式を通算グループ外の第三者に売却

して完全支配関係を有しなくなったことにより、通算承認の効力を失うこととなりまし

た。この場合、Ｓ社はいつの時点でＰ社の通算グループに再加入することになるのでし

ょうか。 

 

【回答】 

Ｓ社は、通算承認の効力を失った日（Ｘ１年12月１日）以後５年を経過する日の属す

る事業年度終了の日の翌日（Ｘ７年４月１日）から、Ｐ社の通算グループに再加入する

ことになります。 

 

【解説】 

 通算制度において、通算子法人となることができる法人は、通算親法人となる法人又

は通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定

の関係に限ります。以下同じです。）がある内国法人（通算除外法人を除きます。）とさ

れています（法64の９①）。  

 この通算除外法人には、通算親法人との間に通算完全支配関係を有しなくなったこと

により通算承認の効力を失った通算子法人であった法人で、再びその通算親法人との間

にその通算親法人による完全支配関係を有することとなったもののうち、その効力を失

った日から同日以後５年を経過する日の属する事業年度終了の日までの期間を経過して

いない法人が含まれます（法64の９①十、令131の11③一）。 

 したがって、通算除外法人に該当しない内国法人が通算親法人による完全支配関係を

有することとなった場合には、その内国法人はその有することとなった日に通算承認が

あったものとみなされますが（法64の９⑪）、その内国法人が通算除外法人である場合に

は、その有することとなった日に通算承認があったものとはみなされません。 

 ただし、その通算除外法人が、通算親法人による株式の売却などに基因してその通算

親法人による通算完全支配関係を有しなくなったことにより通算承認の効力を失った法

人であるときは、通算承認の効力を失った日から同日以後５年を経過する日の属する事

業年度終了の日までの期間が経過した時点（すなわち同日の翌日）で通算除外法人に該

当しないこととなりますので、その経過した時点でその通算親法人による完全支配関係

を有していれば、その内国法人はその経過した時点で通算承認があったものとみなされ

ます（法64の９⑪）。 

 本件においてＳ社は、Ｘ３年12月１日にＰ社による完全支配関係を有することとなり
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ましたが、その時点では、Ｓ社が完全支配関係を有しなくなって通算承認の効力を失う

こととなった日（Ｘ１年12月１日）から同日以後５年を経過する日（Ｘ６年11月30日）

の属する事業年度終了の日（Ｘ７年３月31日）までの期間を経過しておらず、通算除外

法人となりますので、通算承認があったものとはみなされません。 

 そして、Ｓ社は同日の翌日であるＸ７年４月１日に通算除外法人に該当しないことと

なりますので、その時点でＳ社がＰ社による完全支配関係を有している場合には通算承

認があったものとみなされ、Ｐ社の通算グループに再加入することとなります。 

 また、この場合には、Ｐ社は通算除外法人に該当しなくなった日（Ｘ７年４月１日）

以後遅滞なく、完全支配関係を有することとなった日等を記載した書類を納税地の所轄

税務署長に提出する必要があります（令131の12③、規27の16の８③）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 通算除外法人、通算子法人となることができる法人、完全支配関係の意義及び通算

制度の承認の効力を失う場合については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

  問17 通算制度の承認の効力を失う場合 

Ｓ社 

（３月決算） 
X1.4.1 X7.4.1 

通算承認の効力を失っ

た日 Ｘ１.12.１ 

通算承認の効力を

失った日以後５年

を経過する日 

Ｘ６.11.30 

完全支配関係を有することと

なった日 Ｘ３.12.１ 

Ｐ社 

（３月決算） 
X1.4.1 X7.4.1 

離脱 

再加入 

完全支配 
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承認申請の却下事由 

 

（問16） 

通算制度の承認申請が却下されるのは、どのような場合ですか。 

 

【回答】 

通算予定法人（通算親法人となることができる法人又は通算子法人となることができ

る法人をいいます。以下同じです。）のいずれかがその申請を行っていない場合や通算予

定法人について所得の金額等の計算が適正に行われ難いと認められる場合等に却下され

ることとなります。 

 

【解説】 

国税庁長官は、次のような場合には、通算制度の承認の申請を却下することができる

こととされています（法64の９③）。 

 ⑴ 通算予定法人のいずれかがその申請を行っていないこと（法64の９③一）。 

 ⑵ 申請を行っている法人に通算予定法人以外の法人が含まれていること（法64の９

③二）。 

 ⑶ 申請を行っている通算予定法人について次のいずれかに該当する事実があること。   

  イ 所得の金額又は欠損金額及び法人税の額の計算が適正に行われ難いと認められ

ること（法64の９③三イ）。 

 ロ 通算制度の規定の適用を受けようとする事業年度において、帳簿書類の備付け、

記録又は保存が財務省令で定めるところに従って行われることが見込まれないこ

と（法64の９③三ロ）。 

 ハ その備え付ける帳簿書類に取引の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装して記載し、

又は記録していることその他不実の記載又は記録があると認められる相当の理由

があること（法64の９③三ハ）。 

 ニ 法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められること（法64の９③三

ニ）。 

 また、通算制度の規定の適用を受けようとする最初の事業年度開始の日の前日までに、

その承認又は却下の処分がなかったときは、通算親法人となる法人及び通算子法人とな

る法人の全てについて、その開始の日にその承認があったものとみなされます（法64の

９⑤）。 

 

（参考） 

  通算親法人となることができる法人及び通算子法人となることができる法人につい

ては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問１ 通算親法人となることができる法人 

 問２ 通算子法人となることができる法人 
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通算制度の承認の効力を失う場合 

 

（問17） 

通算制度の承認の効力を失う場合とは、どのような場合ですか。 

 

【回答】 

通算法人が青色申告の承認の取消処分の通知を受けた場合には、その通知を受けた日

から、その通算法人の通算制度の承認の効力を失うこととなります。 

また、通算親法人が解散したこと、通算子法人が通算親法人との間に通算完全支配関

係を有しなくなったこと等一定の事実が生じた場合にも、それぞれ一定の日において通

算制度の承認の効力を失うこととなります。 

 

【解説】 

⑴ 青色申告の承認の取消しの場合 

通算法人が、次のイからニまでのいずれかに該当する場合において法人税法第127条

第２項の規定により青色申告の承認の取消処分の通知を受けたときには、その通算法

人については、通算制度の承認は、その通知を受けた日から、その効力を失うものとさ

れています（法64の10⑤、127）。 

 イ その事業年度に係る帳簿書類の備付け、記録又は保存が法人税法第126条第１項に

規定する財務省令で定めるところに従って行われていないこと 

 ロ その事業年度に係る帳簿書類について法人税法第126条第２項又は第３項の規定

による国税庁長官、国税局長又は税務署長の指示に従わなかったこと 

 ハ その事業年度に係る帳簿書類に取引の全部又は一部を隠蔽し又は仮装して記載し

又は記録し、その他その記載又は記録をした事項の全体についてその真実性を疑う

に足りる相当の理由があること 

 ニ 確定申告書（法74①）をその提出期限までに提出しなかったこと 

⑵ 上記⑴以外の場合 

次の表の左欄の事実が生じた場合には、中欄の通算法人は、それぞれ右欄の日にお

いて通算制度の承認の効力を失うものとされています（法64の10⑥）。 

 
事実 

対象となる 

通算法人 

承認の効力を 

失う日 

イ 

 通算親法人の解散 通算親法人

及び全ての通

算子法人 

その解散の日の翌

日（合併による解散

の場合には、その合

併の日） 

ロ 

 通算親法人が公益法人等に該当すること

となったこと 

通算親法人

及び全ての通

算子法人 

その公益法人等に

該当することとなっ

た日 
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ハ 

 通算親法人と内国法人（普通法人又は協

同組合等に限ります。）との間にその内国法

人による完全支配関係(注)が生じたこと 

通算親法人

及び全ての通

算子法人 

その完全支配関係

（注）が生じた日 

ニ 

 通算親法人と内国法人（公益法人等に限

ります。）との間にその内国法人による完全

支配関係（注）がある場合において、その

内国法人が普通法人又は協同組合等に該当

することとなったこと 

通算親法人

及び全ての通

算子法人 

その内国法人が普

通法人又は協同組合

等に該当することと

なった日 

ホ 

 通算子法人の解散（合併又は破産手続開

始の決定による解散に限ります。）又は残余

財産の確定 

その通算子

法人 

その解散の日の翌

日（合併による解散

の場合には、その合

併の日）又はその残

余財産の確定の日の

翌日 

ヘ 

 通算子法人が通算親法人との間にその通

算親法人による通算完全支配関係を有しな

くなったこと（イ～ホの事実に基因するも

のを除きます。） 

その通算子

法人 

その通算完全支配

関係を有しなくなっ

た日 

ト 
 通算法人が通算親法人のみとなったこと 通算親法人 その通算親法人の

みとなった日 

（注） 通算除外法人（問２の⑴から⑼までに掲げる法人をいいます。）及び外国法人が  

   介在しない一定の関係に限ります。 

 

（参考） 

 通算除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 
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通算制度の適用の取りやめにおける対象法人 

（問18）  

  個々の通算法人が通算制度の適用の取りやめを行うことはできますか。 

 

【回答】 

  通算制度の適用の取りやめの申請は、通算法人の全てが連名で行う必要があるため、  

 個々の通算法人がその申請を行うことはできません。 

 

【解説】 

通算制度の適用は、やむを得ない事情があるときに、国税庁長官の承認を受けて取

りやめることができることとされています（法64の10①）。 

この通算制度の適用の取りやめの申請は、通算法人の全ての連名で行うこととされ

ており（法64の10②）、通算親法人に対してこの申請が承認された場合には、その承認

を受けた日の属する通算親法人の事業年度終了の時において、通算法人の全てが取り

やめることとなります（令131の14②）。 

したがって、通算制度の適用の取りやめの申請は、個々の通算法人がその申請を行

うことはできません。 

 

（参考） 

 通算制度の承認の効力を失う場合については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問17 通算制度の承認の効力を失う場合 
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確定申告書の提出期限 

 

（問19） 

通算法人は、いつまでに確定申告書を提出しなければなりませんか。 

 

【回答】 

通算法人は、通算制度を適用しない法人と同様、原則として各事業年度終了の日の翌

日から２月以内に、確定申告書を提出する必要があります。 

ただし、確定申告書の提出期限の延長の特例を受ける場合には、全ての通算法人につ

きその期限が原則として２月間延長されます。 

 

【解説】 

通算法人は、各事業年度終了の日の翌日から２月以内に、確定申告書を提出しなけれ

ばならないこととされています（法74①）。 

ただし、通算法人又は他の通算法人が、定款等の定め又は特別の事情により、各事業

年度終了の日の翌日から２月以内にその各事業年度の決算についての定時株主総会が招

集されない常況にあり、又は通算法人が多数に上ることなどの理由により、通算法人に

適用される規定による所得の金額等の計算を了することができないために確定申告書を

提出期限までに提出することができない常況にあると認められる場合には、所轄税務署

長は通算親法人の申請に基づき、その各事業年度の確定申告書の提出期限を２月間延長

することができることとされています（法75の２①⑪一）。 

また、上記にかかわらず、次に該当する場合には、次に定める期間まで確定申告書の

提出期限を延長することができます。 

⑴ その通算法人又は他の通算法人が会計監査人を置いている場合で、かつ、定款等 

 の定めによりその事業年度以後の各事業年度終了の日の翌日から４月以内にその各 

  事業年度の決算についての定時総会が招集されない常況にあると認められる場合（ 

  下記⑵に掲げる場合を除きます。）は、４月を超えない範囲内において税務署長が指 

  定する月数の期間 

⑵ その通算法人又は他の通算法人に特別の事情があることによりその事業年度以後 

 の各事業年度終了の日の翌日から４月以内にその各事業年度の決算についての定時 

 総会が招集されない常況にあることその他やむを得ない事情があると認められる場 

 合は、税務署長が指定する月数の期間 

この確定申告書の提出期限の延長の特例を受けるためには、通算親法人がその適用を

受けようとする事業年度終了の日の翌日から45日以内に、その申請書を通算親法人の納

税地の所轄税務署長に提出する必要があります（注）（法75の２③⑪一）。 

また、通算親法人が確定申告書の提出期限の延長について、その適用を受けた場合に

は、他の通算法人の全ての確定申告書の提出期限についても延長されたものとみなされ

ます（法75の２⑪二）。 
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（注） 通算子法人は、この申請書を提出することができません（法75の２⑪三）。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

（参考） 

  災害等による確定申告書の提出期限の延長及び通算法人の確定申告書に係る法人税

の納付期限の延長については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問20 災害等による確定申告書の提出期限の延長 

  問25 通算法人の確定申告書に係る法人税の納付期限の延長 

通算親法人 

(3 月決算) 事業年度  
3/31 

5/31 

4/1 

４月 
事 業 年 度 終 了 の 日 

申告期限の延長の特例の承認申請期限 
＝事業年度終了の日の翌日から 45 日以

内(法 75の２③⑪一) 

7/31 

通算子法人 

(3 月決算) 事業年度  
3/31 4/1 

４月 事 業 年 度 終 了 の 日 

7/31 

5/15 

確定申告書の提
出期限（※） 
(法 75 の２①⑪) 

※ 申告期限の延長の特例により２月間の
延長が認められた場合 

申告期限の延長の特例を
受けない場合の確定申告
書の提出期限（法 74①） 

5/31 

申告期限の延長の特例を
受けない場合の確定申告
書の提出期限（法 74①） 

確定申告書の提
出期限（※） 
(法 75 の２①⑪) 

＜通算法人の確定申告書の提出期限＞ 
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災害等による確定申告書の提出期限の延長 

 

（問20） 

通算法人における災害等による確定申告書の提出期限の延長制度の概要を教えてくだ

さい。 

 

【回答】 

 通算法人に対して、災害等による確定申告書の提出期限の延長の規定が適用された場

合には、他の通算法人についてもその申告書の提出期限が延長されたものとみなされま

す。 

 

【解説】 

⑴ 国税通則法第11条の規定による確定申告書の提出期限の延長がある場合 

  国税庁長官等は、災害その他やむを得ない理由により、国税に関する法律に基づく

申告、申請、請求、届出その他書類の提出、納付又は徴収に関する期限までにこれら

の行為をすることができないと認めるときは、その理由のやんだ日から２月以内に限

り、その期限を延長することができることとされています（通法11）。 

この規定により通算法人の確定申告書の提出期限が延長された場合（注１）には、

他の通算法人についても全て、以下の規定により指定された期日まで、確定申告書（そ

の延長された申告書に係る事業年度終了の日に終了する当該他の通算法人の事業年度

に係るものに限ります。）の提出期限が延長されたものとみなされます（法75の３、令

150の３②）（注２）。 

イ 地域指定（通令３①） 

  国税庁長官は、都道府県の全部又は一部にわたり災害その他やむを得ない理由に

より、国税通則法第11条に規定する期限までに同条に規定する行為をすることがで

きないと認める場合には、地域及び期日を指定してその期限を延長することとされ

ています。 

ロ 対象者指定（通令３②） 

  国税庁長官は、災害その他やむを得ない理由により、国税通則法第11条に規定す

る期限までに同条に規定する行為をすべき者（上記イの規定の適用がある者を除き

ます。）であって、その期限までにその行為のうち特定の税目に係る国税に関する法

律又は情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第６条第１項の規定によ

り電子情報処理組織を使用して行う申告その他の特定の税目に係る特定の行為をす

ることができないと認める者（以下「対象者」といいます。）が多数に上ると認める

場合には、対象者の範囲及び期日を指定してその期限を延長することとされていま

す。 

ハ 個別指定（通令３③） 
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  国税庁長官等は、災害その他やむを得ない理由により、国税通則法第11条に規定

する期限までに同条に規定する行為をすることができないと認める場合には、上記

イ及びロの規定の適用がある場合を除き、その行為をすべき者の申請により、期日

を指定してその期限を延長することとされています。 

（注１） 通算承認を受ける前に上記の地域等の指定がされていた場合で、その通算

承認の効力が生ずる日以後に終了する事業年度の確定申告書の提出期限が延

長されるときも含まれます。 

（注２） その指定された期日が当該他の通算法人の確定申告書の提出期限前の日で

ある場合には、適用されません。 

したがって、各通算法人がその期限として指定された期日のうち、最も遅

い日まで延長されることになります。 

 

⑵ 国税通則法第11条の規定による確定申告書の提出期限の延長の適用がない場合（上 

記⑴以外の場合） 

上記⑴の確定申告書の提出期限の延長の適用がない場合であっても、災害その他や

むを得ない理由により、その通算法人若しくは他の通算法人の決算が確定しないため、

又は通算法人に適用される規定による所得の金額若しくは欠損金額及び法人税の額の

計算を了することができないために確定申告書を提出期限までに提出することができ

ないと認められる場合には、納税地の所轄税務署長は、通算親法人の申請に基づき、

期日を指定してその提出期限を延長することができることとされています（法75①⑧

一）。 

この提出期限の延長の規定を適用するためには、通算親法人がその適用を受けよう

とする事業年度終了の日の翌日から45日以内に、その申請書を通算親法人の納税地の

所轄税務署長に提出し、その延長の規定の適用を受ける必要があります（法75②④⑤

⑧）。 

通算親法人に対して提出期限が延長された場合には、他の通算法人の全てにつき提

出期限の延長がされたものとみなされます（法75⑧二）。 

なお、通算子法人は、この規定を適用するための申請書を提出することができませ

ん（法75⑧三）。 

 

（参考） 

 確定申告書の提出期限については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問19 確定申告書の提出期限 
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通算子法人の解散又は残余財産の確定があった場合の申告 

 

（問21） 

通算子法人Ｓ社（３月決算）は、Ｘ２年１月17日に解散（合併又は破産手続開始の決

定による解散ではありません。）し、Ｘ２年10月15日に残余財産が確定しました。 

 ⑴ Ｓ社の解散に係る申告はどのように行うこととなりますか。 

 ⑵ Ｓ社の残余財産の確定に係る申告はどのように行うこととなりますか。 

 ⑶ Ｓ社において、残余財産の確定の日の属する事業年度で生じた欠損金額は、通算

親法人Ｐ社（３月決算）でどのように取り扱われますか。 

なお、Ｐ社はＳ社の発行済株式の全てを直接保有しています。 

 

【回答】 

⑴ Ｓ社は、解散によって通算制度の承認の効力が失われることはなく、また、解散日

までの事業年度が生じないことから、自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度に

ついては、Ｐ社の通算グループ内の通算法人として、通算制度の規定を適用して申告

を行うこととなります。 

⑵ Ｓ社の残余財産の確定の日の翌日であるＸ２年10月16日にＳ社の通算制度の承認の

効力は失われることから、Ｘ２年４月１日からＸ２年10月15日までの期間について事

業年度が生ずることとなり、その事業年度についてはＳ社が通算法人として損益通算

の規定（法64の５）等を適用しないで申告を行うことになります。 

⑶ その残余財産の確定の日の翌日の属するＰ社の事業年度（自Ｘ２年４月１日至Ｘ３

年３月31日事業年度）において、損金の額に算入することとなります。 

 

【解説】 

⑴ 通算子法人の解散（合併又は破産手続開始の決定による解散に限ります。）があった

場合には、その解散の日の翌日（合併による解散の場合には、その合併の日）におい

て、その通算子法人の通算制度の承認の効力が失われます（法64の10⑥五）。したがっ

て、その通算子法人は通算親法人との間に通算完全支配関係を有しなくなることから、

その通算子法人の事業年度は、その有しなくなった日の前日に終了することとなりま

す（法14④二）。 

しかしながら、本件のように合併又は破産手続開始の決定による解散以外の解散で

ある場合には、Ｓ社の通算制度の承認の効力が失われることはなく、また、解散日ま

での事業年度が生じないことから（法14⑦）、Ｓ社は、自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月

31日事業年度において、Ｐ社の通算グループ内の法人として通算制度の規定を適用し

て申告を行うこととなります。 

⑵ 通算子法人の残余財産の確定があった場合には、その残余財産の確定の日の翌日に  

 おいて、通算子法人の通算制度の承認の効力が失われ（法64の10⑥五）、その残余財 

 産が確定した日の翌日に通算完全支配関係を有しなくなることから、その通算子法人 
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 の事業年度は、残余財産の確定の日に終了することとなります（法14④二）。 

  また、その事業年度については、通算親法人の事業年度終了の日に終了しないこと 

 から、損益通算の規定（法64の５）等の適用はありません。 

  したがって、本件において、Ｓ社は、通算親法人の事業年度開始の日であるＸ２年

４月１日から残余財産の確定の日であるＸ２年10月15日までの期間の事業年度につい

て、通算法人として申告を行うこととなりますが、損益通算の規定（法64の５）等の

適用はありません。 

⑶ 通算法人との間に通算完全支配関係がある他の内国法人でその通算法人が発行済株

式又は出資の全部又は一部を有するものの残余財産が確定した場合（その残余財産の

確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合を除きます。）において、その残

余財産の確定の日の属する事業年度で生じた欠損金額があるときは、その欠損金額に

相当する金額（注）は、その通算法人のその残余財産の確定の日の翌日の属する事業

年度において、損金の額に算入することとされています（法64の８）。 

したがって、本件において、その欠損金額に相当する金額は、Ｓ社の残余財産の確

定の日の翌日（Ｘ２年10月16日）の属するＰ社の事業年度（自Ｘ２年４月１日至Ｘ３

年３月31日）において損金の額に算入することとなります。 

（注） その残余財産が確定した他の内国法人に株主等が２以上ある場合には、その

欠損金額に相当する金額を当該他の内国法人の発行済株式又は出資（当該他の

内国法人が有する自己の株式又は出資を除きます。）の総数又は総額で除し、こ

れにその通算法人の有する当該他の内国法人の株式又は出資の数又は金額を乗

じて計算した金額をいいます。 

 

 

（参考） 

 損益通算については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問49 通算制度の当初申告における損益通算の計算 

P社
（３月決算）

Ｓ社
（３月決算）

X2.3.31 X3.3.31

解散日：X2.1.17

通算親法人

通算子法人 通算子法人

通算親法人

残余財産確定日：X2.10.15
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各通算法人の確定申告 

 

（問22） 

通算制度においては、各通算法人がそれぞれ確定申告を行う必要がありますか。 

 

【回答】 

通算制度においては、その適用を受ける通算グループ内の各通算法人を納税単位とし

て、通算制度を適用しない法人と同様、その各通算法人が法人税額の計算及び申告を行

う必要があります。 

 また、通算法人は、事業年度開始の時における資本金の額又は出資金の額が１億円超

であるか否かにかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法により納税申告書を提出

する必要があります。 

 

【解説】 

 通算制度においては、その適用を受ける通算グループ内の各通算法人を納税単位とし

て、その各通算法人が法人税額の計算及び申告を行います（法74等）。 

 また、通算法人は、事業年度開始の時における資本金の額又は出資金の額が１億円超

であるか否かにかかわらず、電子情報処理組織（以下「e-Tax」といいます。）を使用し

て、申告書記載事項を入力して送信する方法等により納税申告書を提出する必要があり

ます（法75の４①②、規36の４）。 

 なお、通算親法人が、通算子法人の法人税の申告に関する事項の処理として、その通

算親法人の代表者又は国税庁長官が定める者の電子署名を行い申告書記載事項又は添付

書類記載事項をe-Taxによる申告に併せて入力して送信し、又は提出する方法等により提

供した場合には、その通算子法人はこれらの記載事項をe-Taxにより提供したものとみな

されます（法150の３①②、規68①②、国税オンライン化省令５⑦、６②）。 

 すなわち、この通算親法人の電子署名を用いた方法等による通算子法人の申告書記載

事項の提供により、通算子法人は、e-Taxにより確定申告を行ったこととなります。 

 

（参考） 

 国税庁長官が定める者については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問23 通算子法人の法人税の申告書記載事項等の提供を行う者について 
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通算子法人の法人税の申告書記載事項等の提供を行う者について 

 

（問23） 

 １ 通算子法人が法人税の申告書を提出する際の電子署名を行う者とは、どのような

者をいうのでしょうか。 

 ２ 通算親法人は、通算子法人の法人税の申告書記載事項等の提供を行うことができ

るとのことですが、通算親法人が通算子法人の法人税の申告書記載事項等を提供す

る際の電子署名を行う者とは、どのような者をいうのでしょうか。 

 

【回答】 

 １ 通算子法人が法人税の申告書を提出する際の電子署名を行う者とは、次の者をい

います。 

  ⑴ 通算子法人の代表者 

  ⑵ 通算子法人の代表者から法人税の申告書記載事項等の提供の委任を受けた通算

子法人の役員又は職員 

  ⑶ 通算子法人の関与税理士 

 

 ２ 通算親法人が通算子法人の法人税の申告書記載事項等を提供する際の電子署名を

行う者とは、次の者をいいます。 

  ⑴ 通算親法人の代表者 

  ⑵ 通算親法人の代表者からその提供の委任を受けた通算親法人の役員又は職員 

  ⑶ 通算親法人の代表者からその提供の委任を受けた通算親法人の関与税理士 

 

【解説】 

 １ 通算子法人の法人税の申告書を提出する者について 

   通算子法人が電子情報処理組織（以下「e-Tax」といいます。）を使用してその法

人税の申告書を提出する場合は、その代表者が電子署名を行い、その電子署名に係

る電子証明書と併せてこれらを送信することにより、納税申告書を提出する必要が

あります（法75の４①、国税オンライン化省令５①）。 

   また、国税庁長官が定める以下の者がe-Taxを使用して通算子法人の法人税の申告

書を提出する場合は、その通算子法人の代表者の電子署名及びその電子署名に係る

電子証明書の送信を要しないこととされています（国税オンライン化省令第５条第

１項第２号に規定する国税庁長官が定める者を定める件）。 

  ⑴ 通算子法人の代表者から委任を受けたその通算子法人の役員又は職員が電子署

名を行い、e-Taxにより法人税の申告書記載事項等の提供を行う場合のその通算子

法人の代表者 

  ⑵ 通算子法人の法人税に係る税理士法第２条第１項第２号に規定する税務書類の

作成の委嘱を受けた者 
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   上記⑴の通算子法人の役員又は職員がe-Taxによる送信を行う際には、その通算子

法人の代表者がその役員又は職員にe-Taxにより法人税の申告書記載事項等の提供

を行うことを委任した旨の電子委任状を添付する必要があります。 

   また、上記⑵の者がe-Taxにより法人税の申告書の提出を行う場合には、上記⑵の

者が電子署名を行い、送信することになります。 

 

 ２ 通算親法人による通算子法人の申告書記載事項等の提供について 

   通算親法人が、通算子法人の法人税の申告に関する事項の処理として、その通算

親法人の代表者又は国税庁長官が定める者の電子署名を行い申告書記載事項又は添

付書類記載事項をe-Taxを使用して、入力して送信する方法等により提供した場合に

は、その通算子法人はこれらの記載事項をe-Taxにより提供したものとみなされます

（法150の３①②、規68①②、国税オンライン化省令５⑦、６②）。 

   この国税庁長官が定める者は、国税庁告示（国税オンライン化省令第５条第７項

に規定する国税庁長官が定める者を定める件）において次のように定められていま

す。 

  ⑴ 通算親法人の代表者から委任を受けたその通算親法人の役員又は職員 

  ⑵ 通算親法人の代表者から委任を受けたその通算親法人の法人税に係る税理士法

第２条第１項第２号に規定する税務書類の作成の委嘱を受けた者 

  （注） 通算親法人の代表者並びに上記⑴及び⑵の者が行うことができる通算子法

人の申告書記載事項等の提供は、通算親法人との間に通算完全支配関係があ

る期間内に納税義務が成立した法人税に係るものが対象となり、その申告に

係る修正申告を含みます。 

   上記⑴及び⑵の者がe-Taxによる送信を行う際には、通算親法人の代表者が上記⑴

及び⑵の者にe-Taxにより法人税の申告書の提供を行うことを委任した旨の電子委

任状を添付する必要があります。 

   なお、通算子法人の申請等の手続についても、通算親法人が、通算子法人の申請

等に関する事項の処理として、申請書面等記載事項及び添付書面等記載事項をe-Tax

を使用して提供する場合に電子署名をすべき者は、申告書記載事項の提供の際に電

子署名をすべき者と同様とされています（国税オンライン化省令５⑦）。 

 

（参考） 

 通算法人のe-Taxによる確定申告については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問８ 連結法人が通算制度へ移行する場合におけるe-Taxによる申告の特例に係る届

出書の提出の要否 

 問22 各通算法人の確定申告 
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中間申告書の提出を要する通算法人 

 

（問24） 

通算制度において中間申告書の提出を要する場合とは、どのような場合ですか。 

 

【回答】 

前期実績に基づく予定申告については、その通算法人に係る通算親法人の事業年度の

月数が６月を超える場合（その通算親法人が協同組合等である場合を除きます。）におい

て、その通算法人の前期実績基準額が10万円を超えるときは、中間申告書を提出する必

要があります。 

仮決算に基づく中間申告については、通算法人が中間申告書の提出を要する場合にお

いて、その通算法人が予定申告に代えて仮決算に基づく中間申告を行おうとするときは、

通算グループ内の全ての通算法人が仮決算に基づく中間申告書を提出する必要がありま

す。 

ただし、通算グループ内の全ての通算法人の仮決算に基づく中間申告の法人税額の合

計額がこれらの通算法人の前期実績基準額の合計額を超える場合には、通算グループ内

の全ての通算法人について、仮決算に基づく中間申告を行うことができません。 

 

【解説】 

⑴ 前期実績に基づく予定申告 

  普通法人については、前期実績基準額（注）が10万円を超える場合には、中間申告

書を提出しなければならないこととされています。 

  この中間申告書には、原則として、前期実績基準額を記載しなければならないこと

とされています。 

  ただし、その普通法人が通算親法人である協同組合等との間に通算完全支配関係が

ある場合には、中間申告書の提出は要しません（法71①ただし書）。 

（注） 前期実績基準額とは、次の算式により計算した金額をいいます。 

                           

                            

           

                            

                             

（※１） 前事業年度の確定法人税額とは、前事業年度の確定申告書に記載すべき法

人税の額で、その事業年度開始の日（通算子法人にあっては、その開始の日の

属する通算親法人の事業年度の開始の日）以後６月を経過した日（以下「６月

経過日」といいます。）の前日までに確定したものをいいます（法71①一）。 

（※２） 中間期間とは、当該事業年度開始の日から６月経過日の前日までの期間を

 前期実績基準額＝ 前事業年度の 

確定法人税額（※１） 
中間期間（※２）の月数 

前事業年度の月数 
× 
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いいます（法71①一）。 

⑵ 仮決算に基づく中間申告 

普通法人が中間申告書を提出しなければならない場合において、仮決算に基づき中

間期間の所得金額及び法人税額を計算し、その法人税額が前期実績基準額を超えない

ときは、その所得金額及び法人税額を記載した中間申告書を提出することができるこ

ととされています（法72①）。 

ただし、通算法人にあっては、通算グループ内の全ての通算法人が仮決算に基づく

中間申告書を提出する必要があります。 

また、通算グループ内の全ての通算法人の仮決算に基づく中間申告の法人税額の合

計額がこれらの通算法人の前期実績基準額の合計額を超える場合には、通算グループ

内の全ての通算法人について、仮決算に基づく中間申告を行うことができません。 

なお、通算グループ内のいずれかの通算法人に中間期間において生じた災害損失金

額があるため、その中間期間において所得税額の還付を受ける場合又は災害損失欠損

金額の繰戻しによる法人税額の還付を請求する場合（その通算親法人が協同組合等で

ある場合を除きます。）においては、通算グループ内の全ての通算法人が中間申告書を

提出することを要しないときであっても、通算グループ内の全ての通算法人が仮決算

に基づく中間申告書を提出することにより、これらの還付を受け、又は請求すること

ができます（法72⑤二）。 

通算法人が仮決算に基づく中間申告を行った場合において、通算グループ内のいず

れかの通算法人が仮決算に基づく中間申告を行わなかったときは、通算法人から提出

された仮決算に基づく中間申告書は、次の場合の区分に応じ、それぞれ次のとおり取

り扱うこととされています（法72⑤四）。 

イ その通算法人が中間申告書を提出しなければならない法人である場合 

前期実績基準額が記載された中間申告書とみなす。 

ロ その通算法人が中間申告書を提出しなければならない法人でない場合 

その提出がされなかったものとみなす。 

 

（参考） 

 各通算法人の確定申告については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問22 各通算法人の確定申告 
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通算法人の確定申告書に係る法人税の納付期限の延長 

 

（問25） 

通算法人が、確定申告書の提出期限の延長の特例を受けている場合には、その申告書

に係る法人税の納付期限についても延長されますか。 

 

【回答】 

納付期限についても、通算制度を適用しない法人と同様に延長されます。 

 

【解説】 

確定申告書を提出した通算法人は、その申告書に記載した法人税の額を、その申告書

の提出期限までに、国に納付しなければならないこととされています（法77）。 

そのため、通算法人がその確定申告書の提出期限の延長の特例を受けている場合には、

その申告書に係る法人税の納付期限についても延長することが認められます。 

なお、確定申告書に係る法人税の納付期限が延長される場合には、その延長された期

間の日数に応じて、利子税が課されることとなります（法75⑦、75の２⑧、措法93）。 

 

（参考） 

  確定申告書の提出期限については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問19 確定申告書の提出期限 
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通算法人の連帯納付責任 

 

（問26） 

通算法人が法人税を滞納した場合には、他の通算法人は何らかの責任を負うことにな

りますか。  

 

【回答】 

通算法人は、他の通算法人の納付すべき法人税につき、連帯納付の責任を負うことに

なります。 

 

【解説】 

通算制度において、通算法人は、他の通算法人の各事業年度の所得に対する法人税の

うちその通算法人と当該他の通算法人との間に通算完全支配関係がある期間内に納税義

務が成立した法人税について、連帯して納付する責任を負うこととされています（法152

①）。 

このため、通算法人がその法人税を滞納した場合には、他の通算法人の全てはその法

人税の全部について納付する必要があります。なお、この連帯納付の責任には限度額は

設けられていません。 

また、通算法人が連帯納付の責任を負うこととなるその法人税については、他の通算

法人の納税地の所轄税務署長のみならず、その通算法人の納税地の所轄税務署長からも

滞納に係る処分を受ける場合があります（法152②、通法43①）。 

 

（参考） 

  通算法人の確定申告書に係る法人税の納付期限の延長及び通算制度離脱時の連帯納

付責任については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問25 通算法人の確定申告書に係る法人税の納付期限の延長 

  問27 通算制度離脱時の連帯納付責任 
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通算制度離脱時の連帯納付責任 

 

（問27） 

通算子法人であるＳ社（３月決算）は、Ｘ３年７月１日に通算親法人であるＰ社（３

月決算）がその発行済株式の一部を通算グループ外の第三者に売却したことにより、Ｐ

社の通算グループから離脱することとなりました。 

この場合において、Ｓ社の事業年度は、Ｐ社による完全支配関係を有しなくなった日

（Ｘ３年７月１日）の前日（Ｘ３年６月30日）に終了することとされていますが、Ｓ社

の自Ｘ３年４月１日至Ｘ３年６月30日事業年度の所得に対する法人税について、Ｐ社及

びＰ社の通算グループ内の他の通算法人は、連帯納付責任を負うこととなりますか。 

なお、Ｓ社を除いたＰ社の通算グループ内の他の通算法人については、自Ｘ３年４月

１日至Ｘ４年３月31日事業年度において通算制度からの離脱はありませんでした。 

 

【回答】 

 Ｐ社及びＰ社の通算グループ内の他の通算法人は、Ｓ社の自Ｘ３年４月１日至Ｘ３年

６月30日事業年度の所得に対する法人税について連帯納付責任を負うこととなります。 

 

【解説】  

 法人税の納税義務は、事業年度終了の時において成立するものとされ（通法15②三）、

法人は、その納税義務が成立した法人税について納付する責任を負うこととされていま

す。 

 ところで、通算制度において通算法人は、他の通算法人の各事業年度の所得に対する

法人税のうちその通算法人と当該他の通算法人との間に通算完全支配関係がある期間内

に納税義務が成立した法人税について、連帯して納付する責任を負うこととされていま

す（法152①）。 

 本件において、Ｓ社の自Ｘ３年４月１日至Ｘ３年６月30日事業年度の法人税について

は、事業年度終了の時であるＸ３年６月30日において納税義務が成立することとなり、

同日においてＰ社及びＰ社の通算グループ内の他の通算法人はＳ社との間に通算完全支

配関係があることから、Ｐ社及びＰ社の通算グループ内の他の通算法人は、Ｓ社の自Ｘ

３年４月１日至Ｘ３年６月30日事業年度の所得に対する法人税について連帯して納付す

る責任を負うこととなります。 

 

（参考） 

  通算法人の連帯納付責任及び通算制度から離脱する場合の事業年度の特例について

は、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問26 通算法人の連帯納付責任 

  問33 通算制度から離脱する場合の事業年度の特例 
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通算制度の承認申請と青色申告の承認申請との関係 

 

（問28） 

Ｐ社は、いわゆる設立事業年度等の承認申請特例を適用し、設立事業年度から通算制

度の規定の適用を受けるために、通算制度の承認申請書をその提出期限内に提出しまし

た。 

 ここで、Ｐ社は、この通算制度の申請が却下された場合でも設立事業年度から青色申

告を行うことができるよう、「青色申告の承認申請書」についてもその提出期限内に提出

しました。 

 ⑴ Ｐ社の通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度開始の日の前日までに通

算制度の承認の申請が承認又は却下されなかった場合、青色申告の承認申請はどの

ように取り扱われますか。 

 ⑵ 通算制度の承認の申請が却下された場合、青色申告の承認申請はどのように取り

扱われますか。 

  

【回答】 

⑴ その通算制度の承認の効力が生じた日において青色申告の承認があったものとみな

されます。 

⑵ その青色申告の承認申請について設立事業年度終了の日までに承認又は却下されな

かったときは、その日において青色申告の承認があったものとみなされます。 

 

【解説】 

 内国法人が青色申告を行うためには、その内国法人は「青色申告の承認申請書」をそ

の提出期限内に提出し、青色申告の承認を受ける必要があります（法122①）。また、青

色申告の承認を受けていない内国法人が通算制度の承認を受けた場合には、その通算制

度の承認の効力が生じた日において青色申告の承認があったものとみなされます（法125

②）。 

 ここで、設立事業年度から通算制度の適用を受けようとする場合、通算制度の承認申

請書を提出した日から二月を経過する日までに通算制度の承認の申請が承認又は却下さ

れなかった場合には、その二月を経過する日において、その通算制度の承認があったも

のとみなされ（法64の９⑨）、設立事業年度開始の日以後の期間についてその通算制度の

承認の効力が生ずることとなり、その開始の日において、青色申告の承認があったもの

とみなされます（法64の９⑩二、125②）。 

また、青色申告の承認申請について、その事業年度終了の日までに承認又は却下され

なかったときは、その日において青色申告の承認があったものとみなされます（法125①）。 

したがって、⑵のお尋ねのように通算制度の承認の申請が却下された場合でも、青色

申告の承認とは関係がありませんので、その青色申告の承認申請について設立事業年度

終了の日までに承認又は却下されなかったときは、その日において青色申告の承認があ
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ったものとみなされます。 

 

（参考） 

  通算制度へ移行しなかった法人及び通算制度から離脱した法人に係る青色申告の承

認申請については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問９ 通算制度へ移行しなかった法人の青色申告の承認申請について 

  問29 通算離脱法人に係る青色申告の承認手続 
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通算離脱法人に係る青色申告の承認手続 

 

（問29） 

当社は、設立事業年度から通算制度の規定を適用して申告を行っている通算子法人で

あることから、青色申告に係る承認申請を行っていません。将来、通算親法人が当社の

発行済株式を通算グループ外の第三者に譲渡することにより通算完全支配関係を有しな

いこととなった場合には、当社は、通算グループから離脱して申告をすることとなりま

すが、引き続き青色申告を行いたいと考えています。 

この場合、青色申告の承認を受けるための申請手続を行う必要はありますか。 

 

【回答】 

青色申告の承認を受けるための申請手続を行う必要はありません。 

 

【解説】 

青色申告の承認を受けていない内国法人が通算制度の承認を受けた場合には、その承

認の効力が生じた日において、青色申告の承認があったものとみなされます（法125②）。 

この青色申告の承認は、その事業年度に係る帳簿書類の備付け、記録又は保存が所定

の方法に従って行われていないことなど一定の事実がある場合に、税務署長が取り消す

ことができることとされていますが、通算完全支配関係を有しなくなったことはこの一

定の事実に該当しません（法127①③④）。したがって、その内国法人が通算制度の承認

を受けた後に通算グループから離脱したとしても、青色申告の承認が取り消されるもの

ではないことから、その離脱に伴い改めて青色申告の承認を受けるための申請手続を行

う必要はありません。 

 

（参考） 

  通算制度から離脱する場合に生ずる事業年度については、次のＱ＆Ａを参照してく

ださい。 

  問33 通算制度から離脱する場合の事業年度の特例 
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通算法人に対する青色申告の承認の取消し 

 

（問30） 

 通算法人が青色申告の承認の取消しの処分の通知を受けた場合、通算制度の承認の効

力も失われることとなりますか。 

 

【回答】 

青色申告の承認の取消しの処分の通知を受けた日から、その通知を受けた通算法人は

通算制度の承認の効力を失うこととなります。 

また、通算法人の青色申告の承認については、青色申告の承認の取消しの通知を受け

た日の前日（当該前日が通算親法人の事業年度終了の日である場合には、その通知を受

けた日）の属する事業年度以後、その効力を失うこととなります。 

 

【解説】 

通算法人が青色申告の承認の取消しの処分の通知を受けた場合には、その通算法人に

係る通算制度の承認は、その通知を受けた日から、その効力を失うものとされています

（法64の10⑤）。 

また、通算法人に対する青色申告の承認については、その取消しの通知を受けた日の

前日（当該前日が通算親法人の事業年度終了の日である場合には、その通知を受けた日）

の属する事業年度以後、その効力を失うものとされています（法127①③）。 

なお、納税地の所轄税務署長は、青色申告の承認を受けた内国法人について、その承

認の取消事由が生じた場合には、その承認の取消事由に該当する事業年度まで遡って、

その承認を取り消すことができることとされていますが、通算法人であった内国法人に

ついて、その承認の取消事由に該当する事業年度が失効事業年度（注）前の事業年度で

ある場合には、失効事業年度（注）までとされています（法127①④）。 

（注） 失効事業年度とは、通算承認の効力を失った日の前日（当該前日が通算親法人

の事業年度終了の日である場合には、その効力を失った日）の属する事業年度を

いいます。 
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 通算親法人となる法人と決算期が異なる通算子法人となる法人の通算制

度の規定の適用時期と事業年度の特例 
 

（問31） 

Ｐ社（３月決算）は、自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31日事業年度より通算制度の規

定の適用を受けるため、その事業年度の開始の日の３月前の日までに通算制度の承認申

請書を提出しました。この承認申請書に記載した通算子法人となる法人の中には、Ｐ社

と決算期が異なる法人Ｓ社（９月決算）があります。 

⑴ Ｓ社はいつから通算制度の規定の適用を受けることとなりますか。 

⑵ Ｓ社は上記⑴に伴いどのような申告を行うこととなりますか。 

 なお、通算制度の規定の適用を受けようとする事業年度の開始の日（Ｘ２年４月１日）

の前日までに、通算制度の承認申請に係る処分はありませんでした。 

 

【回答】 

⑴ 自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31日事業年度から通算制度の規定を適用して申告を

行うこととなります。 

⑵ 自Ｘ１年10月１日至Ｘ２年３月31日事業年度について、通算制度の規定を適用しな

いで申告を行うこととなります。 

 

【解説】 

⑴ 通算制度の承認申請について、通算親法人となる法人に対して通算制度の承認の処

分があった場合には、通算子法人となる法人の全てにつき、その承認があったものと

みなされます（法64の９④）。 

また、通算制度の承認申請書を提出した場合（設立事業年度等の承認申請特例（法

64の９⑦）の適用を受けて提出した場合を除きます。）において、通算制度の規定の適

用を受けようとする最初の事業年度の開始の日の前日までに通算制度の承認又は却下

の処分がなかったときは、通算親法人となる法人及び通算子法人となる法人の全てに

つき、その開始の日においてその承認があったものとみなされます（法64の９⑤）。 

これらの場合において、通算制度の承認は、通算親法人となる法人及び通算子法人

となる法人の全てにつき、通算制度の規定の適用を受けようとする最初の事業年度の

開始の日から、その効力を生ずることとされています（法64の９⑥）。 

本件では、通算制度の規定の適用を受けようとする最初の事業年度開始の日である

Ｘ２年４月１日の前日までに、通算制度の承認又は却下の処分がなかったことから、

Ｐ社及びＳ社を含む通算子法人となる法人の全てにつき、Ｘ２年４月１日においてそ

の承認があったものとみなされ、同日からその効力を生ずることとなるため、Ｓ社は、

同日に開始する事業年度以後の事業年度について、Ｐ社及び他の通算子法人とともに、

通算制度の規定の適用を受けることとなります。 

⑵ 通算子法人となる法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係
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（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下同じで

す。）を有することとなった場合には、その通算子法人となる法人の事業年度は、その

完全支配関係を有することとなった日の前日に終了するものとされています（法14④

一）。 

また、通算子法人で通算親法人の事業年度開始の時にその通算親法人との間に通算

完全支配関係がある法人の事業年度は、その開始の日に開始するものとされ、通算子

法人で通算親法人の事業年度終了の時にその通算親法人との間に通算完全支配関係が

ある法人の事業年度は、その終了する日に終了するものとされています（法14③）。 

本件では、Ｘ２年４月１日に通算制度の承認の効力が生ずることにより、Ｓ社がＰ

社との間にＰ社による通算完全支配関係を有することとなり、Ｓ社の事業年度はその

前日に終了しますので、Ｓ社は、その事業年度開始の日（Ｘ１年10月１日）から通算

制度の規定の適用を受けようとする最初の事業年度開始の日の前日（Ｘ２年３月31日）

までの期間について、通算制度の規定を適用しないで申告を行うこととなります。 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を

いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

 

単体

単体

X.4.1

連結子法人Ｓ
（９月決算）

連結親法人Ｐ
（３月決算）

単　体

X2.4.1

X.10.1

連　　　結 連　　　結

連　　　結 連　　　結単　　　体

X1.4.1 X3.4.1

連結

連結

X2.4.1X1.4.1 X3.4.1

最初連結親法人事業年度

本来の事業年度 本来の事業年度 本来の事業年度

みなし事業年度 みなし事業年度みなし事業年度

Ｐ社（３月決算） 

Ｓ社（９月決算） 

X1.4.1 X2.4.1 X3.4.1 X4.4.1 

X4.4.1 X3.4.1 X2.4.1 X1.10.1 

     

   

 

 

 

  

 

通算親法人 

通算子法人 

通算親法人 通算親法人 

通算子法人 通算子法人 

(通算制度の適用無)  

(通算制度の適用無) 

最初の通算親法人の事業年度 

事業年度 事業年度 事業年度 
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通算制度に加入する場合の事業年度の特例 

 

（問32） 

Ｓ社（３月決算）は、通算親法人Ｐ社（３月決算）がＸ１年10月１日にＳ社の発行済株

式の全てを取得したことから、Ｐ社の通算グループに加入することとなりました。 

この場合、Ｓ社はどのような申告を行うこととなりますか。 

 

【回答】 

Ｐ社との間に完全支配関係を有することとなった日（以下「加入日」といいます。）で

あるＸ１年10月１日の前日の属する事業年度開始の日（Ｘ１年４月１日）からその加入

日の前日（Ｘ１年９月30日）までの期間について、通算制度の規定を適用しないで申告

を行うこととなります。 

また、その加入日から事業年度終了の日（Ｘ２年３月31日）までの期間については、

Ｐ社の通算子法人として通算制度の規定を適用して申告を行うこととなります。 

 

【解説】 

 内国法人（通算除外法人(注)を除きます。）が通算親法人との間にその通算親法人によ

る完全支配関係（通算除外法人及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下

同じです。）を有することとなった場合には、原則として、その完全支配関係を有するこ

ととなった日において通算制度の承認があったものとみなされ、その通算制度の承認は、

その加入日から、その効力を生ずるものとされています（法64の９⑪）。 

 また、内国法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係を有するこ 

ととなった場合には、その内国法人の事業年度は、その加入日の前日に終了するものと 

されています（法14④一）。 

 なお、通算子法人で通算親法人の事業年度終了の時にその通算親法人との間に通算完 

全支配関係がある法人の事業年度は、その終了の日に終了するものとされています（法 

14③）。 

 本件では、Ｓ社は、Ｘ１年10月１日にＰ社による完全支配関係を有することとなりま 

したので、加入日の前日の属する事業年度開始の日（Ｘ１年４月１日）からその加入日 

の前日（Ｘ１年９月30日）までの期間について、通算制度の規定を適用しないで申告を 

行うこととなります。 

また、Ｓ社は、Ｘ２年３月31日においてＰ社との間に通算完全支配関係がありますの 

で、その加入日（Ｘ１年10月１日）から事業年度終了の日（Ｘ２年３月31日）までの期間

について、Ｓ社はＰ社の通算子法人として通算制度の規定を適用して申告を行うことと

なります。 

なお、通算親法人（Ｐ社）は、通算子法人となる法人（Ｓ社）がその通算親法人（Ｐ

社）による完全支配関係を有することとなった日以後遅滞なく、その完全支配関係を有

することとなった日等を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要がありま
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す（令131の12③）。 

 

通算親法人

通算子法人(通算制度の適用無) 通算子法人

通算親法人通算親法人

X2.3.31

Ｐ社
（３月決算）

Ｓ社
（３月決算）

▲
X1.10.1（加入日）

(通算制度の適用無)

X1.3.31

 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を

いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人、完全支配関係の意義及び会計期間の中途で通算制度に加入する法人

の加入時期の特例については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

問36 会計期間の中途で通算制度に加入する法人の加入時期の特例 

完全支配 
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通算制度から離脱する場合の事業年度の特例 

 

（問33） 

通算子法人Ｓ社（12月決算）は、通算親法人Ｐ社（３月決算）がＸ１年10月１日にＳ

社の発行済株式の50％を通算グループ外の第三者に譲渡したことから、Ｐ社の通算グル

ープから離脱することとなりました。 

この場合、Ｓ社はどのような申告を行うこととなりますか。 

 

【回答】 

通算親法人（Ｐ社）の事業年度開始の日（Ｘ１年４月１日）からＰ社との間にその通

算完全支配関係を有しなくなった日であるＸ１年10月１日（以下「離脱日」といいます。）

の前日（Ｘ１年９月30日）までの期間については、損益通算の規定等の適用はありませ

んが、通算法人として申告を行うこととなります。 

また、離脱日から通算子法人（Ｓ社）の事業年度終了の日（Ｘ１年12月31日）までの

期間については、通算制度の規定を適用しないで申告を行うこととなります。 

 

【解説】 

 通算親法人が通算子法人の株式を通算グループ外の第三者に譲渡したことなどにより、

通算子法人が通算親法人との間にその通算親法人による通算完全支配関係を有しなくな

った場合には、通算制度の承認は、その通算完全支配関係を有しなくなった日から、そ

の効力を失うこととされています（法64の10⑥六）。 

 この場合において、その通算子法人の事業年度は、その有しなくなった日の前日に終

了することとされています（法14④二）。 

 したがって、Ｓ社は、通算親法人の事業年度開始の日（Ｘ１年４月１日）から離脱日

の前日（Ｘ１年９月30日）までの期間について通算法人として申告を行うこととなりま

すが、その事業年度については通算親法人の事業年度終了の日に終了しないことから、

損益通算の規定（法64の５）等の適用はありません。 

 また、Ｓ社が通算グループから離脱することに伴い、通算親法人の事業年度に合わせ

た事業年度とする規定が適用されませんので（法14⑦）、その離脱日（Ｘ１年10月１日）

からＳ社の事業年度終了の日（Ｘ１年12月31日）までの期間については、通算制度の規

定を適用しないで申告を行うこととなります（法13①）。 

なお、通算子法人（Ｓ社）が通算親法人（Ｐ社）との間に通算完全支配関係を有しな

くなった場合には、その通算親法人（Ｐ社）は、その有しなくなった日以後遅滞なく、

その有しなくなった日等を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があり

ます（令131の14④一）。 
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（参考） 

  通算完全支配関係の意義、通算親法人の同一の事業年度中に加入及び離脱をした法

人、設立事業年度等の承認申請特例による通算承認前に離脱した法人については、次

のＱ＆Ａを参照してください。 

問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

問34 通算親法人の同一の事業年度中に加入及び離脱をした法人の事業年度の特例 

  問35 設立事業年度等の承認申請特例による通算制度の承認申請の承認前に離脱し

た法人の事業年度 

(通算制度の適用無)

Ｐ社
（３月決算）

Ｓ社
（12月決算）

通算法人

(損益通算等の適用無)

X1.12.31

通算法人 通算法人 (通算制度の適用無)

X1.10.1（離脱日）X1.3.31

通算法人 通算法人

X1.3.31 X2.3.31

¥

▲
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通算親法人の同一の事業年度中に加入及び離脱をした法人の事業年度の

特例 
 

（問34） 

Ｓ社（12月決算）は、通算親法人Ｐ社（３月決算）がＸ１年８月10日にＳ社の発行済株

式の全てを取得したことから、Ｐ社の通算グループに加入することとなりました。 

しかし、Ｐ社がその事業年度中であるＸ２年３月20日にＳ社の発行済株式の50％を通

算グループ外の第三者に譲渡したことから、Ｓ社はＰ社の通算グループから離脱するこ

ととなりました。 

この場合、Ｓ社はどのような申告を行う必要がありますか。 

 
【回答】 

Ｓ社は、 

①自Ｘ１年１月１日至Ｘ１年８月９日事業年度 

②自Ｘ１年８月10日至Ｘ２年３月19日事業年度 

③自Ｘ２年３月20日至Ｘ２年12月31日事業年度 

について、それぞれ申告を行うこととなります。 

なお、②の事業年度については、Ｓ社に通算制度の承認の効力が生じていますが、損

益通算の規定等の適用はありません。 

 

【解説】 

通算子法人となることができる法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全

支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下

同じです。）を有することとなった場合には、原則として、その完全支配関係を有するこ

ととなった日（以下「加入日」といいます。）において通算制度の承認があったものとみ

なされ、その通算制度の承認は、加入日からその効力を生ずるものとされています（法

64の９⑪）。 

また、通算親法人が通算子法人の株式を通算グループ外の第三者に譲渡した等により、

通算子法人が通算親法人との間にその通算親法人による通算完全支配関係を有しなくな

った場合には、その通算完全支配関係を有しなくなった日（以下「離脱日」といいます。）

から通算制度の承認は効力を失うものとされています（法64の10⑥六）。 

通算子法人となることができる法人が、通算親法人との間にその通算親法人による完

全支配関係を有することとなった場合におけるその通算子法人となることができる法人

の事業年度は、加入日の前日に終了し、これに続く事業年度は、その加入日から開始す

るものとされています（法14④一）。 

更に、通算子法人に該当する期間については、その通算子法人の会計期間を事業年度

とする規定（法13①）は適用しないこととされており（法14⑦）、通算親法人の事業年度

開始の時にその通算親法人との間に通算完全支配関係がある通算子法人の事業年度は、
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その開始の日に開始するものとされ、通算親法人の事業年度終了の時にその通算親法人

との間に通算完全支配関係がある通算子法人の事業年度は、その終了の日に終了するも

のとされています（法14③）。 

加えて、通算子法人が、通算親法人との間にその通算親法人による通算完全支配関係

を有しなくなった場合には、その通算子法人の事業年度は、離脱日の前日に終了し、こ

れに続く事業年度は、その離脱日から開始するものとされています（法14④二）。 

本件では、Ｓ社がＰ社の通算グループに加入したことに伴って、Ｓ社の事業年度（次

の図における①の期間）は加入日（Ｘ１年８月10日）の前日（Ｘ１年８月９日）に終了

し、これに続く事業年度は、その加入日から開始することとなります。 

この加入日から開始する事業年度（次の図における②の期間）については、Ｓ社は通

算子法人に該当するため、Ｓ社の会計期間が事業年度となることはなく、その事業年度

は離脱日（Ｘ２年３月20日）の前日（Ｘ２年３月19日）に終了し、これに続く事業年度

は、その離脱日から開始することとなります。 

そのため、この離脱日から開始する事業年度（次の図における③の期間）については、

Ｓ社は通算親法人との間に通算完全支配関係がないことから、Ｓ社の事業年度終了の日

はＰ社の事業年度の終了の日（Ｘ２年３月31日）ではなく、その会計期間終了の日（Ｘ

２年12月31日）となります。 

なお、加入日から離脱日の前日までの事業年度（次の図における②の期間）について

は、Ｓ社において通算制度の承認の効力が生じていますが、その事業年度は、通算親法

人の事業年度終了の日に終了しないことから、損益通算の規定（法64の５）等の適用は

ありません。 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人、通算完全支配関係の意義、通算制度加入及び離脱の場合の事業年度

については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

＝損益通算の規定等を適用する事業年度

＝損益通算の規定等を適用しない事業年度

加入日
Ｘ1.1.1

Ｘ1.8.10 X2.3.20
離脱日

Ｐ社
（３月決算）

Ｓ社
（12月決算）

Ｘ2.12.31
（通算子法人）

▲▲

Ｘ1.4.1 Ｘ2.3.31

① ② ③
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問２ 通算子法人となることができる法人 

問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

問32 通算制度に加入する場合の事業年度の特例 

問33 通算制度から離脱する場合の事業年度の特例 

-57-



設立事業年度等の承認申請特例による通算制度の承認申請の承認前に離

脱した法人の事業年度 
 

（問35） 

Ｘ２年４月１日に設立されたＰ社（３月決算）は、自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31

日を通算制度の適用を受ける最初の事業年度とするいわゆる設立事業年度等の承認申請

特例の承認を受けるため、Ｘ２年４月20日に通算制度の承認申請書を提出しました。 

その後、通算制度の承認の申請が承認又は却下される前のＸ２年５月１日に、Ｐ社は、

Ｐ社との間に完全支配関係を有していたＳ社（９月決算）の発行済株式の全てを通算グ

ループ外の第三者に譲渡することとなりました。 

この場合、Ｓ社は、どのような申告を行う必要がありますか。 

 

【回答】 

Ｓ社は、 

①自Ｘ１年10月１日至Ｘ２年３月31日事業年度 

②自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31日事業年度 

③自Ｘ３年４月１日至Ｘ３年９月30日事業年度 

について、それぞれ申告を行う必要があります。 

なお、いずれの事業年度についても通算制度の規定の適用はありません。 

 

【解説】 

通算親法人となる法人が設立事業年度等の承認申請特例の規定（法64の９⑦）の適用

を受けようとする場合において、通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度（以

下「申請特例年度」といいます。）開始の時にその通算親法人となる法人との間に完全支

配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下同

じです。）がある法人（以下「他の内国法人」といいます。）の事業年度は、その申請特

例年度開始の日の前日に終了し、これに続く事業年度は、その申請特例年度開始の日か

ら開始するものとされています（法14⑤一）。 

また、この場合において、他の内国法人が通算制度の承認（法64の９①）を受けなか

ったときは、当該他の内国法人のその申請特例年度開始の日から開始する事業年度は、

申請特例年度終了の日に終了し、これに続く事業年度は、その申請特例年度終了の日の

翌日から開始するものとされています（法14⑥）。 

このような場合には、他の内国法人には通算子法人に該当する期間がないこととなり

ますが、申請特例年度開始の日から申請特例年度終了の日までの期間については、当該

他の内国法人の会計期間を事業年度とする規定（法13①）は適用しないこととされてい

ます（法14⑦括弧書）。 

本件では、Ｐ社が自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31日事業年度を申請特例年度とする

通算制度の承認の申請書を提出していることから、Ｓ社の事業年度（次の図における①
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の期間）は、申請特例年度開始の日（Ｘ２年４月１日）の前日（Ｘ２年３月31日）に終

了し、これに続く事業年度はその申請特例年度開始の日から開始することとなります。 

また、Ｓ社は、通算制度の承認を受ける前のＸ２年５月１日にＰ社との間に完全支配

関係を有していないため、通算制度の承認を受けないことから、この事業年度（次の図

における②の期間）は、申請特例年度終了の日（Ｘ３年３月31日）に終了し、その申請

特例年度終了の日の翌日（Ｘ３年４月１日）から次の事業年度が開始することとなりま

す（次の図における③の期間）。 

なお、他の内国法人（Ｓ社）が通算親法人となる法人（Ｐ社）との間にその通算親法

人となる法人（Ｐ社）による完全支配関係を有しなくなった場合には、その通算親法人

となる法人（Ｐ社）は、その有しなくなった日以後遅滞なく、その有しなくなった日等

を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります（令131の14④二）。 

 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人、設立事業年度等の承認申請特例による通算制度の承認の申請書の提

出期限、通算制度から離脱する場合の事業年度の特例、通算親法人の同一の事業年度

中に加入及び離脱をした法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問12 通算制度の承認の申請書の提出期限 

  問33 通算制度から離脱する場合の事業年度の特例 

  問34 通算親法人の同一の事業年度中に加入及び離脱をした法人の事業年度の特例 

　　　　▲

＝通算制度を適用する事業年度

＝通算制度を適用しない事業年度

（申請特例年度）

Ｘ2.3.31 X3.3.31X1.10.1 X3.9.30

Ｐ社
（３月決算）

Ｓ社
（９月決算） ▲

100% S社株式の譲渡

通算制度の承認日

X2.5.1（離脱）

① ② ③ 
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会計期間の中途で通算制度に加入する法人の加入時期の特例 

 

（問36） 

通算親法人Ｐ社（３月決算）が、Ｘ１年12月３日にＳ社（３月決算）の発行済株式の全

てを取得したため、Ｓ社はＰ社の通算グループに加入することとなりました。 

Ｓ社は、この加入に伴って生ずる事業年度について申告を行うこととなりますが、そ

の申告に際して、会計期間の末日の翌日を加入日とする加入時期の特例があると聞きま

した。 

 ⑴ この特例を適用した場合、Ｓ社はどのような申告を行うこととなりますか。 

  ⑵ この特例の適用を受けるには、どのような手続が必要となりますか。 

 

【回答】 

⑴ Ｓ社は、自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度について、通算制度の規定を 

 適用しないで申告を行うこととなります（Ｓ社は、自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31 

 日事業年度より、Ｐ社の通算グループ内の通算法人として、通算制度の規定を適用し 

 て申告を行うこととなります。）。 

⑵ この特例の適用がないものとした場合に生ずることとなるＳ社の通算グループに加 

 入する日（Ｘ１年12月３日）の前日の属する事業年度（自Ｘ１年４月１日至Ｘ１年12 

 月２日事業年度）に係る確定申告書の提出期限となる日までに、Ｐ社がこの特例を受

ける旨等を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。 

 

【解説】 

⑴ 通算子法人となることができる法人が通算親法人との間にその通算親法人による完 

全支配関係（通算除外法人(注)及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以

下同じです。）を有することとなった場合には、原則として、その完全支配関係を有す

ることとなった日（以下「加入日」といいます。）において通算制度の承認があったも

のとみなされ、その通算制度の承認は、その完全支配関係を有することとなった日か

ら、その効力を生ずるものとされています（法64の９⑪）。 

  この場合には、通算子法人となる法人の事業年度は、加入日の前日に終了し、これ  

 に続く事業年度は、その加入日から開始するものとされています（法14④一）。また、 

 通算子法人で通算親法人の事業年度終了の時にその通算親法人との間に通算完全支配 

 関係がある法人の事業年度は、その終了の日に終了するものとされています（法14③）。 

 上記に加え、通算子法人となる法人が通算親法人との間にその通算親法人による完

全支配関係を有することとなった場合には、加入時期の特例の適用を受けることがで

きます。その場合には、通算子法人となる法人の事業年度は、会計期間又は月次決算期

間の末日に終了し、これに続く事業年度は、その会計期間又は月次決算期間の末日の

翌日から開始するものとされています（法14⑧一）。 

 このときには、加入日の前日の属する会計期間又は月次決算期間の末日の翌日にお

いて通算制度の承認があったものとみなされ、その承認は同日からその効力を生ずる
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ものとされています（法64の９⑪括弧書）。 

本件では、Ｓ社がＰ社による完全支配関係を有することとなった日はＸ１年12月３

日となりますが、Ｓ社の会計期間の末日（Ｘ２年３月31日）の翌日（Ｘ２年４月１日）

を加入日とする加入時期の特例の適用を受けることによって、Ｓ社の自Ｘ１年４月１

日至Ｘ２年３月31日事業年度については、通算制度の規定を適用しないで申告を行う

こととなります。 

 そして、Ｓ社はＸ２年４月１日から通算制度の承認の効力が生じ、同日に開始する 

事業年度以降は通算制度の規定を適用して申告を行うこととなります。 

⑵ この加入時期の特例を受けるためには、この特例の適用がないものとした場合に生 

ずることとなる加入日の前日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限となる日

までに、通算親法人又は通算親法人となる法人が加入時期の特例を受ける旨等を記載

した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります（法14⑧、規８の３の３）。 

本件では、この特例の適用がないものとした場合に生ずることとなるＳ社の通算グ

ループに加入する日（Ｘ１年12月３日）の前日の属する事業年度（自Ｘ１年４月１日至

Ｘ１年12月２日事業年度）に係る確定申告書の提出期限となる日までに、Ｐ社が加入

時期の特例を受ける旨等を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出する必要があ

ります。 

 
（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を

いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人、通算制度加入の場合の事業年度及び通算制度の加入時期の特例を適

用することとした法人が、会計期間の末日までに完全支配関係を有しなくなった場合

については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問32 通算制度に加入する場合の事業年度の特例 

  問37 通算制度の加入時期の特例を適用することとした法人が、会計期間の末日ま

でに完全支配関係を有しなくなった場合の申告 

X2.3.31

会計期間

X1.4.1 X1.12.3

事業年度

事業年度

通算事業年度

通算事業年度

通算制度の承認・効力発生日

＜原 則＞

＜加入時期の特例適用＞

加入日

通算制度の承認・効力発生日

通算事業年度

＜Ｓ社の事業年度＞ 
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通算制度の加入時期の特例を適用することとした法人が、会計期間の末

日までに完全支配関係を有しなくなった場合の申告 
 

（問37） 

Ｓ社（９月決算）は、通算親法人Ｐ社（３月決算）がＸ１年12月３日に自社の発行済株

式の全てを取得したため、Ｐ社の通算グループに加入することとなりました。 

Ｓ社は、これによって生ずる加入した日の前日の属する事業年度について、会計期間

の末日の翌日を加入日とする加入時期の特例を適用して申告を行うこととし、Ｐ社は、

Ｓ社がその適用を受けるための一定の書類をその提出期限内に納税地の所轄税務署長に

提出しました。 

しかし、Ｘ２年５月25日にＰ社がＳ社の株式を通算グループ外の第三者へ売却したこ

とから、Ｓ社はＰ社による完全支配関係（通算除外法人(注)及び外国法人が介在しない

一定の関係に限ります。以下同じです。）を有しないこととなりました。 

この場合、Ｓ社はどのような申告を行うこととなりますか。 

 

【回答】 

 Ｓ社は、自Ｘ１年10月１日至Ｘ２年９月30日事業年度について、通算制度の規定を適

用しないで申告を行うこととなります。 

 

【解説】 

通算子法人となる法人が、通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係を

有することとなった場合において、その完全支配関係を有することとなった日（以下「加

入日」といいます。）からその加入日の前日の属する会計期間又は月次決算期間の末日ま

で継続してその通算子法人となる法人とその通算親法人との間にその通算親法人による

完全支配関係があるときには、通算親法人又は通算親法人となる法人が会計期間又は月

次決算期間の末日の翌日を加入日とする加入時期の特例に関する一定の書類をその提出

期限内に納税地の所轄税務署長に提出することにより、この特例を適用することができ

ることとされています（法14⑧一）。 

このとき、その通算子法人となる法人の事業年度は、会計期間又は月次決算期間の末

日に終了し、これに続く事業年度は、その会計期間又は月次決算期間の末日の翌日から

開始するものとされています（法14⑧一）。 

また、法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係を有することと

なった場合において、この特例に関する一定の書類をその提出期限内に納税地の所轄税

務署長に提出したものの、その完全支配関係を有することとなった日からその日の前日

の属する会計期間又は月次決算期間の末日までの間にその通算親法人による完全支配関

係を有しないこととなるときには、その法人の事業年度は通算親法人による完全支配関

係を有することとなった日の前日に終了しないこととされています（法14⑧二）。 

このときにおいて、その法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関
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係を有することとなったとしても、その有することとなった日において通算制度の承認

の効力は生じません（法64の９⑪括弧書）。 

本件では、Ｓ社はＰ社によりＸ１年12月３日に発行済株式の全てを取得されたため、

同日においてＰ社による完全支配関係を有することとなりましたが、Ｘ２年５月25日に

Ｐ社がＳ社の株式を売却したことにより完全支配関係を有しなくなり、その有すること

となった日（Ｘ１年12月３日）からその有することとなった日の前日の属する会計期間

の末日（Ｘ２年９月30日）までの間にＰ社による完全支配関係を有しないこととなりま

す。ここで、Ｐ社はＳ社の会計期間の末日の翌日を加入日とする加入時期の特例に関す

る一定の書類をその提出期限内に提出していることから、完全支配関係を有することと

なった日の前日（Ｘ１年12月２日）に事業年度は終了せず、また、Ｓ社にはＰ社による

完全支配関係に係る通算制度の承認の効力も生じませんので、Ｘ１年10月１日からＸ２

年９月30日までの会計期間を事業年度として、通算制度の規定を適用しないで申告を行

うこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を

いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人及び通算子法人となる法人の加入日からその加入日の前日の属する 

会計期間の末日まで通算親法人による完全支配関係が継続している場合の事業年度の

特例については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問36 会計期間の中途で通算制度に加入する法人の加入時期の特例 

Ｐ社 

（３月決算） 

Ｓ社 

（９月決算） 

通算事業年度 

事業年度（通算制度の規定を適用せず申告） 

Ｘ１.10.１ 

Ｘ２.３.31 

完全支配関係を有す
ることとなった日 
 Ｘ１.12.３ 

Ｘ２.９.30 

通算事業年度 

完全支配関係を有し
なくなった日 
Ｘ２.５.25 
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通算制度の開始に伴う時価評価を要しない法人 

 

（問38） 

通算制度の開始に当たり、時価評価資産を有していても時価評価を要しない法人があ

るそうですが、具体的にはどのような法人が該当しますか。 

 

【回答】 

 時価評価を要しない法人は、次の⑴及び⑵の法人となります。 

 ⑴ 通算親法人となる法人と通算子法人となる法人のいずれかとの間に完全支配関係  

  が継続することが見込まれている場合におけるその通算親法人となる法人 

 ⑵ 通算親法人となる法人と通算子法人となる法人との間に完全支配関係が継続する 

  ことが見込まれている場合におけるその通算子法人となる法人 

 

【解説】 

通算制度の承認を受ける内国法人が、通算制度の開始直前の事業年度終了の時に有す

る時価評価資産の評価益の額又は評価損の額は、その開始直前の事業年度において、益

金の額又は損金の額に算入する必要がありますが、次の⑴又は⑵の場合に該当するそれ

ぞれの法人は、時価評価資産の時価評価を要しないこととされています（法64の11①、

令131の15③④）。 

⑴ 通算制度の承認の効力が生じた後に通算子法人となる法人（通算制度の承認の効

力が生ずる日以後最初に終了する事業年度開始の時にその通算親法人となる法人と

の間にその通算親法人となる法人による完全支配関係（注１）があるものに限りま

す。以下同じです。）のいずれかとの間に完全支配関係が継続することが見込まれて

いる場合におけるその通算親法人となる法人 

⑵ 通算制度の承認の効力が生じた後に通算親法人となる法人との間にその通算親法

人となる法人による完全支配関係（注１）が継続すること（通算制度の承認の効力

が生じた後にその通算子法人となる法人を被合併法人とする適格合併（注２）を行

うことが見込まれている場合には、その通算制度の承認の効力が生じた時からその

適格合併の直前の時までその通算親法人となる法人による完全支配関係が継続する

こと。）が見込まれている場合におけるその通算子法人となる法人 

 （注１） 通算除外法人（問２の⑴から⑼までに掲げる法人をいいます。）及び外国法

人が介在しない一定の関係に限ります。 

 （注２） その通算親法人となる法人又はその通算親法人となる法人による完全支配

関係が継続することが見込まれている法人を合併法人とするものに限ります。 

  

 （参考） 

   通算除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

   問２ 通算子法人となることができる法人 
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通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

 

（問39） 

通算制度への加入に当たり、時価評価資産を有していても時価評価を要しない法人があ

るそうですが、具体的にはどのような法人が該当しますか。 

 

【回答】 

 通算法人がその通算法人に係る通算親法人による完全支配関係がある法人を設立した

場合におけるその法人や、通算法人を株式交換等完全親法人とする適格株式交換等に係る

株式交換等完全子法人などが、時価評価を要しない法人に該当します。 

 

【解説】 

 通算制度の承認を受ける内国法人が、通算制度への加入直前の事業年度終了の時に有す

る時価評価資産の評価益の額又は評価損の額は、その加入直前の事業年度において、益金

の額又は損金の額に算入する必要がありますが、次に該当する法人は、時価評価資産の時

価評価を要しないこととされています（法64の12①、令131の16③④）。 

⑴ 通算法人がその通算法人に係る通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注

１）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下同じです。）がある法人

を設立した場合におけるその法人  

⑵ 通算法人を株式交換等完全親法人とする適格株式交換等に係る株式交換等完全子

法人 

⑶ 通算親法人が法人との間にその通算親法人による完全支配関係を有することとな

った場合（その有することとなった時の直前においてその通算親法人とその法人との

間にその通算親法人による支配関係がある場合に限ります。）で、かつ、次のイ及び

ロの要件の全てに該当する場合におけるその法人（通算制度の承認の効力が生じた後

にその法人とその通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係が継続す

ること（注２）が見込まれている場合に限るものとし、適格株式交換等の要件のうち、

対価要件以外の適格要件に該当しない株式交換等により完全支配関係を有すること

となったその株式交換等に係る株式交換等完全子法人を除きます。） 

 イ その法人の完全支配関係を有することとなる時の直前の従業者のうち、その総数

のおおむね80％以上に相当する数の者がその法人の業務（その法人との間に完全支

配関係がある法人の業務を含みます。）に引き続き従事することが見込まれている

こと。 

 ロ その法人の完全支配関係を有することとなる前に行う主要な事業がその法人（そ

の法人との間に完全支配関係がある法人を含みます。）において引き続き行われる

ことが見込まれていること。 

⑷ 通算親法人が法人との間にその通算親法人による完全支配関係を有することとな

った場合で、かつ、その通算親法人又は他の通算法人とその法人とが共同で事業を行

う場合として次のイからニまでの要件の全てに該当する場合（その有することとなっ
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た時の直前においてその通算親法人とその法人との間にその通算親法人による支配

関係がある場合を除きます。）におけるその法人（通算制度の承認の効力が生じた後

にその法人とその通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係が継続す

ること（注２）が見込まれている場合に限るものとし、適格株式交換等の要件のうち、

対価要件以外の適格要件に該当しない株式交換等により完全支配関係を有すること

となったその株式交換等に係る株式交換等完全子法人を除きます。） 

イ その法人又はその法人との間に完全支配関係がある他の法人（その完全支配関係

が継続することが見込まれる法人に限ります。）のその通算親法人による完全支配

関係を有することとなる日（以下「完全支配関係発生日」といいます。）前に行う

事業のうちのいずれかの主要な事業（以下「子法人事業」といいます。）とその通

算親法人又はその通算親法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人（その

通算完全支配関係が継続することが見込まれる法人に限ります。）の完全支配関係

発生日前に行う事業のうちいずれかの事業（以下「親法人事業」といいます。）と

が相互に関連するものであること。 

 ロ 子法人事業と親法人事業（その子法人事業と関連する事業に限ります。）のそれ

ぞれの売上金額、その子法人事業と親法人事業のそれぞれの従業者の数若しくはこ

れらに準ずるものの規模の割合がおおむね５倍を超えないこと又は完全支配関係

発生日の前日の子法人事業を行う法人の特定役員（注３）の全てがその通算親法人

による完全支配関係を有することとなったことに伴って退任するものでないこと。 

 ハ その法人が通算親法人との間にその通算親法人による完全支配関係を有するこ

ととなる時の直前のその法人の従業者のうち、その総数のおおむね80％以上に相当

する数の者がその法人の業務（その法人との間に完全支配関係がある法人の業務を

含みます。）に引き続き従事することが見込まれていること。 

 ニ その法人の完全支配関係発生日前に行う主要な事業（その主要な事業が上記イの

子法人事業でない場合には、その子法人事業を含みます。）がその法人（その法人

との間に完全支配関係がある他の法人でその完全支配関係が継続することが見込

まれるものを含みます。）において引き続き行われることが見込まれていること。 

（注１） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人 

    をいいます。 

（注２） その通算子法人となる法人を被合併法人とする通算グループ内適格合併（通

算親法人又は通算親法人による通算完全支配関係が継続することが見込まれて

いる他の通算法人を合併法人とするものに限ります。）を行うことが見込まれ

ている場合には、その通算制度の承認の効力が生じた時からその適格合併の直

前の時までその完全支配関係が継続することとされています。 

（注３） 特定役員とは、社長、副社長、代表取締役、代表執行役、専務取締役若しく

は常務取締役又はこれらに準ずる者で法人の経営に従事している者をいいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 
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通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

 

（問40） 

通算制度からの離脱等に当たり、その有する時価評価資産につき時価評価が必要とな

る法人があるそうですが、具体的にはどのような法人が該当しますか。 

 

【回答】 

 以下の通算法人が該当します。 

 ⑴ 離脱等の前に行う主要な事業が離脱等後において引き続き行われることが見込ま

れていない通算法人 

 ⑵ 通算法人の株式を有する他の通算法人においてその通算法人の離脱等の後にその 

  株式の譲渡等による損失の計上が見込まれている場合のその通算法人 

 

【解説】 

通算制度の承認の効力を失う通算法人（その通算法人が通算子法人である場合には、

初年度離脱通算子法人（注１）等を除きます。以下同じです。）が、次に掲げる要件のい

ずれかに該当する場合には、その通算法人の通算終了直前事業年度（その効力を失う日

の前日の属する事業年度をいいます。以下同じです。）終了の時に有する時価評価資産（次

表の⑴又は⑵に掲げる要件のいずれに該当するかに応じたそれぞれの資産をいいます。）

の評価益の額又は評価損の額は、その通算終了直前事業年度において益金の額又は損金

の額に算入することとされています（法64の13①、令131の17①）。 
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 要件 資産 

⑴ 

 その通算法人のその通算終了直前事

業年度終了の時前に行う主要な事業が

その通算法人であった内国法人（注２）

において引き続き行われることが見込

まれていないこと（注３） 

固定資産、棚卸資産たる土地（土地の上

に存する権利を含みます。）、有価証券、金

銭債権及び繰延資産（これらの資産のう

ち、資産（営業権を除きます。）の帳簿価

額が 1,000 万円に満たない場合のその資

産、その通算法人が有する他の通算法人

（通算親法人を除きます。）の株式又は出

資などの一定の資産を除きます。）（令 131

の 17③） 

⑵ 

 その通算法人の株式又は出資を有す

る他の通算法人において通算終了直前

事業年度終了の時後にその株式又は出

資の譲渡又は評価換えによる損失の額

として損金の額に算入される一定の金

額（令 131 の 17⑤）が生ずることが見

込まれていること（上記⑴に該当する

場合を除きます。） 

その通算法人がその通算終了直前事業

年度終了の時に有する上記⑴に定める資

産（通算終了直前事業年度終了の時におけ

る帳簿価額が 10 億円を超えるものに限り

ます。）のうちその時後に譲渡、評価換え、

貸倒れ、除却その他これらに類する事由

（令 131 の 17⑥⑦）などが生ずること（注

４）が見込まれているもの 

(注１) 初年度離脱通算子法人とは、通算子法人で通算親法人との間に通算完全支配関

係を有することとなった日の属するその通算親法人の事業年度終了の日までにそ

の通算完全支配関係を有しなくなる法人のうち、その通算完全支配関係を有する

こととなった日以後２月以内にその通算グループ内の通算法人による株式の売却

等の一定の事実が生ずることによりその通算完全支配関係を有しなくなる法人

（その通算グループ内の合併又は残余財産の確定によりその通算完全支配関係を

有しなくなる法人を除きます。）をいいます（令24の３）。 

(注２) その内国法人との間に完全支配関係がある法人並びに適格合併等によりその主

要な事業がその適格合併等に係る合併法人等に移転することが見込まれている場

合におけるその合併法人等及びその合併法人等との間に完全支配関係がある法人

を含みます。 

(注３) その通算法人の通算終了直前事業年度終了の時に有する資産の評価益の額の合

計額が評価損の額の合計額以上である場合を除きます（令131の17②）。 

(注４)  その事由が生ずることにより損金の額に算入される金額がない場合又はその事

由が生ずることにより損金の額に算入される金額がその事由が生ずることにより

益金の額に算入される金額以下である場合を除きます。 

 

（参考） 

 時価評価資産の範囲については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問41 時価評価資産の範囲 
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時価評価資産の範囲 

 

（問41） 

 通算制度の開始、通算制度への加入及び通算制度からの離脱に当たっては、時価評価

が必要となる法人の有する一定の資産については、時価評価をすることとされています

が、時価評価の対象となる資産とはどのようなものをいうのですか。 

 

【回答】 

時価評価の対象となる資産（以下「時価評価資産」といいます。）とは、固定資産、棚

卸資産たる土地（土地の上に存する権利を含みます。）、有価証券、金銭債権及び繰延資

産をいいます。 

ただし、これらの資産のうち、資産の帳簿価額が1,000万円に満たない場合のその資産

等、一定の資産が除かれます。 

 

【解説】 

時価評価資産とは、固定資産、棚卸資産たる土地（土地の上に存する権利を含みます。

以下同じです。）、有価証券、金銭債権及び繰延資産をいいますが、これらの資産のうち、

通算制度の開始、通算制度への加入及び通算制度からの離脱のそれぞれの場合に応じた

以下の資産を除くこととされています（法64の11～64の13、令131の15～131の17）。 

⑴ 通算制度の開始に伴う資産の時価評価の対象から除かれる資産（令131の15） 

 イ 通算制度を開始する最初の事業年度開始の日の５年前の日以後に終了する各事

業年度において、国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入（法42）

等の規定（以下⑶までにおいて「圧縮記帳等の規定」といいます。）の適用を受け

た減価償却資産（適格合併等により移転を受けた圧縮記帳等の規定の適用を受け

た減価償却資産を含みます。） 

 ロ 売買目的有価証券（法61の３①一）及び償還有価証券（令119の14） 

 ハ 資産の帳簿価額が1,000万円に満たない場合のその資産 

 ニ 資産の価額とその帳簿価額との差額（その５年前の日以後に終了する各事業年

度において圧縮記帳等の規定の適用を受けた固定資産のうち減価償却資産以外の

もので、その価額がその帳簿価額を超えるものについては、その圧縮記帳等の規

定により損金の額に算入された金額又はその超える部分の金額のいずれか少ない

金額を控除した金額）が、その資産を有する通算親法人となる法人若しくは通算

子法人となる法人の資本金等の額の２分の１に相当する金額又は1,000万円のい

ずれか少ない金額に満たない場合のその資産 

 ホ 通算親法人となる法人との間に完全支配関係がある内国法人（清算中のもの、

合併による解散以外の解散をすることが見込まれるもの又はその通算親法人とな

る法人との間に完全支配関係がある内国法人との間で適格合併を行うことが見込
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まれるものに限ります。）の株式又は出資で、その価額がその帳簿価額に満たない

もの 

 ヘ 通算親法人となる法人又は通算子法人となる法人が他の通算グループに属して

いた場合のその法人が有する他の通算法人（通算親法人を除きます。）の株式又は

出資 

 ト 初年度離脱開始子法人（注１）の有する資産 

 

⑵ 通算制度への加入に伴う資産の時価評価の対象から除かれる資産（令131の16） 

 イ 通算親法人との間に完全支配関係（通算除外法人（注３）及び外国法人が介在

しない一定の関係に限ります。）を有することとなった日以後最初に開始するその

通算親法人の事業年度開始の日の５年前の日以後に終了する通算子法人となる法

人の各事業年度において、圧縮記帳等の規定の適用を受けた減価償却資産（適格

合併等により移転を受けた圧縮記帳等の規定の適用を受けた減価償却資産を含み

ます。） 

 ロ ⑴ロ及びハに掲げる資産 

 ハ 資産の価額とその帳簿価額との差額（その５年前の日以後に終了する各事業年

度において圧縮記帳等の規定の適用を受けた固定資産のうち減価償却資産以外の

もので、その価額がその帳簿価額を超えるものについては、その圧縮記帳等の規

定により損金の額に算入された金額又はその超える部分の金額のいずれか少ない

金額を控除した金額）が、通算子法人となる法人の資本金等の額の２分の１に相

当する金額又は1,000万円のいずれか少ない金額に満たない場合のその資産 

ニ 通算子法人となる法人との間に完全支配関係がある内国法人（清算中のもの、

合併による解散以外の解散をすることが見込まれるもの又はその通算子法人とな

る法人との間に完全支配関係がある内国法人との間で適格合併を行うことが見込

まれるものに限ります。）の株式又は出資で、その価額がその帳簿価額に満たない

もの 

 ホ 通算子法人となる法人が他の通算グループに属していた場合のその法人が有す

る他の通算法人（通算親法人を除きます。）の株式又は出資 

 ヘ 初年度離脱加入子法人（注２）の有する資産 

 

⑶ 通算制度からの離脱に伴う資産の時価評価の対象から除かれる資産（法64の13①

二、令131の17③） 

 イ 通算制度の承認の効力を失う日の前日の属する事業年度（以下「通算終了直前

事業年度」といいます。）終了の日の翌日の５年前の日以後に終了する各事業年度

において、圧縮記帳等の規定の適用を受けた減価償却資産（適格合併等により移

転を受けた圧縮記帳等の規定の適用を受けた減価償却資産を含みます。） 

 ロ ⑴ロに掲げる資産 

 ハ 資産（営業権を除く。）の帳簿価額が1,000万円に満たない場合のその資産 
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 ニ 資産の価額とその帳簿価額との差額（その５年前の日以後に終了する各事業年

度において圧縮記帳等の規定の適用を受けた固定資産のうち減価償却資産以外の

もので、その価額がその帳簿価額を超えるものについては、その圧縮記帳等の規

定により損金の額に算入された金額又はその超える部分の金額のいずれか少ない

金額を控除した金額）が、通算制度から離脱する通算法人の資本金等の額の２分

の１に相当する金額又は1,000万円のいずれか少ない金額に満たない場合のその

資産 

 ホ 通算制度から離脱する通算法人との間に完全支配関係がある内国法人（清算中

のもの、合併による解散以外の解散をすることが見込まれるもの、又はその通算

法人との間に完全支配関係がある内国法人との間で適格合併を行うことが見込ま

れるものに限ります。）の株式又は出資で、その価額がその帳簿価額に満たないも

の 

 ヘ 通算制度から離脱する通算法人の有する他の通算法人（通算親法人を除きます。）

の株式又は出資 

 ト 通算制度から離脱する通算法人の株式又は出資を有する他の通算法人において、

通算終了直前事業年度終了の時後にその株式又は出資の譲渡又は評価換えによる

損失の額として損金の額に算入される一定の金額が生ずることが見込まれている

ことから時価評価を要することとされているその通算法人が有する資産（上記イ

からヘまでに掲げる資産を除きます。）のうち、次に掲げる資産 

(ｲ) 通算終了直前事業年度終了の時における帳簿価額が10億円以下の資産 

(ﾛ) 通算終了直前事業年度終了の時における帳簿価額が10億円超の資産のうち、

その時後に譲渡などの一定の事由が生ずることが見込まれていない資産 

（注１） 初年度離脱開始子法人とは、通算親法人となる法人の最初の事業年度終了の

日までにその通算親法人となる法人との間に完全支配関係（通算除外法人（注

３）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。）を有しなくなる法人の

うち、その最初の事業年度開始の日以後２月以内にその通算グループ内の通算

法人による株式の売却等の一定の事実が生ずることによりその完全支配関係を

有しなくなる法人（その通算グループ内の合併又は残余財産の確定によりその

親法人による完全支配関係を有しなくなる法人を除きます。）をいいます（令131

の15①八）。 

（注２） 初年度離脱加入子法人とは、通算親法人による完全支配関係（通算除外法人

（注３）及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。）を有することとな

った日の属するその通算親法人の事業年度終了の日までにその完全支配関係を

有しなくなる法人のうち、その完全支配関係を有することとなった日以後２月

以内にその通算グループ内の通算法人による株式の売却等の一定の事実が生ず

ることによりその完全支配関係を有しなくなる法人（その通算グループ内の合

併又は残余財産の確定によりその完全支配関係を有しなくなる法人を除きま

す。）をいいます（令131の16①六）。 
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（注３） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人

をいいます。 

 

（参考） 

通算除外法人及び通算制度加入直後に離脱した場合の時価評価については、次のＱ

＆Ａを参照してください。 

問２ 通算子法人となることができる法人 

問42 通算制度加入直後に離脱した場合の時価評価 
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通算制度加入直後に離脱した場合の時価評価 

 

（問42） 

Ｓ社は、Ｘ１年10月１日に通算親法人Ｐ社（３月決算）によりその発行済株式の全て

を取得され、Ｐ社の通算グループに加入しましたが、Ｘ１年11月30日にＰ社がＳ社株式

を通算グループ外の第三者に売却したため、Ｐ社の通算グループから離脱しました。Ｓ

社は1,000万円以上の含み益のある土地を保有していますが、下記の事業年度においてそ

の土地の時価評価を行う必要があるのでしょうか。 

⑴ 通算グループへの加入直前の事業年度 

⑵ 通算グループから離脱する直前の事業年度 

 

【回答】 

⑴ 通算グループへの加入直前の事業年度終了の時にＳ社が保有する土地は、時価評価

資産には該当しませんので、時価評価をする必要はありません。 

⑵ 通算グループから離脱する直前の事業年度において、Ｓ社は時価評価を要する法人

から除かれるため、時価評価を行う必要はありません。 

 

【解説】 

⑴ 通算グループへの加入直前の事業年度の時価評価 

通算制度への加入に当たっては、原則として、その加入直前の事業年度終了の時に

有する時価評価資産の評価益の額又は評価損の額は、その加入直前の事業年度におい

て益金の額又は損金の額に算入することとされています。ただし、通算法人がその通

算法人に係る通算親法人による完全支配関係（通算除外法人（注１）及び外国法人が

介在しない一定の関係に限ります。以下同じです。）がある法人を設立した場合におけ

るその法人など一定の法人は時価評価を要しないこととされています（法64の12①）。 

 この時価評価資産とは、固定資産、棚卸資産たる土地（土地の上に存する権利を含

みます。）、有価証券、金銭債権及び繰延資産をいい、これらの資産のうち一定の資産

は時価評価資産から除かれていますが、初年度離脱加入子法人（注２）の有する資産

は、この時価評価資産から除かれる一定の資産とされています（令131の16①六）。 

本件は、Ｓ社がＰ社との間に完全支配関係を有することとなった日（Ｘ１年10月１

日）以後２月以内の日（Ｘ１年11月30日）にＰ社がＳ社株式を通算グループ外の第三

者に売却したことによりその完全支配関係を有しなくなることから、Ｓ社は初年度離

脱加入子法人に該当し、その保有する土地は時価評価資産には該当しませんので、時

価評価をする必要はありません。 

⑵ 通算グループから離脱する直前の事業年度の時価評価 

 通算制度の承認の効力を失う通算法人が、その通算終了直前事業年度（その効力を

失う日の前日の属する事業年度をいいます。以下同じです。）終了の時前に行う主要な
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事業がその通算法人であった内国法人において引き続き行われることが見込まれてい

ないことなど一定の要件に該当する場合には、その通算終了直前事業年度終了の時に

有する時価評価資産の評価益の額又は評価損の額は、その通算終了直前事業年度にお

いて益金の額又は損金の額に算入することとされていますが、その通算法人が初年度

離脱通算子法人（注３）及びその通算グループ内の合併又は残余財産の確定に基因し

て通算制度の承認の効力を失う法人に該当する場合には、時価評価を要する法人から

除かれます（法64の13①、令131の17①）。 

  本件は、上記⑴で述べたとおり、Ｓ社がＰ社との間に完全支配関係を有することと

なった日（Ｘ１年10月１日）以後２月以内の日（Ｘ１年11月30日）にＰ社がＳ社株式

を通算グループ外の第三者に売却したことによりその通算完全支配関係を有しなくな

ることから、Ｓ社は初年度離脱通算子法人に該当し、時価評価を要する法人から除か

れるため、時価評価をする必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人  

    をいいます。 

（注２） 初年度離脱加入子法人とは、通算親法人による完全支配関係を有することと

なった日の属するその通算親法人の事業年度終了の日までにその完全支配関係

を有しなくなる法人のうち、その完全支配関係を有することとなった日以後２

月以内にその通算グループ内の通算法人による株式の売却等の一定の事実が生

ずることによりその完全支配関係を有しなくなる法人（その通算グループ内の

合併又は残余財産の確定によりその完全支配関係を有しなくなる法人を除きま

す。）をいいます（令131の16①六）。 

（注３） 初年度離脱通算子法人とは、通算子法人で通算親法人との間に通算完全支配

事業年度 通算事業年度 

Ｘ１.４.１ 

Ｘ１.４.１ 

Ｐ社 

（３月決算） 

Ｓ社 

（３月決算） 

Ｘ２.３.31 

Ｘ２.３.31 

通算完全支配関係

を有しなくなった

日（離脱日） 

Ｘ１.11.30 

完全支配関係を有すること

となった日 Ｘ１.10.１ 

加入直前 

事業年度 

通算終了直前

事業年度 

⑴ 時価評価資産に該当しない。 

⑵ 時価評価を要

する法人から除か

れる。 

事業年度 

含み益 

Ｘ１.10.１ Ｘ１.11.30 

土地 
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関係を有することとなった日の属するその通算親法人の事業年度終了の日まで

にその通算完全支配関係を有しなくなる法人のうち、その通算完全支配関係を

有することとなった日以後２月以内にその通算グループ内の通算法人による株

式の売却等の一定の事実が生ずることによりその通算完全支配関係を有しなく

なる法人（その通算グループ内の合併又は残余財産の確定によりその通算完全

支配関係を有しなくなる法人を除きます。）をいいます（令24の３）。 

 

（参考） 

  通算除外法人、加入時期の特例、通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人、

通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人、時価評価資産の範囲については、

次のＱ＆Ａを参照してください。 

 

問２ 通算子法人となることができる法人 

問36 会計期間の中途で通算制度に加入する法人の加入時期の特例 

問37 通算制度の加入時期の特例を適用することとした法人が、会計期間の末日ま

でに完全支配関係を有しなくなった場合の申告 

問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

問41 時価評価資産の範囲 
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設立事業年度等の承認申請特例の適用がある場合における時価評価資産

等を有する法人か否かの判定時期等について 
 

（問43） 

通算制度の開始に当たり、いわゆる設立事業年度等の承認申請特例の適用を受ける場

合には、時価評価資産等を有する時価評価法人は、通算親法人の最初の事業年度の翌事

業年度から通算制度の規定を適用することとされていますが、この時価評価資産等を有

する法人か否かの判定は、いつの時点でどのように行うことになりますか。 

 

【回答】 

時価評価資産等を有する法人か否かの判定は、次の法人の区分に応じ、それぞれ次の

時点において時価評価資産その他の一定の資産（以下「時価評価資産等」といいます。）

を保有しているか否かによって行います。 

⑴ 設立事業年度等の開始の時に親法人との間に完全支配関係がある法人 

  その通算親法人となる法人の通算制度の規定の適用を受けようとする最初の事業年

度の開始の日の前日の属する事業年度終了の時 

⑵ 通算親法人の設立事業年度等の承認申請特例の適用を受ける事業年度の中途にその

通算親法人との間に完全支配関係を有することとなった法人 

  その完全支配関係を有することとなった日の前日の属する事業年度終了の時 

   

【解説】 

通算親法人となる法人が設立事業年度等の承認申請特例（法64の９⑦）の適用を受け

る場合において、時価評価資産等（注１）を有する法人か否かの判定時期等は、以下の

とおりです。 

⑴ 設立事業年度等の開始の時に親法人との間に完全支配関係（通算除外法人（注２）

及び外国法人が介在しない一定の関係に限ります。以下同じです。）がある法人につい

ては、通算制度を開始しようとする事業年度（以下「申請特例年度」といいます。）の

開始の日の前日の属する事業年度終了の時に時価評価資産等を有するか否かで判定を

行うこととなります（法64の９⑩一）。 

  ただし、時価評価資産等を有する法人であっても、通算親法人となる法人と通算子

法人となる法人との間に完全支配関係が継続することが見込まれている場合における

その通算子法人となる法人は、時価評価が必要な法人から除かれます（法64の11①二）。 

  例えば、Ｘ１年10月１日に株式移転により設立されたＰ社（３月決算）とその株式

移転に係る株式移転完全子法人であるＳ１社（12月決算）及びＸ１年４月１日からＳ

１社による完全支配関係を有するＳ２社（12月決算）が、自Ｘ１年10月１日至Ｘ２年

３月31日事業年度を申請特例年度とする設立事業年度等の承認申請特例の適用を受け

る場合のＳ１社及びＳ２社（いずれも時価評価資産等を有していますが、Ｓ１社は時

価評価が必要な法人から除かれる法人に該当します。）が時価評価資産等を有する法人
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か否かの判定の時期は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 申請特例年度の中途に通算親法人との間に完全支配関係を有することとなった通算

子法人となる法人については、その完全支配関係を有することとなった日の前日の属

する事業年度終了の時に時価評価資産等を有するか否かで判定を行うこととなります

（法64の９⑫一）。 

  ただし、時価評価資産等を有する法人であっても、通算法人が通算親法人による完

全支配関係がある法人を設立した場合におけるその法人など、一定の法人は時価評価

が必要な法人から除かれます（法64の12①各号）。 

  例えば、上記⑴のＰ社が、申請特例年度の中途であるＸ１年11月１日にＰ社とＳ３

社（12月決算）との間に完全支配関係を有することとなった場合、Ｓ３社（時価評価

資産等を有しており、また、時価評価が必要な法人から除かれる法人に該当しません。）

が時価評価資産等を有する法人か否かの判定の時期は次のとおりです。 

 

Ｐ社 

（３月決算） 

Ｓ２社 

（12 月決算） 

株式移転の日 
Ｘ１.10.１ 

Ｘ１.10.１ 

時価評価法人の判定 Ｘ１.９.30 
時価評価資産等を有する時価評価
法人に該当する 

Ｘ２.４.１ Ｘ３.３.31 

Ｘ３.３.31 

通算事業年度 

時価評価資産の
時価評価等 
Ｘ２.３.31 

Ｘ２.４.１ 

通算事業年度 
【申請特例年度】 
通算事業年度 

事業年度 事業年度 

Ｘ１.10.１ 

Ｓ１社 

（12 月決算） 

Ｘ３.３.31 

通算事業年度 

Ｘ２.４.１ 

事業年度 通算事業年度 

Ｘ１.10.１ 

時価評価法人の判定 Ｘ１.９.30 
時価評価が必要な法人から除かれる 

通算制度の開始 
Ｘ１.10.１ 

通算制度の開始 
Ｘ２.４.１ 
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（注１） 上記⑴及び⑵の時価評価資産等とは、次に掲げるものをいいます（令131の

13②③）。 

    イ 通算制度の開始に伴う資産の時価評価損益（法64の11①、令131の15①）

又は通算制度への加入に伴う資産の時価評価損益（法64の12①、令131の 

16①）に規定する時価評価資産 

    ロ 完全支配関係がある法人の間の取引の損益に規定する譲渡損益調整額

（法61の11④）のうち次に掲げる以外のもの 

     (イ) 1,000万円に満たないもの 

     (ロ) 親法人の通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度（上記⑵に

おいては完全支配関係を有することとなった日の属する事業年度）終了

の日までにその親法人との間にその親法人による完全支配関係を有しな

くなる法人（上記⑴においてはその最初の事業年度開始の日以後２月以

内、上記⑵においては完全支配関係を有することとなった日以後２月以

内にその完全支配関係を有しなくなる法人に限ります。）の有する譲渡損

益調整額 

    ハ リース譲渡契約（法63①、所得税法等の一部を改正する法律（平成30年法

律第７号）による改正前の長期割賦販売等を契約に含みます（平30改正法附

則28⑦）。）に係る繰延長期割賦損益額のうち1,000万円以上のものなど一定

のもの 

    ニ 収用等に伴い特別勘定を設けた場合の課税の特例（措法64の２④一）等

に規定する特別勘定の金額のうち1,000万円以上のものなど一定のもの 

Ｐ社 

（３月決算） 

株式移転の日 
Ｘ１.10.１ 

Ｘ１.10.１ Ｘ２.４.１ Ｘ３.３.31 

通算事業年度 
【申請特例年度】 
通算事業年度 

Ｓ３社 

（12 月決算） 

時価評価法人の判定  
Ｘ１.10.31 
時価評価資産等を有する時価
評価法人に該当する 

Ｘ３.３.31 

通算事業年度 

時価評価資産の
時価評価等 
Ｘ２.３.31 

Ｘ２.４.１ 

事業年度 

Ｘ１.11.１ 

通算制度への加入 
Ｘ２.４.１ 

事業年度 

▼ 
完全支配 
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（注２） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人

をいいます。 

 

 （参考） 

  通算除外法人、通算制度開始又は加入に当たり時価評価を要しない法人及び時価

評価資産の範囲については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

   問２ 通算子法人となることができる法人 

   問38 通算制度の開始に伴う時価評価を要しない法人 

   問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

   問41 時価評価資産の範囲 
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時価評価した減価償却資産に係る評価後の減価償却の方法 

 

（問44） 

通算制度の開始、通算制度への加入及び通算制度からの離脱に当たり、その法人の有

する時価評価資産である減価償却資産について評価益又は評価損を計上する場合、その

評価益又は評価損を計上した事業年度後の各事業年度における減価償却に係る計算方法

はどのようになりますか。 

 

【回答】 

その評価益又は評価損を計上した事業年度後の各事業年度における減価償却の計算に

係る取得価額や損金経理額などについて、必要な調整を行うこととなります。 

 

【解説】 

時価評価資産に係る評価益又は評価損を計上した事業年度（以下「時価評価年度」と

いいます。）後の各事業年度における減価償却に係る計算については、次に掲げる場合に

応じ、それぞれ次のとおりとなります。 

 ⑴ 評価益を計上した場合 

イ 取得価額 

 時価評価年度後の各事業年度においては、税務上、時価評価の直前の取得価額

にその評価益の金額を加算した金額に相当する金額をもってその減価償却資産の

取得価額とみなされるため、その加算後の取得価額を基礎として償却可能限度額

及び償却限度額の計算を行うこととなります（令54⑥）。 

ロ 損金経理額 

 時価評価年度後の各事業年度の減価償却について、次の算式により計算された

金額は、時価評価年度以前の各事業年度の損金経理額とみなされることとされて

います（法31⑤、令61の３表五）。 

 

 

 

 

 

（注） 時価評価年度以前の各事業年度の損金経理額のうち損金の額に算入されな

かった金額がある場合には、その金額を加算します。 

したがって、時価評価年度後の各事業年度において損金経理により計上した償却

費の額がその事業年度の償却限度額を下回る場合には、その下回る金額は、上記の

損金経理額とみなされた金額及び過年度からの償却超過額との合計額の範囲内で損

金の額に算入されることになります。 

時価評価の直後

の帳簿価額 

時価評価年度終了時のその資産の価額として

帳簿に記載された金額（注） 

損金経理額とみなされる金額 

 

― 
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時価評価年度後の減価償却資産の取得価額及び減価償却における損金経理額を図

示すると以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 評価損を計上した場合 

  イ 償却可能限度額 

    時価評価年度後の各事業年度において、その評価損を計上した減価償却資産の

償却可能限度額を計算する場合における前事業年度までに損金の額に算入された

償却額の累積額には、その評価損の金額が含まれることになります（令61①）。 

  ロ 償却限度額の計算（旧定率法、定率法） 

 減価償却資産の償却の方法として旧定率法又は定率法を適用している場合には、

その評価損の金額を既にした償却の額で損金の額に算入された金額に含めて償却

限度額の基礎となる金額の計算を行うことになります（令48②、48の２②）。した

がって、税務上、評価損を計上した減価償却資産について、会計上はその評価損

を計上していないため償却費を計上することが可能な場合であっても、その償却

費の計上額が、税務上の償却限度額を超えるときは、その超える部分の金額は損

金の額に算入されないこととなります。 

 

会計上の帳

簿記載額 

（注１） 

（注１） 償却超過額がある 

    場合にはこれに相当 

    する金額を加算 

通算制度開始、加入及び

離脱に伴う時価評価 

みなし損

金経理額 

時価評価による

税務上の増加額 

損金経理  

可能 

税務上の 

帳簿価額 

＜時価評価の直後＞ 

損金経理額 

＜時価評価年度終了の時＞ 
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通算制度離脱後に再加入した場合の時価評価 

 

（問45） 

通算制度の開始又は通算制度への加入に当たり時価評価資産の評価益又は評価損の計

上を行った法人は、通算親法人による株式の売却などにより通算制度から離脱して加入

制限期間の経過後に再度通算制度に加入する場合にも、時価評価資産の時価評価を行い、

評価損益を計上する必要がありますか。 

 

【回答】 

通算制度に再度加入する場合であっても、その加入の直前の事業年度終了の時に時価

評価資産を保有しており、かつ、時価評価を要しない一定の法人に該当しないときは、

時価評価資産の時価評価を行い、評価損益を計上する必要があります。 

 

【解説】 

通算親法人との間に完全支配関係（通算除外法人（注）及び外国法人が介在しない一

定の関係に限ります。以下同じです。）を有することとなったため通算制度に加入する通

算子法人となる法人（時価評価を要しない一定の法人を除きます。）は、その通算制度の

承認の効力が生ずる日の前日の属するその通算子法人となる法人の事業年度（以下「通

算加入直前事業年度」といいます。）終了の時に有する時価評価資産の時価評価を行い、

その評価益の額又は評価損の額をその通算加入直前事業年度において益金の額又は損金

の額に算入することとされています（法64の12①）。 

このように、時価評価資産を有する法人が通算制度に加入する場合には、通算法人が

設立した完全支配関係を有する法人などの時価評価を要しない一定の法人に該当しない

限り、その法人は評価損益を計上することとされていますので、通算制度に再加入する

場合であっても評価損益の計上が必要となります。 

 なお、通算制度からの離脱等の際にも、その通算法人の通算制度の承認の効力を失う

日の前日の属する事業年度（以下「通算終了直前事業年度」といいます。）終了の時前に

行う主要な事業が、その通算法人であった内国法人において引き続き行われることが見

込まれていないことなどの一定の要件に該当する場合には、通算終了直前事業年度終了

の時に有する時価評価資産の時価評価を行い、その評価益の額又は評価損の額をその通

算終了直前事業年度において益金の額又は損金の額に算入することとされています（法

64の13①）。 

 

 

 

 

  
事業年度 

 
通算事業年度 

 
事業年度 

 
通算事業年度 

 
時価評価 開始又は加入 離脱 時価評価 加入 

 
 

時価評価 

   

-82-



 

 

（注） このＱ＆Ａにおいて、通算除外法人とは、問２の⑴から⑼までに掲げる法人を 

   いいます。 

 

（参考） 

  通算除外法人、通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人及び通算制度から

の離脱等に伴う時価評価を要する法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問２ 通算子法人となることができる法人 

  問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

  問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 
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通算グループ内の法人の間の取引の損益調整 

 

（問46） 

 通算法人Ｓ１社は、その有する譲渡損益調整資産を通算グループ内の他の通算法人Ｓ 

２社に譲渡することとなりました。 

 ⑴ Ｓ１社は、その譲渡損益調整資産の譲渡に係る譲渡損益を繰り延べることとなり 

  ますか。 

 ⑵ ⑴で繰り延べる必要がある場合、その繰り延べられた譲渡損益はどのような事由 

  が生じた場合に益金の額又は損金の額に算入（戻入れ）することとなりますか。 

 

【回答】 

⑴ 通算法人Ｓ１社において譲渡損益を繰り延べることとなります。 

⑵ 繰り延べられた譲渡損益は、通算法人Ｓ２社がその譲渡損益調整資産を譲渡等した 

 場合には、所定の計算により算出した金額を戻し入れることとなります。 

  ただし、通算法人Ｓ１社の通算法人Ｓ２社に対する譲渡損益調整資産の譲渡がＳ２ 

 社以外の通算法人（損益通算の規定等の適用を受けない一定の法人及び通算親法人を 

 除きます。）の株式又は出資の譲渡であるときは、戻入れは行わないこととなります。 

 

【解説】 

⑴ 内国法人（普通法人又は協同組合等に限ります。）がその有する譲渡損益調整資産を 

 その内国法人との間に完全支配関係がある他の内国法人（普通法人又は協同組合等に 

 限ります。）に譲渡したことにより生じた譲渡利益額又は譲渡損失額に相当する金額は、 

 その譲渡した事業年度において損金の額又は益金の額に算入することとされています 

 （法61の11①）。 

 この「譲渡損益調整資産」とは、固定資産、棚卸資産たる土地（土地の上に存する 

権利を含みます。）、有価証券、金銭債権及び繰延資産で一定の資産（注）以外の資産を

いいます（法61の11①、令122の12①）。 

 本件は、その内国法人Ｓ１社及び他の内国法人Ｓ２社がともに同一通算グループ内 

の通算法人である場合（すなわち、通算完全支配関係がある場合）ですが、通算完全支

配関係も完全支配関係に該当しますので、この場合でも同様に、通算法人Ｓ１社がそ

の有する譲渡損益調整資産を通算グループ内の他の通算法人Ｓ２社に譲渡したことに

より生じた譲渡利益額又は譲渡損失額に相当する金額は、その譲渡した事業年度にお

いて損金の額又は益金の額に算入することとなり、譲渡損益が繰り延べられます（法

61の11①）。 

（注） 一定の資産とは、次に掲げる資産をいいます（令122の12①）。 

   イ 売買目的有価証券 

   ロ その譲渡を受けた他の内国法人（その内国法人との間に完全支配関係がある
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他の内国法人に限ります。）において売買目的有価証券とされる有価証券 

   ハ その譲渡の直前の帳簿価額が1,000万円に満たない資産（通算法人が法人税法

第61条の11第８項に規定する他の通算法人の株式又は出資を当該他の通算法人

以外の通算法人に譲渡した場合を除きます。） 

 

⑵ また、繰り延べられた譲渡損益について、例えば、次のような事由が生じたときに 

 は、所定の計算により算出した金額は、益金の額又は損金の額に算入（戻入れ）する 

 こととなります（法61の11②③④、令122の12④）。 

 イ その譲渡損益調整資産を取得した法人（譲受法人）が完全支配関係グループ内の 

  他の法人へその譲渡損益調整資産を譲渡したとき 

 ロ 譲受法人が完全支配関係グループ外の第三者へその譲渡損益調整資産を譲渡した 

  とき 

 ハ 譲受法人においてその資産の償却、評価換え、貸倒れ、除却等を行ったとき 

 ニ その譲渡損益調整資産を譲渡した法人（譲渡法人）が一定の事由により譲受法人 

  との間に完全支配関係を有しないこととなったとき 

 ホ 譲渡法人が通算制度の開始・加入・離脱等に伴う時価評価を行うこととなったと 

  き 

 通算グループ内で譲受法人（Ｓ２社）が他の通算法人Ｓ３社に譲渡損益調整資産を譲

渡した場合（上記イ）におけるその譲渡損益調整資産に係るＳ１社・Ｓ２社の取扱いを

示すと次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ただし、通算制度においては、上記⑴の譲渡損益調整資産の譲渡が他の通算法人（損  

益通算の規定（法64の５）等の適用を受けない一定の法人及び通算親法人を除きます。）

の株式又は出資の当該他の通算法人以外の通算法人に対する譲渡であるときは、上記⑵

の戻入れの規定は適用されず、その株式又は出資の譲渡に係る譲渡損益は計上されませ

ん（法61の11⑧）。この場合、その譲渡益又は譲渡損に相当する金額は、利益積立金額に

加算又は減算することとなります（令９一チ）。 

 したがって、通算法人Ｓ１社の通算法人Ｓ２社に対する譲渡損益調整資産の譲渡がＳ 

２社以外の通算法人（損益通算の規定（法64の５）等の適用を受けない一定の法人及び 

 

Ｓ１社 
(譲渡法人) 

Ｓ３社 
(再譲受法人) 

 

Ｓ１社：譲渡損益の繰延べ Ｓ２社：譲渡損益の繰延べ 

Ｓ１社：譲渡損益の戻入れ 

譲渡損益調整資産 

譲渡 譲渡 

譲渡損益調整資産 
Ｓ２社 

(譲受法人) 

(再譲渡法人) 

 

≪通算グループ≫ 
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通算親法人を除きます。）の株式又は出資の譲渡であるときは、戻入れは行わないことと 

なります。 

 例えば、同一の通算グループ内で譲渡法人（Ｓ１社）が譲渡損益調整資産（帳簿価額

100）を譲受法人（Ｓ２社）に120で譲渡し、その譲渡損益調整資産を譲受法人（Ｓ２社）

が再譲受法人（Ｓ３社）に再譲渡した場合の処理は次のとおりです。 

 イ 譲渡損益調整資産が土地である場合 

  ① Ｓ１社がＳ２社に土地を譲渡した場合のＳ１社の処理 

   （会計上） 

   現金         120  ／ 土地      100 

                ／ 土地売却益    20 

   （税務上） 

   現金         120  ／ 土地      100 

                ／ 譲渡損益調整勘定 20 

   （申告調整） 

   土地売却益    20  ／ 譲渡損益調整勘定 20（譲渡損益の繰延べ） 

 

   《Ｓ１社の別表四の記載例（抜粋）》 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当期利益又は当期欠損の額 20 20  

減
算 土地売却益 20 20  

所得金額又は欠損金額 0 0  

 

   《Ｓ１社の別表五(一)の記載例（抜粋）》 

区分 期首 減 増 期末 

譲渡損益調整勘定   ▲20 ▲20 

繰越損益金   20 20 

差引合計額   0 0 

 

  ② 上記イ①の土地をＳ２社がＳ３社へ再譲渡した場合のＳ１社の処理 

   （会計上） 

   仕訳なし 

   （税務上） 

   譲渡損益調整勘定 20   ／ 土地売却益    20 

   （申告調整） 

   譲渡損益調整勘定 20   ／ 土地売却益    20 
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   《Ｓ１社の別表四の記載例（抜粋）》 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当期利益又は当期欠損の額 0 0  

加
算 土地売却益 20 20  

所得金額又は欠損金額 20 20  

 

   《Ｓ１社の別表五(一)の記載例（抜粋）》 

区分 期首 減 増 期末 

譲渡損益調整勘定 ▲20 ▲20  0 

繰越損益金 20   20 

差引合計額 0 ▲20  20 

 ロ 譲渡損益調整資産が同一通算グループ内のＳ２社以外の通算法人の株式である場

合 

  ① Ｓ１社がＳ２社に株式を譲渡した場合のＳ１社の処理  

   （会計上） 

   現金          120  ／ 株式      100 

                 ／ 株式売却益    20 

   （税務上） 

   現金          120  ／ 株式      100 

                 ／ 譲渡損益調整勘定 20 

      譲渡損益調整勘定 20  ／ 利益積立金額   20 

   （申告調整） 

   株式売却益     20  ／ 譲渡損益調整勘定 20 

   譲渡損益調整勘定 20  ／ 利益積立金額     20 

 

   《Ｓ１社の別表四付表の記載例（抜粋）》 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

減
算 

他の通算法人に対す

る通算法人株式の譲

渡利益額 

20 

 

20 
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   《Ｓ１社の別表四の記載例（抜粋）》 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当期利益又は当期欠損の額 20 20 0 

減
算 

通算法人に 

係る減算額 
20 

 
20 

所得金額又は欠損金額 0 20 ▲20 

 

   《Ｓ１社の別表五(一)の記載例（抜粋）》 

区分 期首 減 増 期末 

譲渡損益調整勘定  ▲20 ▲20 0 

繰越損益金   20 20 

差引合計額  ▲20 0 20 

  

  ② 上記ロ①の株式をＳ２社からＳ３社へ再譲渡した場合のＳ１社の処理 

   （会計上） 

   仕訳なし 

   （税務上） 

   仕訳なし 

 

（参考） 

  完全支配関係と通算完全支配関係の意義については、次のＱ＆Ａを参照してくださ

い。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 
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譲渡損益を繰り延べている通算法人が他の通算法人と適格合併をした場

合の取扱い 

 

（問47） 

通算子法人Ｓ１社は、前期に通算子法人Ｓ２社に対して譲渡損益調整資産を譲渡し、

その譲渡損益を繰り延べていましたが、当期においてＳ１社を被合併法人、通算子法人

Ｓ３社を合併法人とする適格合併が行われることとなりました。 

この場合、被合併法人となるＳ１社が繰り延べていた譲渡損益は、どのように取り扱

われることとなりますか。 

 

【回答】 

Ｓ１社が繰り延べていた譲渡損益は、Ｓ３社に引き継がれ、Ｓ３社がその譲渡損益を

繰り延べているものとして取り扱うこととなります。 

 

【解説】 

内国法人が譲渡損益調整資産を譲渡し、その譲渡損益を繰り延べる規定（法61の11①）

の適用を受けた場合において、その内国法人（譲渡法人）を被合併法人とする適格合併

（合併法人が譲渡法人との間に完全支配関係のある内国法人である場合に限ります。以

下同じです。）によりその内国法人が解散したときは、その適格合併に係る合併法人のそ

の適格合併の日の属する事業年度以後の各事業年度においては、その合併法人がこの規

定の適用を受けた法人とみなされ、法人税法第61条の11の規定を適用することとされて

います（法61の11⑤）。これは、内国法人が通算法人である場合（すなわち、合併法人と

の間に通算完全支配関係がある場合）も同様です。 

したがって、本件のように通算子法人Ｓ１社が譲渡損益調整資産を通算子法人Ｓ２社

に譲渡（次の図における①）してその譲渡損益を繰り延べている場合において、Ｓ１社

を被合併法人、他の通算子法人Ｓ３社を合併法人とする適格合併が行われたときには、

Ｓ３社がその譲渡損益調整資産を通算子法人Ｓ２社に譲渡（次の図における②）したも

のとみなされ、Ｓ３社がその譲渡損益調整資産の譲渡損益を繰り延べているものとして

取り扱うこととなります。 

また、その譲渡損益調整資産を取得したＳ２社がその譲渡損益調整資産を完全支配関

係を有しない通算グループ外の第三者に譲渡（次の図における③）するなどしたときに

は、その適格合併に係る合併法人となるＳ３社において譲渡したものとみなされた譲渡

損益調整資産に係る譲渡損益について、所定の計算により算出した金額を、益金の額又

は損金の額に算入（戻入れ）する（次の図における③）こととなります。 
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（参考） 

  完全支配関係と通算完全支配関係の意義及び通算グループ内の法人の間の取引の損

益調整については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

  問46 通算グループ内の法人の間の取引の損益調整 

【前 期】 

通算子法人 

Ｓ１社 

通算子法人 

Ｓ２社 

譲渡損益調整資産 

【当 期】 
適
格
合
併 

通算子法人 

Ｓ３社 

通算子法人 

Ｓ２社 

譲渡損益調整資産 

①譲渡 

①譲渡損益の繰延べ 

②譲渡損益の繰延べ 

②譲渡 

①の譲渡は通算子法

人Ｓ３社が通算子法

人Ｓ２社に対して行

っ た 譲 渡 と み な す

（②） 

第三者 

③
譲
渡 

③戻入れ 譲
渡
損
益
調
整
資
産 

-90-



譲渡損益調整資産を譲渡した通算子法人が通算グループから離脱した場

合の譲渡損益の戻入れ時期 

 

（問48） 

通算親法人Ｐ社（３月決算）は、通算子法人Ｓ１社（３月決算）及び通算子法人Ｓ２社

（３月決算）の発行済株式の全てを直接保有しています。 

Ｓ１社は、Ｘ１年６月15日に譲渡損益調整資産に該当する固定資産をＳ２社に譲渡し、

その固定資産に係る譲渡損益を繰り延べていましたが、Ｐ社がＸ２年10月19日にＳ１社

の発行済株式の一部を通算グループ外の第三者へ譲渡したことによってＰ社の通算グル

ープから離脱する（Ｐ社との間に完全支配関係を有しない）こととなりました。 

この場合に、Ｓ１社は繰り延べていた譲渡損益を戻し入れる必要がありますか。 

また、その必要がある場合には、いつ戻し入れることとなりますか。 

 

【回答】 

Ｓ１社は、Ｐ社の通算グループから離脱した日（Ｘ２年10月19日）の前日の属する事

業年度（Ｘ２年４月１日からＸ２年10月18日までの期間）において、譲渡損益を戻し入

れる必要があります。 

 

【解説】 

内国法人（普通法人又は協同組合等に限ります。）がその有する譲渡損益調整資産をそ

の内国法人との間に完全支配関係がある他の内国法人（普通法人又は協同組合等に限り

ます。）に譲渡し、その譲渡損益を繰り延べる規定（法61の11①）の適用を受けた場合に

おいて、その内国法人（譲渡法人）がその譲渡損益調整資産に係る当該他の内国法人（譲

受法人）との間に完全支配関係を有しないこととなったとき（その内国法人の適格合併

による解散など一定の事由に基因して完全支配関係を有しないこととなった場合を除き

ます。）は、その内国法人のその有しないこととなった日の前日の属する事業年度におい

て、その譲渡損益調整資産に係る譲渡利益額又は譲渡損失額に相当する金額（その有し

ないこととなった日の前日の属する事業年度前の各事業年度において益金の額又は損金

の額に算入された金額を除きます。以下同じです。）を益金の額又は損金の額に算入（戻

入れ）することとされています（法61の11③）。 

本件は、その内国法人Ｓ１社及び他の内国法人Ｓ２社がともに同一通算グループの通

算法人である場合（すなわち、譲渡法人Ｓ１社と譲受法人Ｓ２社との間に通算完全支配

関係がある場合）ですが、通算完全支配関係も完全支配関係に該当しますので、この場

合でも同様となります。 

すなわち、Ｓ１社の譲渡損益調整資産（固定資産）について繰り延べた譲渡損益は、

その後にＰ社がＳ１社の発行済株式の一部を通算グループ外に譲渡したことによって譲

渡法人Ｓ１社は譲受法人Ｓ２社との間に完全支配関係を有しないこととなりますので、

Ｓ１社がＰ社の通算グループから離脱した日（すなわち、Ｓ２社との間に完全支配関係
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を有しないこととなった日であるＸ２年10月19日）の前日の属する事業年度（Ｘ２年４

月１日からＸ２年10月18日までの期間）において、その譲渡損益調整資産に係る譲渡利

益額又は譲渡損失額に相当する金額を益金の額又は損金の額に算入（戻入れ）すること

となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

  完全支配関係と通算完全支配関係の意義及び通算グループ内の法人の間の取引の損

益調整については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

  問46 通算グループ内の法人の間の取引の損益調整 

Ｐ社 

Ｓ１社 Ｓ２社 

譲渡損益 

調整資産 

の譲渡 

100% 100% Ｓ１社の離脱 

Ｓ１社 Ｓ２社 

 

Ｐ社 

100% 

譲渡損益の繰延べ 譲渡損益の戻入れ 

(100-X)% 

（譲受法人） （譲受法人） （譲渡法人） （譲渡法人） 

第三者 

X% 

 Ｓ１株 

-92-



通算制度の当初申告における損益通算の計算 

 

（問49） 

通算制度の当初申告における損益通算の計算はどのように行うのですか。 

 

【回答】 

通算法人の所得事業年度において、他の通算法人に通算前欠損金額が生ずる場合には、

その通算法人のその所得事業年度の通算対象欠損金額は、その所得事業年度において損

金の額に算入されます。 

また、通算法人の欠損事業年度の終了日において、他の通算法人に通算前所得金額が

生ずる場合には、その通算法人のその欠損事業年度の通算対象所得金額は、その欠損事

業年度において益金の額に算入されます。 

 

【解説】 

⑴ 所得事業年度の通算対象欠損金額の損金算入 

通算法人の損益通算及び欠損金の控除前の所得の金額（以下「通算前所得金額」と

いいます。）の生ずる事業年度（その通算法人に係る通算親法人の事業年度終了の日に

終了するものに限ります。以下「所得事業年度」といいます。）終了の日（以下⑴にお

いて「基準日」といいます。）においてその通算法人との間に通算完全支配関係がある

他の通算法人の基準日に終了する事業年度において損益通算前の欠損金額（以下「通

算前欠損金額」といいます。）が生ずる場合には、その通算法人のその所得事業年度の

通算対象欠損金額は、その所得事業年度において損金の額に算入することとされてい

ます（法64の５①）。 

すなわち、通算グループ内の欠損法人の欠損金額の合計額が、所得法人の所得の金

額の合計額を限度として、その所得法人の所得の金額の比で各所得法人に配分され、

その配分された通算対象欠損金額が所得法人の損金の額に算入されます。 

この通算対象欠損金額とは、次の算式により計算した金額をいいます（法64の５②）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 欠損事業年度の通算対象所得金額の益金算入 

  通算法人の通算前欠損金額の生ずる事業年度（その通算法人に係る通算親法人の事

① 他の通算法人の基準日に終

了する事業年度において生ず

る通算前欠損金額の合計額

（その合計額が③の金額を超

える場合は③の金額） 

③ 通算法人の所得事業年度及び他の

通算法人の基準日に終了する事業年

度の通算前所得金額の合計額 

② 通算法人の所得事業年度の通算前

所得金額 
× 

通算対象欠損金額 
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業年度終了の日に終了するものに限ります。以下「欠損事業年度」といいます。）終了

の日（以下⑵において「基準日」といいます。）においてその通算法人との間に通算完

全支配関係がある他の通算法人の基準日に終了する事業年度において通算前所得金額

が生ずる場合には、その通算法人のその欠損事業年度の通算対象所得金額は、その欠

損事業年度において益金の額に算入することとされています（法64の５③）。 

すなわち、上記⑴で所得法人において損金算入された金額の合計額と同額の所得の   

 金額が、欠損法人の欠損金額の比で各欠損法人に配分され、その配分された通算対象 

 所得金額が欠損法人の益金の額に算入されます。 

  この通算対象所得金額とは、次の算式により計算した金額をいいます（法64の５④）。 

    

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 通算制度における損益通算の計算例 

  通算制度における損益通算の計算は、例えば、次のように行います。 

イ 通算前所得金額の合計額が通算前欠損金額の合計額より多い場合 

 Ｐ社（親法人） Ｓ１社（子法人） Ｓ２社（子法人） Ｓ３社（子法人） 

通算前所得

(欠損) 

所得事業年度 

500 

（上記⑴算式

②） 

所得事業年度 

100 

（上記⑴算式

②） 

欠損事業年度 

▲50 

（上記⑵算式

②） 

欠損事業年度 

▲250 

（上記⑵算式

②） 

損益通算 

Ｐ社500＋Ｓ１社100＝600 

通算前所得金額の合計額 

（上記⑴算式③） 

（上記⑵算式①） 

Ｓ２社▲50＋Ｓ３社▲250＝▲

300 

通算前欠損金額の合計額 

（上記⑴算式①） 

（上記⑵算式③） 

▲300×

500/600＝250 

⇒損金算入 

▲300×

100/600＝50 

⇒損金算入 

300(※)×

50/300＝50 

⇒益金算入 

300(※)×

250/300＝250 

⇒益金算入 

損益通算後 所得250 所得50 欠損0 欠損0 

(※) 通算前所得金額の合計額（600）が通算前欠損金額の合計額（▲300）を超えるこ

とから、通算前欠損金額の合計額（▲300）が上限となる（法64の５④一）。 

 

 

① 他の通算法人の基準日に

終了する事業年度の通算前

所得金額の合計額（その合計

額が③の金額を超える場合

は③の金額） 

③ 通算法人の欠損事業年度及び他の通

算法人の基準日に終了する事業年度に

おいて生ずる通算前欠損金額の合計額 

② 通算法人の欠損事業年度において

生ずる通算前欠損金額 

× 

通算対象所得金額 
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ロ 通算前欠損金額の合計額が通算前所得金額の合計額より多い場合 

 Ｐ社（親法人） Ｓ１社（子法人） Ｓ２社（子法人） Ｓ３社（子法人） 

通算前所得

(欠損) 

所得事業年度 

250 

（上記⑴算式

②） 

所得事業年度 

50 

（上記⑴算式

②） 

欠損事業年度 

▲500 

（上記⑵算式

②） 

欠損事業年度 

▲100 

（上記⑵算式

②） 

損益通算 

Ｐ社250＋Ｓ１社50＝300 

通算前所得金額の合計額 

（上記⑴算式③） 

（上記⑵算式①） 

Ｓ２社▲500＋Ｓ３社▲100＝▲

600 

通算前欠損金額の合計額 

（上記⑴算式①） 

（上記⑵算式③） 

▲300(※)×

250/300＝250 

⇒損金算入 

▲300(※)×

50/300＝50 

⇒損金算入 

300×500/600

＝250 

⇒益金算入 

300×100/600

＝50 

⇒益金算入 

損益通算後 所得0 所得0 

欠損▲250 

⇒翌事業年度

へ繰り越す欠

損金 

欠損▲50 

⇒翌事業年度

へ繰り越す欠

損金 

(※) 通算前欠損金額の合計額（▲600）が通算前所得金額の合計額（300）を超えるこ

とから、通算前所得金額の合計額（300）が上限となる（法64の５②一）。 
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損益通算の対象とはならない欠損金額等 

 

（問50） 

通算制度において、損益通算の対象となる欠損金額等が制限されることはありますか。 

 

【回答】 

 次の⑴及び⑵の場合におけるそれぞれの金額は、損益通算の対象となりません。 

 ⑴ 通算法人（通算制度の開始・加入時に時価評価の対象とならない法人に限ります。）

が、通算制度の承認の効力が生じた日の５年前の日又は通算法人の設立の日のうち

いずれか遅い日からその通算制度の承認の効力が生じた日まで継続して通算親法人

との間に支配関係がない場合において、他の通算法人との間の共同事業に係る要件

を満たさないときにおける、一定の欠損金額 

 ⑵ 法人税法第64条の８の規定により損金の額に算入される金額がある場合において、

被合併法人又は残余財産が確定した他の内国法人に制限対象額があるときにおける、

その制限対象額に達するまでの金額 

 

【解説】 

⑴ 通算法人（通算制度の開始・加入時に時価評価の対象とならない法人に限ります。）

が、通算制度の承認の効力が生じた日の５年前の日又は通算法人の設立の日のうちい

ずれか遅い日からその通算制度の承認の効力が生じた日まで継続して通算親法人（そ

の通算法人が通算親法人である場合には、他の通算法人のいずれか）との間に支配関

係がない場合において、その通算制度の承認の効力が生じた後にその通算法人と他の

通算法人とが共同で事業を行う一定の場合に該当しないときは、その通算法人の次表

の事業年度（イにあっては、特定資産に係る譲渡等損失額の損金不算入の規定（法64

の14①）（注１）の適用がある事業年度を除きます。）におけるそれぞれの金額は損益

通算の対象とはならないこととされています（法64の６①③、令112の２④、131の８

①②）。 

 事業年度 損益通算の対象外となる金額 

イ  下記ロ以外の事業年度 

通算法人のその事業年度において生ずる通

算前欠損金額のうちその事業年度の適用期間

（注２）において生ずる特定資産譲渡等損失額

（注３）に達するまでの金額（法 64 の６①） 

ロ 

 多額の償却費の額が生ず

る事業年度（注４）（令 131

の８⑥） 

通算法人の適用期間（注２）内の日を含むそ

の事業年度において生ずる通算前欠損金額（法

64 の６③） 

 

(注１) 通算法人が支配関係発生日以後に新たな事業を開始したときは、その通算法人
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の適用期間（注５）において生ずる特定資産譲渡等損失額は、その通算法人の各

事業年度において損金の額に算入しないこととされています。 

(注２) 通算制度の承認の効力が生じた日から同日以後３年を経過する日とその通算法

人がその通算法人に係る通算親法人との間に最後に支配関係を有することとなっ

た日（その通算法人が通算親法人である場合には、他の通算法人のうちその通算

法人との間に最後に支配関係を有することとなった日が最も早いものとの間に最

後に支配関係を有することとなった日。以下「支配関係発生日」といいます。）以

後５年を経過する日とのうちいずれか早い日までの期間をいいます。 

(注３) 特定資産譲渡等損失額とは、次の(ｲ)から(ﾛ)を控除した金額をいいます（法64

の６②、令123の８②～⑦、131の８③④）。 

(ｲ) 通算法人が有する資産（棚卸資産、帳簿価額が少額であるものその他の一定

のものを除きます。）で支配関係発生日の属する事業年度開始の日前から有して

いたもの（これに準ずるものとして一定のものを含みます。以下「特定資産」

といいます。）の譲渡、評価換え、貸倒れ、除却その他の事由による損失の額と

して一定の金額の合計額 

(ﾛ) 特定資産の譲渡、評価換えその他の事由による利益の額として一定の金額の

合計額 

(注４) 多額の償却費の額が生ずる事業年度とは、次の(ｲ)のうちに(ﾛ)の占める割合が

30％を超える事業年度をいいます。 

(ｲ) その事業年度の収益に係る原価の額及びその事業年度の販売費、一般管理費

その他の費用として確定した決算において経理した金額の合計額 

(ﾛ) 通算法人がその有する減価償却資産につきその事業年度においてその償却費

として損金経理をした金額（特別償却準備金として積み立てられた金額を含み、

前事業年度から繰り越された償却限度超過額を除きます。）の合計額 

(注５) 通算制度の承認の効力が生じた日とその事業を開始した日の属する事業年度開

始の日とのうちいずれか遅い日からその効力が生じた日以後３年を経過する日と

その支配関係発生日以後５年を経過する日とのうちいずれか早い日までの期間を

いいます。 
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⑵ 通算法人の各事業年度において法人税法第64条の８の規定により損金の額に算入さ

れる金額がある場合において、被合併法人又は残余財産が確定した他の内国法人に制

限対象額（注６）があるときは、その通算法人の当該各事業年度において生ずる通算

前欠損金額のうち制限対象額に達するまでの金額は、損益通算の対象とはならないこ

ととされています（法64の６④）。 

 （注６） 制限対象額とは、通算グループ内の法人間の合併に係る被合併法人又は通

算グループ内の残余財産が確定した他の内国法人の最後事業年度の欠損金額

で合併法人又は株主である通算法人において、法人税法第64条の８の規定に

より損金算入されるものの生じた事業年度について上記⑴又は⑵の規定を適

用したならば損益通算の対象とはならないこととされる金額をいいます。な

お、残余財産が確定した他の内国法人に株主等が２以上あるときは、その金

額に相当する金額を当該他の内国法人の発行済株式又は出資（他の内国法人

が有する自己の株式又は出資を除きます。）の総数又は総額で除し、これにそ

の通算法人の有する当該他の内国法人の株式又は出資の数又は金額を乗じて

計算した金額が制限対象額となります。 

 

（参考） 

 当初申告における損益通算の計算及び通算制度の開始・加入の際の過年度の欠損金 

額の取扱いについては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問49 通算制度の当初申告における損益通算の計算 

 問52 通算制度の開始・加入の際の過年度の欠損金額の切捨て 

▲＝その事業年度において生じた欠損金額 
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所得の金額が当初申告と異なることとなった場合の損益通算の取扱い 

 

（問51） 

事後の税務調査により損益通算前の所得の金額が当初（期限内）申告と異なることと

なった場合、通算法人の損益通算の計算はどのように行うこととなりますか。 

 

【回答】 

原則として、損益通算に係る損金算入額又は益金算入額は期限内申告の金額に固定し

て、その通算法人の所得の金額を計算することとなります。 

ただし、通算法人の全てについて期限内申告において所得金額が零又は欠損金額があ

るなど一定の要件に該当する場合には、通算グループ内の全法人が損益通算を再計算（全

体再計算）することとなります。 

このほか、欠損金の繰越期間に対する制限を潜脱するためや、離脱法人に欠損金を帰

属させるために、あえて誤った期限内申告を行うなど、法人税の負担を不当に減少させ

る結果となると認められるときは、税務署長は、損益通算を適用（全体再計算）するこ

とができます。 

 

【解説】 

⑴ 遮断措置（期限内申告に固定） 

損益通算の規定（法64の５①③）により通算対象欠損金額又は通算対象所得金額を

損金算入又は益金算入する場合において、その損金算入額を計算する場合における通

算法人の所得事業年度若しくは他の通算法人の基準日に終了する事業年度又はその益

金算入額を計算する場合における通算法人の欠損事業年度若しくは他の通算法人の基

準日に終了する事業年度（以下「通算事業年度」といいます。）の通算前所得金額又は

通算前欠損金額が、その通算事業年度の期限内申告書に添付された書類に通算前所得

金額又は通算前欠損金額として記載された金額（以下それぞれ「当初申告通算前所得

金額」又は「当初申告通算前欠損金額」といいます。）と異なるときは、当初申告通算

前所得金額を通算前所得金額と、当初申告通算前欠損金額を通算前欠損金額と、それ

ぞれみなすこととされています（法64の５⑤）。 

したがって、通算法人が修正申告書の提出を行う場合又は税務署長が更正する場合

には、原則として、損益通算に係る損金算入額又は益金算入額は期限内申告の金額に

固定して、その通算法人の所得の金額を計算することとなります。 

⑵ 遮断措置の不適用（全体再計算） 

通算事業年度（期限内申告書を提出した事業年度に限ります。）のいずれかについて

修正申告書の提出又は更正がされる場合において、次のイ～ハに掲げる要件の全てに

該当するときは、上記⑴の遮断措置は適用しないこととされています（法64の５⑥、

令131の７①）。 
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 イ 通算事業年度の全てについて、期限内申告書にその通算事業年度の所得の金額と

して記載された金額が零であること又は期限内申告書にその通算事業年度の欠損金

額として記載された金額があること【要件１】 

 ロ 通算事業年度のいずれかについて、期限内申告書に添付された書類にその通算事

業年度の通算前所得金額として記載された金額が過少であり、又は期限内申告書に

添付された書類にその通算事業年度の通算前欠損金額として記載された金額が過大

であること【要件２】 

 ハ 通算事業年度のいずれかについて、損益通算の遮断措置の不適用（法64の５⑥）、

欠損金の通算の遮断措置の不適用（法64の７⑧）、関連法人株式等に係る配当等の額

から控除する利子の額の全体計算の遮断措置の不適用（令19⑦）及び交際費等の損

金不算入の遮断措置の不適用（措法61の４③四）の規定を適用しないものとして計

算した場合におけるその通算事業年度の所得の金額が零を超えること【要件３】 

  すなわち、通算グループ全体では所得金額がないにもかかわらず、期限内申告額に 

 固定することにより所得金額が発生する法人が生ずることのないようにするため、一 

 定の要件に該当する場合には、損益通算の規定の計算に用いる所得の金額及び欠損金 

 額を当初申告額に固定せずに、通算グループ全体で再計算されます。 

  したがって、これらの３要件全てを満たす場合には、通算グループ内の法人全てに

ついて、損益通算の計算を期限内申告の所得金額に固定せずに再計算（全体再計算）

することとなります。 

  このほか、税務署長は、例えば、欠損金の繰越期間に対する制限を潜脱するためや、 

 離脱法人に欠損金を帰属させるためにあえて誤った期限内申告を行うなど法人税の負 

 担を不当に減少させる結果となると認めるときは、通算グループ内の法人全てについ 

 て、損益通算の計算を期限内申告の所得金額に固定せずに再計算（全体再計算）する 

 ことができます（法64の５⑧）。 

⑶ 計算例 

 イ 遮断措置の適用がある場合 

   次の計算例は、期限内申告において通算前欠損金額▲250と記載したＳ３社が、所

得300を加算して修正申告をする場合のＳ３社の所得金額の計算です。 

なお、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社については、損益通算の遮断措置の適用があるた

め、所得金額の変動はありません。 
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 Ｐ社（親法人） Ｓ１社 

（子法人） 

Ｓ２社 

（子法人） 

Ｓ３社 

（子法人） 

通算前所得

(欠損) 

500 

 

100 

 

▲50 

 

▲250 

⇒50（＋300） 

損益通算 

Ｐ社 500＋Ｓ１社 100＝600 

通算前所得金額の合計額 

Ｓ２社▲50＋Ｓ３社▲250＝▲

300 

通算前欠損金額の合計額 

▲300×

500/600＝250 

⇒損金算入 

▲300×

100/600＝50 

⇒損金算入 

300(※１)×

50/300＝50 

⇒益金算入 

300(※１)×

250/300＝250 

⇒益金算入 

損益通算による益金算入額又は損金算入額を計算する基礎となる

通算前所得金額又は通算前欠損金額は、期限内申告書に添付された

書類に記載された金額に固定する（法 64 の５⑤）。 

損益通算後 所得 250 所得 50 欠損 0 所得 300(※２) 

  （※１） 通算前所得金額の合計額（600）が通算前欠損金額の合計額（▲300）を 

      超えることから、通算前欠損金額の合計額（▲300）が上限となります（法 

      64の５④一）。 

  （※２） 損益通算前の所得50に、期限内申告における損益通算による益金算入額 

      250を加えた金額となります（法64の５④⑤）。 

  

ロ 遮断措置が不適用となる場合 

  次の計算例は、期限内申告において通算前欠損金額▲100と記載したＳ３社が、所

得200を加算して修正申告をする場合ですが、下記(ｲ)の要件判定の結果、上記⑴の

遮断措置が不適用となるため、下記(ﾛ)の全体再計算を行うこととなります。 

 (ｲ) 要件判定 

     上記⑵の要件１から要件３までの全てに該当するかを判定します。 

 Ｐ社（親法人） Ｓ１社 

（子法人） 

Ｓ２社 

（子法人） 

Ｓ３社 

（子法人） 

通算前所得

(欠損) 

250 

 

50 

 

▲500 

 

▲100 

⇒100（＋200） 

損益通算 

Ｐ社 250＋Ｓ１社 50＝300 

通算前所得金額の合計額 

Ｓ２社▲500＋Ｓ３社▲100＝

▲600 通算前欠損金額の合計額 

250 

⇒損金算入 

50 

⇒損金算入 

250 

⇒益金算入 

50 

⇒益金算入 

損益通算後 
所得 0 所得 0 欠損▲250 

 

欠損▲50 

⇒所得 150 

 

  

【要件２】通算前欠損金額が実際より過大 

【要件３】Ｓ３社の益金算入額 50 を固定して計算した場合の所得金額（150）＞０ 

【要件１】 通算法人の全てについて、期限内申告所得金額＝０又は期限内申告欠損金額あり 
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     要件１から要件３までの全てに該当することから、全体再計算を行います。 

   (ﾛ) 全体再計算 

 Ｐ社（親法人） Ｓ１社 

（子法人） 

Ｓ２社 

（子法人） 

Ｓ３社 

（子法人） 

通算前所得

(欠損) 

250 

所得事業年度 

50 

所得事業年度 

▲500 

欠損事業年度 

▲100 

⇒100（＋200） 

所得事業年度 

損益通算 

Ｐ社 250＋Ｓ１社 50＋Ｓ３社

100＝400 

通算前所得金額の合計額 

Ｓ２社▲500 

通算前欠損金

額 

通算前所得

（100）をＰ社及

びＳ１社と合算 

▲400(※３)

×250/400＝

250 

⇒損金算入 

▲400(※３)×

50/400＝50 

⇒損金算入 

400×500/500

＝400 

⇒益金算入 

▲400(※３)×

100/400＝100 

⇒損金算入 

損益通算後 所得 0 所得 0 
欠損▲250 

⇒欠損▲100 

欠損▲50 

⇒所得 0 

（※３） 通算前欠損金額の合計額（▲500）が通算前所得金額の合計額（400）

を超えることから、通算前所得金額の合計額（400）が上限となります

（法64の５②一）。 

 

 （参考） 

   当初申告における損益通算の計算については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

   問49 通算制度の当初申告における損益通算の計算 
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通算制度の開始・加入の際の過年度の欠損金額の切捨て 

 

（問52） 

通算法人において過年度の欠損金額が切り捨てられるのはどのような場合ですか。 

 

【回答】 

通算法人が次の⑴又は⑵に該当する場合には、それぞれの場合に応じてその有する過

年度の欠損金額のうち、所定の金額が切り捨てられます。 

⑴ 時価評価除外法人に該当しない場合 

⑵ 時価評価除外法人に該当する場合で支配関係発生日後に新たな事業を開始するな 

 ど一定の要件に該当する場合 

 

【解説】 

⑴ 時価評価除外法人に該当しない場合（時価評価を要する法人の場合） 

通算法人が時価評価除外法人（通算制度の開始・加入時に時価評価の対象とならな

い法人をいいます。以下同じです。）に該当しない場合（その通算法人が通算子法人で

ある場合には、通算制度の承認の効力が生じた日から同日の属する通算親法人の事業

年度終了の日までの間に通算制度の承認の効力を失ったときを除きます。）には、その

通算法人（その通算法人であった内国法人を含みます。）の通算制度の承認の効力が生

じた日以後に開始する各事業年度については、同日前に開始した各事業年度において

生じた欠損金額はないものとされます（法57⑥）。 

⑵ 時価評価除外法人に該当する場合（時価評価を要しない法人の場合） 

  通算法人で時価評価除外法人に該当する法人が①通算制度の承認の効力が生じた日

の５年前の日又はその通算法人の設立の日のうちいずれか遅い日からその承認の効力

が生じた日まで継続して通算親法人（その通算法人が通算親法人である場合には、他

の通算法人のいずれか）との間に支配関係がある場合に該当しない場合で、かつ、②

通算制度の承認の効力が生じた後にその通算法人と他の通算法人とが共同で事業を行

う一定の場合に該当しない場合において、③その通算法人が通算親法人との間に最後

に支配関係を有することとなった日（以下「支配関係発生日」(注)といいます。）以後

に新たな事業を開始したときは、その承認の効力が生じた日以後に開始する各事業年

度については、次のイ及びロの欠損金額はないものとされます（法57⑧、令112の２③

④）。 

イ その通算法人の支配関係事業年度（支配関係発生日の属する事業年度をいいます。

以下同じです。）前の各事業年度において生じた欠損金額 

ロ その通算法人の支配関係事業年度以後の各事業年度において生じた欠損金額のう

ち法人税法第64条の14第２項に規定する特定資産譲渡等損失額に相当する金額から

成る部分の金額等一定の金額 

   

-103-



(注) 支配関係発生日は、その通算法人が通算親法人である場合には、他の通算法人

のうちその通算法人との間に最後に支配関係を有することとなった日が最も早い

ものとの間に最後に支配関係を有することとなった日となります。 

 

 時価評価を要する法人、時価評価を要しない法人それぞれにおいて欠損金額が切り捨

てられる場合を図示すると以下のとおりです。 

 

（参考） 

時価評価除外法人、損益通算の対象とはならない欠損金額等及び特定欠損金額につ

いては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問38 通算制度の開始に伴う時価評価を要しない法人 

  問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

  問50 損益通算の対象とはならない欠損金額等 

  問53 過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 
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過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 

 

（問53） 

通算親法人となるＰ社（３月決算）と、Ｐ社による完全支配関係を有する通算子法人

となるＳ社は、通算制度の承認を受けてＸ６年４月１日から通算制度を開始しました。 

時価評価除外法人に該当するＰ社とＳ社の間には、その通算制度の開始日（Ｘ６年４

月１日）の５年前の日（Ｘ１年３月31日）から継続して支配関係があります。 

Ｐ社には、通算制度を開始する前の事業年度において生じた欠損金額がありますが、

この欠損金額は、通算制度を開始した日以後に開始する事業年度において、Ｐ社の損金

の額に算入できますか。 

 

【回答】 

Ｐ社の欠損金額は、通算制度を開始した日以後に開始する事業年度において、特定欠

損金額として、Ｐ社の損金の額に算入することとなります。 

 

【解説】 

 通算法人が時価評価除外法人（通算制度の開始・加入時に時価評価の対象とならない

法人をいいます。以下同じです。）に該当しない場合（その通算法人が通算子法人である

場合には、通算制度の承認の効力が生じた日から同日の属する通算親法人の事業年度終

了の日までの間に通算制度の承認の効力を失ったときを除きます。）には、その通算法人

（その通算法人であった内国法人を含みます。）の通算制度の承認の効力が生じた日以後

に開始する各事業年度については、同日前に開始した各事業年度において生じた欠損金

額はないものとされます（法57⑥）。 

 また、通算法人で時価評価除外法人に該当する法人が、①通算制度の承認の効力が生

じた日の５年前の日などの一定の日からその承認の効力が生じた日まで継続して通算親

法人（その通算法人が通算親法人である場合には、他の通算法人のいずれか）との間に

支配関係がある場合に該当しない場合で、かつ、②その承認の効力が生じた後に共同で

事業を行う一定の場合に該当しない場合において、③支配関係発生日以後に新たな事業

を開始した場合には、過年度の欠損金額のうち所定の金額が切り捨てられることとされ

ています（法57⑧）。 

したがって、通算親法人で時価評価除外法人に該当する法人が、通算制度の承認の効

力が生じた日の５年前の日から通算子法人との間に支配関係がある場合には、通算制度

の開始に伴い通算制度を開始する前の事業年度において生じた欠損金額が切り捨てられ

ることはありません。 

 この場合、通算制度を開始する前の事業年度において生じた欠損金額は、通算制度の

承認の効力が生じた日以後の事業年度においては、特定欠損金額として、一定の方法に

より算出した損金算入額を通算親法人の損金の額に算入することとなります（法64の７

①②）。 
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 この特定欠損金額とは、次の金額をいいます（法64の７②）。 

⑴ 通算法人（時価評価除外法人に限ります。）の最初通算事業年度（通算制度の承認

の効力が生じた日以後最初に終了する事業年度をいいます。）開始の日前10年以内に

開始した各事業年度において生じた欠損金額 

⑵ 通算法人を合併法人とする適格合併（被合併法人がその通算法人との間に通算完

全支配関係がない法人であるものに限ります。）が行われたこと又は通算法人との間

に完全支配関係がある他の内国法人でその通算法人が発行済株式若しくは出資の全

部若しくは一部を有するもの（その通算法人との間に通算完全支配関係がないもの

に限ります。）の残余財産が確定したことに基因して法人税法第57条第２項の規定に

よりこれらの通算法人の欠損金額とみなされた金額 

⑶ 通算法人に該当する事業年度において生じた欠損金額のうち法人税法第64条の６

の規定により損益通算の対象外とされたもの 

 本件では、Ｐ社は、通算親法人で時価評価除外法人に該当し、通算制度を開始しよう 

とする日（Ｘ６年４月１日）の５年前の日（Ｘ１年３月31日）から継続して通算子法人 

であるＳ社との間に支配関係があることから、Ｐ社の通算制度を開始する前の事業年度 

において生じた欠損金額は切り捨てられることはありません。 

 また、Ｐ社の通算制度を開始する前の事業年度において生じた欠損金額は、上記⑴の

欠損金額に該当し、通算制度の承認の効力が生じた日以後の事業年度において、特定欠

損金額としてＰ社の損金の額に算入することができます。 

 

（参考） 

時価評価除外法人、損益通算の対象とはならない欠損金額等、通算制度の開始・加

入の際の過年度の欠損金額の切捨て及び通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の

計算方法については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

問38 通算制度の開始に伴う時価評価を要しない法人 

問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

問50 損益通算の対象とはならない欠損金額等 

問52 通算制度の開始・加入の際の過年度の欠損金額の切捨て 

問54 通算制度の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法 
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通算法人の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法 

 

（問54） 

 Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社（同一の通算グループ内の通算法人で、いずれも３月決算で

す。）は、前期において生じた次の欠損金額を有しており、また、当期の期限内申告にお

ける欠損金額を控除する前の所得の金額（法57①。以下「所得金額」といいます。）はそ

れぞれ次のとおりです。 

 前期 当期 

特定欠損金額 特定欠損金額 

以外の欠損金額 

欠損金額 

の合計 

所得金額 

Ｐ社 0 150 150 220 

Ｓ１社 50 70 120 80 

Ｓ２社 0 300 300 180 

合計 50 520 570 480 

この場合の当期におけるＰ社、Ｓ１社及びＳ２社の欠損金額の損金算入額の計算はそ

れぞれどのように行うのでしょうか。 

なお、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社は、中小法人等などの法人には該当しません。 

 

【回答】 

本件における欠損金額の損金算入額の計算は、まず、各通算法人の特定欠損金額の損

金算入額の計算を行い、次に、特定欠損金額以外の欠損金額の通算グループ全体の合計

額を各通算法人に配賦して各通算法人の非特定欠損金額を計算し、非特定欠損金額の損

金算入額の計算を行います。 

各通算法人の欠損金額の損金算入額は、特定欠損金額の損金算入額と非特定欠損金額

の損金算入額の合計額となります。 

その結果、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社の損金算入額は、それぞれ104、50及び86となりま

す。 

 

【解説】 

１ 通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の計算 

通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の計算は、欠損金の繰越控除の規定（法

57①）の適用を受ける事業年度（以下「適用事業年度」といいます。）開始の日前10年

以内に開始した各事業年度（以下「10年内事業年度」といいます。）のうち最も古い事

業年度から順番に、その10年内事業年度ごとに計算を行い、その10年内事業年度ごと

に計算した損金算入額の合計額が、その通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額と

なります（法64の７①）。 

その10年内事業年度ごとの欠損金額の損金算入額の計算は、まず、特定欠損金額の

損金算入額の計算を行い(法64の７①三イ)、次に、特定欠損金額以外の欠損金額の通
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算グループ全体の合計額を各通算法人に配賦して、各通算法人の非特定欠損金額を計

算し（法64の７①二ロ～ニ）、その非特定欠損金額の損金算入額の計算を行います（法

64の７①三ロ）。 

その10年内事業年度ごとの通算法人の欠損金額の損金算入額は、特定欠損金額の損

金算入額と非特定欠損金額の損金算入額の合計額となります（法64の７①三）。 

 

２ 10年内事業年度ごとの特定欠損金額の損金算入額 

  10年内事業年度ごとの特定欠損金額の損金算入額は、その10年内事業年度の特定欠

損金額のうち、特定欠損金額の損金算入限度額（以下「特定損金算入限度額」といい

ます。）に達するまでの金額となります（法64の７①三イ）。 

⑴ 特定損金算入限度額の計算（法64の７①三イ） 

   特定損金算入限度額は、次の算式により計算した金額となります。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   なお、上記算式における②の金額が③の金額に占める割合が１を超える場合には、

その割合を１として計算し、③の金額が零の場合には、その割合は零として計算し

ます。 

   すなわち、通算グループ全体の損金算入限度額の合計額を上限とした各通算法人

の特定欠損金額（欠損控除前所得金額を限度）の合計額を、各通算法人のそれぞれ

の特定欠損金額（欠損控除前所得金額を限度）の比で配賦した金額が、この特定損

金算入限度額となります。 

(注１) 損金算入限度額とは、法人税法第57条第１項ただし書に規定する損金算入限

度額、すなわち、その通算法人の所得金額の50％に相当する金額（中小法人等、

更生法人等及び新設法人については、所得金額）をいいます。 

(注２) この合計額からは、その10年内事業年度より古い10年内事業年度で生じた欠

損金額とされた金額で法人税法第57条第１項により損金算入される金額の合計

額を控除します。 

(注３) 欠損控除前所得金額とは、法人税法第57条第１項の規定等を適用しないもの

として計算した場合における適用事業年度の所得金額から、その10年内事業年

度より古い10年内事業年度で生じた欠損金額とされた金額で法人税法第57条第

① その通算法人のその10年

内事業年度の特定欠損金額

（欠損控除前所得金額(注

３)を限度） 

（法 64 の７①三イ柱書） 
③ 各通算法人のその 10 年内事業年度に

係る特定欠損金額（欠損控除前所得金額

を限度）の合計額 

（法 64 の７①三イ⑵⑶） 

② 各通算法人の適用事業年度に係る損

金算入限度額(注１)の合計額(注２) 

（法 64 の７①三イ⑴） × 

特定損金算入限度額 
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１項により損金算入される金額を控除した金額をいいます。 

 

 ⑵ 本件の特定欠損金額の損金算入額の計算 

   次のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

損金算入限度額 
（所得×50%） 

110 40 90 240 

特定欠損金額 ― 50 ― 50 

特定損金算入限
度額 

（上記⑴） 

― 50 
＝50×１

（240/50>１） 

― 50 

特定欠損金額 
の損金算入額 

― 50 ― 50 

 

３ 10年内事業年度ごとの非特定欠損金額の損金算入額 

  10年内事業年度ごとの非特定欠損金額の損金算入額は、その10年内事業年度の非特

定欠損金額のうち、非特定欠損金額の損金算入限度額（以下「非特定損金算入限度額」

といいます。）に達するまでの金額となります（法64の７①三ロ）。 

 ⑴ 各通算法人の非特定欠損金額の計算 

   非特定損金算入限度額の計算を行う場合には、まず、その10年内事業年度に生じ

た欠損金額のうち特定欠損金額以外の金額の通算グループ全体の合計額を各通算法

人に配賦して、各通算法人の非特定欠損金額を計算します（法64の７①二）。 

   この非特定欠損金額とは、その10年内事業年度に通算法人で生じた特定欠損金額

以外の欠損金額に、①次の⑵の算式により計算した金額（以下「非特定欠損金配賦

額」といいます。）がその特定欠損金額以外の欠損金額を超える場合にはその超える

部分の金額（以下「被配賦欠損金額」といいます。）を加算し、②非特定欠損金配賦

額がその特定欠損金額以外の欠損金額に満たない場合にはその満たない部分の金額

（以下「配賦欠損金額」といいます。）を控除した金額をいいます（法64の７①二）。 

すなわち、通算グループ全体の特定欠損金額以外の欠損金額の合計額を、各通算法

人のそれぞれの損金算入限度額(注４)の比で配賦した金額が、この非特定欠損金額

となります。 

⑵ 非特定欠損金配賦額 

   非特定欠損金配賦額とは、次の算式により計算した金額をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

① 各通算法人のその 10

年内事業年度に係る特

定欠損金額以外の欠損

金額の合計額 

（法 64 の７①二ハ⑴） 

③ 各通算法人の適用事業年度に係る損

金算入限度額の合計額 

（法 64 の７①二ハ⑵⑶） 

② その通算法人の適用事業年度の損金

算入限度額(注４) 

（法 64 の７①二ハ⑵） 

× 

非特定欠損金配賦額 
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(注４) 上記⑴及び⑵の損金算入限度額からは、(ⅰ)その10年内事業年度より古い10年

内事業年度で生じた欠損金額とされた金額で法人税法第57条第１項により損金

算入される金額及び(ⅱ)その10年内事業年度に係る対応事業年度で生じた特定欠

損金額で法人税法第57条第１項により損金算入される金額を控除します。 

 

⑶ 本件の各通算法人の非特定欠損金額の計算 

   本件の各通算法人の非特定欠損金額の計算は次のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

繰越欠損金額 
【内 特定欠損金額】 

150【0】 120【50】 300【0】 570【50】 

損金算入限度額 
（所得×50%） 

110 40 90 240 

損金算入される 
特定欠損金額 

― 50 
上記２⑵ 

― 50 

損金算入される 
特定欠損金額控除後の 

損金算入限度額 

110 
上記⑵② 

0 
上記⑵② 

90 
上記⑵② 

200 
上記⑵③ 

特定欠損金額以外の 
欠損金額 

150 70 300 520 
上記⑵① 

非特定欠損金配賦額 

（上記⑵） 

520×110／
200＝286 

520 × 0 ／
200＝0 

520×90／
200＝234 

520 

被配賦欠損金額 
（上記⑴） 

286＞150 
286－150 
＝136 

― ― 136 

配賦欠損金額 
（上記⑴） 

― 0＜70 
70－0＝70 

234＜300 
300－234 
＝66 

136 

非特定欠損金額 
150＋136 
＝286 

70－70 
＝0 

300－66 
＝234 

520 

 

 ⑷ 非特定損金算入限度額の計算（法64の７①三ロ） 

   非特定損金算入限度額は、次の算式により計算した金額となります。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

① その通算法人のその10

年内事業年度の非特定欠

損金額 

（法 64 の７①三ロ柱書） 

③ 各通算法人のその 10 年内事業年度に係

る特定欠損金額以外の欠損金額の合計額

（法 64 の７①三ロ⑵） 

② 各通算法人の適用事業年度に係

る損金算入限度額の合計額(注５) 

（法 64 の７①三ロ⑴） 
× 

非特定損金算入限度額 
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   なお、この計算において、上記算式における②の金額が③の金額のうちに占める

割合（以下「非特定損金算入割合」といいます。）が１を超える場合には、その割合

を１として計算し、③の金額が零の場合には、その割合は零として計算します。   

すなわち、通算グループ全体の損金算入限度額の合計額を、各通算法人のそれぞ

れの非特定欠損金額の比で配賦した金額が非特定損金算入限度額となります。 

 （注５） この合計額からは、(ⅰ)その10年内事業年度より古い10年内事業年度で生じ

た欠損金額とされた金額で法人税法第57条第１項により損金算入される金額

の合計額及び(ⅱ)その10年内事業年度に係る対応事業年度で生じた特定欠損金

額で法人税法第57条第１項により損金算入される金額の合計額を控除します。 

 

⑸ 本件の各通算法人の非特定欠損金額の損金算入額の計算 

   次のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

非特定欠損金額 
（上記⑶） 

286 

 

0 

 

234 

 

520 

 

非特定損金算入割合 
（上記⑷の②／③） 

（240－50）／520＝190／520   

非特定損金算入限度額 
（上記⑷の①×②／③） 

104 
＝ 286× 190

／520 
 

0 
 
 
 

86 
＝ 234× 190

／520 
 

190 
 
 
 

非特定欠損金額 
の損金算入額 

104 0 86 190 

 

４ 10年内事業年度ごとの欠損金の損金算入額 

  本件の10年内事業年度ごとの欠損金の損金算入額は次のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

非特定欠損金額 
の損金算入額（上記３

⑸）（Ｘ） 
104 0 86 190 

特定欠損金額の損金算入
額（上記２⑵）（Ｙ） 

― 50 ― 50 

欠損金額の損金算入額 
（Ｘ＋Ｙ） 

104 50 86 240 

 

５ 通算法人の損金算入欠損金額及び翌期以後の繰越欠損金額の計算 

  各通算法人の当期における欠損金額の損金算入額は上記４のとおりとなりますが、

翌期以後に繰り越す欠損金額は、次の⑴の損金算入欠損金額が各通算法人の損金の額

に算入されたものとして計算を行います（法64の７①四）。 

 ⑴ 損金算入欠損金額 

   損金算入欠損金額とは、次のイ及びロの金額の合計額をいいます。 
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イ その通算法人のその10年内事業年度において生じた特定欠損金額のうち特定損

金算入限度額に達するまでの金額 

ロ その通算法人のその10年内事業年度において生じた特定欠損金額以外の欠損金

額に非特定損金算入割合を乗じて計算した金額 

⑵ 本件の各通算法人の損金算入欠損金額及び翌期以後の繰越欠損金額の計算 

    次のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

繰越欠損金額 
【内 特定欠損金額】 

150【0】 120【50】 300【0】 570【50】 

特定欠損金額の損金算
入額（上記⑴イ）（①） 

― 50 ― 50 

特定欠損金額以外の欠
損金×非特定損金算入
割合（上記⑴ロ）（②） 

54 
＝150×190

／520 

26 
＝ 70 × 190 ／

520 

110 
＝300×190／

520 

190 

損金算入欠損金額 
（上記⑴）（①＋②） 

54 76 110 240 

翌期繰越欠損金額 
【内 特定欠損金額】 

96【0】 
＝150－54 

44【0】 
＝120－76 

190【0】 
＝300－110 

330【0】 

 

（参考） 

  特定欠損金額及び修正申告等があった場合の過年度の欠損金額の損金算入額の計算

方法については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問53 過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 

  問55 修正申告等があった場合の通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の計算

方法 
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修正申告等があった場合の通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の

計算方法 
 

（問55） 

Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社（同一の通算グループ内の通算法人で、いずれも３月決算で

す。）は、前期において生じた次の欠損金額を有しており、また、当期の期限内申告にお

ける欠損金額を控除する前の所得の金額（法57①、以下「所得金額」といいます。）は次

のとおりです。 

 前期 当期 

特定欠

損金額 

特定欠損金

額以外の欠

損金額 

欠損金額 

の合計 

期限内申告

の所得金額 

修正申告後

の所得金額 

期限内申告

における過

年度の欠損

金額の損金

算入額 

Ｐ社 0 150 150 220 600 104 

Ｓ１社 50 70 120 80 180 50 

Ｓ２社 0 300 300 180 - 86 

合計 50 520 570 480 - 240 

その後、税務調査によりＰ社及びＳ１社の所得金額がそれぞれ600及び180となったた

め、Ｐ社及びＳ１社は修正申告を行うこととなりました。 

この場合のＰ社及びＳ１社の欠損金額の損金算入額の計算はそれぞれどのように行い

ますか。また、Ｓ２社は、Ｐ社及びＳ１社の修正申告に伴い、損金算入額を再計算する

必要はありますか。 

なお、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社は、中小法人等などの法人には該当しません。 

 

【回答】 

期限内申告において通算グループ内の他の通算法人との間で欠損金額を固定する調整

をした上で、Ｐ社及びＳ１社はそれぞれの法人のみで損金算入額を計算することとなり

ます。 

本件については、Ｐ社及びＳ１社の期限内申告における損金算入額は、それぞれ104及

び50ですが、修正申告に伴いそれぞれ200及び94となります。 

一方、Ｓ２社において損金算入額の再計算を行う必要はありません。 

 

【解説】 

１ 他の通算法人の修正申告等による通算法人（自社）への影響の遮断 

   他の通算法人の次の⑴から⑹の金額が修正申告等により期限内申告書に添付された 

  書類に記載された金額と異なることとなった場合には、通算法人の欠損金の通算の規 

  定（法64の７①）による損金算入額の計算上は、その書類に記載された金額を次の⑴  
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  から⑹までの金額とみなすこととされています（法64の７④）。 

  すなわち、修正申告等により通算グループ内の他の通算法人の損金算入限度額等が  

 増減したとしても、その増減がなかった通算法人は、当該他の通算法人の損金算入限 

 度額等を期限内申告書に添付された書類に記載された金額に固定して損金算入額を算 

 出することにより、他の通算法人の修正申告等による影響を遮断することとしていま 

 す。 

 ⑴ 他の通算法人の損金算入限度額(注１) 

  ⑵ 他の通算法人において生じた欠損金額 

  ⑶ 他の通算法人において生じた特定欠損金額 

  ⑷ 上記⑵のうち他の通算法人の損金の額に算入される金額 

  ⑸ 上記⑶のうち他の通算法人の損金の額に算入される金額 

 ⑹ 他の通算法人の所得金額 

  本件については、Ｐ社及びＳ１社の修正申告によりそれぞれの所得金額が増加する

ことに伴い、Ｐ社及びＳ１社の損金算入限度額等が変動することとなりますが、Ｓ２

社は、その損金算入限度額等をＰ社及びＳ１社の期限内申告書に添付された書類に記

載された金額に固定して損金算入額を算出するため、原則として、これらの修正申告

によりＳ２社の損金算入額が変動することはありません。このため、Ｓ２社において

損金算入額の再計算を行う必要はありません。 

（注１） 損金算入限度額とは、法人税法第57条第１項ただし書に規定する損金算入限 

    度額、すなわち、その通算法人の所得金額の50％に相当する金額（中小法人等、 

    更生法人等及び新設法人については、所得金額）をいいます（法64の７①二ハ 

    ⑵）。 

 

２ 修正申告等を行った通算法人の過年度の欠損金額の損金算入額の計算 

  通算法人の修正申告等により損金算入限度額等の金額が期限内申告書に添付された 

 書類に記載された金額と異なることとなった場合には、その通算法人の損金の額に算 

 入される過年度の欠損金額は、次の⑴及び⑵の金額の合計額とされます（法64の７ 

 ⑤）。 

 ⑴ 期限内申告書に添付した書類に次のイからホまでの金額として記載された金額を 

  修正申告等後のイからホまでの金額とみなした場合における被配賦欠損金控除額  

  (注２)（法64の７⑤一）。 

   すなわち、当初申告において他の通算法人から配賦された欠損金額で通算法人の 

  所得金額から控除した金額は、損金の額に算入される金額となります。 

  イ 通算法人の損金算入限度額 

  ロ 通算法人において生じた欠損金額 

  ハ 通算法人において生じた特定欠損金額 

  ニ 通算法人の特定損金算入限度額 

  ホ 通算法人の非特定損金算入限度額 
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 ⑵ その通算法人の過年度の欠損金額のうち次のイの金額をないものとし、その通算 

  法人の損金算入限度額を次のロの金額とし、かつ、欠損金の通算の規定（法64の７ 

  ①二・三）を適用しないものとした場合に欠損金の繰越しの規定（法57①）により 

  損金の額に算入される金額（法64の７⑤二）。 

   すなわち、通算法人の過年度の欠損金額のうち、当初申告において他の通算法人 

  に配賦した欠損金額で他の通算法人の所得金額から控除した金額（次のイの金額） 

  を、その通算法人の過年度の欠損金額から控除したうえで、その控除後の欠損金額 

  のうち損金算入限度額とされる金額（次のロの金額）に達するまでの金額が、損金 

  の額に算入される金額となります。 

  イ 過年度の欠損金額のうち、ないものとされる金額  

    その通算法人において生じた欠損金額のうち、期限内申告書に添付した書類に 

   上記⑴のイからホまでの金額として記載された金額を修正申告等後のイからホま 

   での金額とみなした場合における配賦欠損金控除額（注３）（法64の７⑤二イ）。 

  ロ 損金算入限度額とされる金額 

    通算法人の修正申告等後の損金算入限度額に、次の①の金額がある場合にはそ 

   の金額を加算し、次の②の金額がある場合にはその金額を控除した金額から、上 

   記⑴の金額（被配賦欠損金控除額）を控除した金額(法64の７⑤二ロ)。 

    すなわち、修正申告等後の損金算入限度額に、期限内申告書で他の通算法人か 

   ら配賦を受けた損金算入限度額（次の①の金額）がある場合にはその金額を加算 

   し、他の通算法人に配賦をした損金算入限度額（次の②の金額）がある場合には 

   その金額を控除し、更に上記⑴で損金の額に算入される金額を控除した金額が、 

   損金算入限度額とされる金額となります。 

   ① 当初損金算入超過額（注４）（法64の７⑤二ロ⑴） 

    (ⅰ) 期限内申告書に添付された書類に法人税法第57条第１項の規定により損金

の額に算入される金額として記載された金額 

    (ⅱ) その通算法人の期限内申告書に添付された書類に記載された損金算入限度

額 

   ② 当初損金算入不足額（注５）に損金算入不足割合（注６）を乗じて計算した 

    金額（法64の７⑤二ロ⑵） 

（注２） 被配賦欠損金控除額とは、非特定欠損金配賦額が特定欠損金額以外の欠損金 

    額を超える場合のその超える部分の金額（法64の７①二ハ、以下「被配賦欠損 

    金額」といいます。）に非特定損金算入割合（法64の７①三ロ）を乗じて計算 

    した金額をいいます。 

（注３） 配賦欠損金控除額とは、非特定欠損金配賦額が特定欠損金額以外の欠損金額 

    に満たない場合のその満たない部分の金額（法64の７①二ニ、以下「配賦欠損 

    金額」といいます。）に非特定損金算入割合を乗じて計算した金額をいいます。

（注４） 当初損金算入超過額とは、⑵ロ①(ⅰ)の金額が(ⅱ)の金額を超える場合における 

    その超える部分の金額をいいます。 
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（注５） 当初損金算入不足額とは、⑵ロ①(ⅰ)の金額が(ⅱ)の金額に満たない場合におけ 

    るその満たない部分の金額をいいます。 

（注６） 損金算入不足割合とは、次の算式により計算した割合をいいます。 

 

 

 

３ Ｐ社及びＳ１社の修正申告における過年度の欠損金額の損金算入額の計算 

⑴ 期限内申告における過年度の欠損金額の損金算入額の計算 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

繰越欠損金額 
【内 特定欠損金額】 

150【0】 120【50】 300【0】 570【50】 

損金算入限度額 
（所得×50%） 

110 40 90 240 

損金算入される 
特定欠損金額 

― 50 ― 50 

損金算入特定欠損金額 
控除後の損金算入限度

額 
110 0 90 200 

特定欠損金額以外の 
欠損金額 

150 70 300 520 

非特定欠損金配賦額 
520× 110／
200＝286 

520×0／200
＝0 

520 × 90 ／
200＝234 

520 

被配賦欠損金額 
286－150 
＝136 

― ― 136 

配賦欠損金額 ― 
70－0 
＝70 

300－234 
＝66 

136 

非特定損金算入割合 36.5%＝（240－50）／520 

非特定損金算入限度額 
104 

＝286×36.5% 
0 

86 
＝234×36.5% 

190 

欠損金額の損金算入額 
【内 特定欠損金額】 

104 50【50】 86 240【50】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損金算入不足割合 
各通算法人の当初損金算入超過額の合計 

＝ 
各通算法人の当初損金算入不足額の合計 
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⑵ 修正申告におけるＰ社の損金算入額の計算 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

被配賦欠損金控除額
（Ｘ）上記２⑴ 

50 
＝136×36.5% 

 
配賦欠損金控除額 

上記２⑵イ 
― 

当初損金算入超過額 
上記２⑵ロ① 

― 
10 

＝50－40 
― 10 

当初損金算入不足額 
上記２⑵ロ② 

6 
＝110－104 

― 
4 

＝90－86 
10 

損金算入不足割合 100%＝10／10 

損金算入不足額×損金
算入不足割合 

（上記２⑵ロ②） 
6 

 

配賦欠損金控除額控除
後の繰越欠損金額 
（上記２⑵） 

150 
＝150－0 

損金算入限度額とされ
る金額（上記２⑵ロ） 

244 
＝300－6－50 

上記２⑵の損金算入額
(Ｙ) 

150 
150＜244 

Ｐ社の損金算入額 
（Ｘ＋Ｙ） 

200 

⑶ 修正申告におけるＳ１社の損金算入額の計算 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

被配賦欠損金控除額（Ｘ）
上記２⑴ 

 ―  

配賦欠損金控除額 
上記２⑵イ 

26 
＝70×36.5% 

当初損金算入超過額 
上記２⑵ロ① 

― 10 
＝50－40 

― 
10 

当初損金算入不足額 
上記２⑵ロ② 

6 
＝110－104 

― 4 
＝90－86 

10 

損金算入不足割合 100%＝10／10 

損金算入不足額×損金算入
不足割合（上記２⑵ロ②） 

 
 

― 
 

 
配賦欠損金控除額控除後の

繰越欠損金額 
（上記２⑵） 

94 
＝120－26 

損金算入限度額とされる金
額（上記２⑵ロ） 

100 
＝90＋10 

上記２⑵の損金算入額(Ｙ) 
94 

100＞94 

Ｓ１社の損金算入額 
（Ｘ＋Ｙ） 

94 
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（参考） 

  過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法については、次のＱ＆

Ａを参照してください。 

  問54 通算法人の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法 
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通算グループ内の通算子法人同士の適格合併が行われた場合の被合併法

人の欠損金額の取扱い 
 

（問56） 

通算親法人Ｐ社（３月決算）の通算子法人Ｓ２社は、Ｘ１年12月１日にＰ社の通算グ

ループの通算子法人Ｓ１社を合併法人とする適格合併を行いましたが、Ｓ２社のその合

併の日の前日の属する事業年度において欠損金額が生じています。この場合のＳ２社の

合併の日の前日の属する事業年度に生じた欠損金額及びその事業年度前の通算制度の適

用を受けていた事業年度に生じた欠損金額は、どのように取り扱われるのでしょうか。 

 

【回答】 

Ｓ２社の自Ｘ１年４月１日至Ｘ１年11月30日事業年度に生じた欠損金額は、Ｓ１社の

自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度において損金の額に算入されます。 

また、Ｓ２社の各事業年度に生じた欠損金額のうち、適格合併によりＳ１社の欠損金

額とみなされる金額は、Ｓ２社の特定欠損金額に達するまでの金額は特定欠損金額とし

て、それ以外の欠損金額は特定欠損金額以外の欠損金額として、それぞれＳ１社の欠損

金額に加算されます。 

 

【解説】 

 通算子法人が通算親法人の事業年度の中途において合併により解散した場合には、そ

の通算子法人はその合併の日において通算制度の承認の効力が失われ、通算親法人との

間に通算完全支配関係を有しなくなることから、その通算子法人の事業年度は、その有

しなくなった日の前日に終了することとなります（法14④二、64の10⑥五）。 

したがって、通算子法人の事業年度は通算親法人の事業年度終了の日に終了しないこ

とから、損益通算の規定（法64の５）等の適用はありません。 

 この場合に、その被合併法人である通算子法人のその合併の日の前日の属する事業年

度において欠損金額が生じたときは、その欠損金額に相当する金額は、その合併法人で

ある通算法人のその合併の日の属する事業年度において損金の額に算入されます（法64

の８）。 

 また、適格合併が行われた場合は、被合併法人の過年度の欠損金額（一定のものを除

きます。）は合併法人の欠損金額とみなされます（法57②）が、そのみなされた金額のう

ち、被合併法人の特定欠損金額に達するまでの金額は、その合併法人の特定欠損金額と

みなされ（法64の７③）、この特定欠損金額以外の金額は、合併法人の特定欠損金額以外

の欠損金額となります。 

 本件では、被合併法人であるＳ２社は、その事業年度開始の日（Ｘ１年４月１日）か

らその合併の日（Ｘ１年12月１日）の前日（Ｘ１年11月30日）までの事業年度について

申告を行う必要がありますが、その事業年度に生じた欠損金額は、Ｓ１社のその合併の

日の属する事業年度において損金の額に算入されることとなります。 
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 また、本件合併は適格合併であることから、被合併法人Ｓ２社の過年度の欠損金額で

適格合併により合併法人Ｓ１社の欠損金額とみなされた金額のうち、被合併法人Ｓ２社

の特定欠損金額に達するまでの金額は、合併法人Ｓ１社の特定欠損金額とみなされ、そ

れ以外の金額は合併法人Ｓ１社の特定欠損金額以外の欠損金額とみなされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

  

 

         ＝損益通算の規定等を適用する事業年度 

         ＝損益通算の規定等を適用しない事業年度 

 

（参考） 

  特定欠損金額及び通算法人の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計

算方法については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問53 過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 

  問54 通算法人の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法 

Ｐ社 

（３月決算） 

Ｓ１社 

（合併法人） 

Ｓ２社 

（被合併法人） 

適格合併の日 
Ｘ１.12.１ 

【欠損金額】 【損益通算後の欠損金額】 

法57②の規定によ
る引継ぎ 

法 64の８の
規定による
損金算入 

事業年度開始の日 
Ｘ１.４.１ 
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通算制度の適用を受けようとする最初の事業年度終了前に離脱した通算

子法人の過年度の欠損金額の取扱い 
 

（問57） 

通算親法人となることができるＰ社（３月決算）とＰ社による完全支配関係を有する

通算子法人となることができるＳ社（３月決算）ほか１社は、自Ｘ１年４月１日至Ｘ２

年３月31日事業年度を最初の通算制度の適用を受ける事業年度とする通算制度の承認を

受けることとなりましたが、Ｐ社がＸ１年12月１日にＳ社の株式をＰ社の通算グループ

外の第三者に売却したことにより、Ｓ社はＰ社の通算グループから離脱することとなり

ました。 

この場合に、Ｓ社は通算子法人となる前の各事業年度において生じた欠損金額は、Ｐ

社の通算グループを離脱した後も引き続きＳ社の欠損金額として取り扱うこととなるの

でしょうか。 

 また、この取扱いはＳ社が時価評価除外法人に該当しない場合であっても同様となる

のでしょうか。 

 

【回答】 

Ｓ社のＸ１年４月１日前の各事業年度に生じた欠損金額は、Ｐ社の通算グループを離

脱した後も引き続きＳ社の欠損金額となります。 

 また、この取扱いはＳ社が時価評価除外法人に該当しない場合であっても同様です。 

 

【解説】 

通算制度の適用を受けようとする法人が通算制度の承認を受けた場合には、その承認

の効力は、その通算制度の適用を受ける最初の事業年度開始の日から生ずることとなり

ます（法64の９⑥）。 

そして、通算親法人が事業年度の中途において通算子法人の株式を通算グループ外の

第三者に売却したこと等により、その通算子法人がその通算親法人による通算完全支配

関係を有しなくなった場合には、その通算子法人はその有しなくなった日から通算制度

の効力を失うこととなります（法64の10⑥六）。 

この場合には、その通算子法人の事業年度はその有しなくなった日の前日に終了する

こととなり（法14④二）、その事業年度は通算親法人の事業年度終了の日に終了しないこ

とから、通算子法人は、その事業年度について損益通算の規定（法64の５）等の適用は

ありません。 

また、通算法人で時価評価除外法人（通算制度の開始・加入時に時価評価の対象とな

らない法人をいいます。）に該当しない場合には、その通算法人の通算制度の承認の効力

が生じた日以後に開始する各事業年度については、原則として、同日前に開始した各事

業年度において生じた欠損金額はないものとされます（法57⑥）。 

しかし、その通算法人が通算子法人である場合において、その通算法人の通算制度の
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承認の効力が生じた日から同日の属するその通算法人に係る通算親法人の事業年度終了

の日までの間に、通算子法人が通算親法人との間に通算完全支配関係を有しなくなった

など一定の事実の発生により通算制度の承認の効力を失ったときは、この欠損金額がな

いものとされる規定は適用されません（法57⑥括弧書）。 

本件では、Ｓ社が通算子法人となったＸ１年４月１日の属する事業年度前の各事業年

度に生じた欠損金額については、通算制度の承認の効力が生じた日（Ｘ１年４月１日）

からＰ社の同日の属する事業年度終了の日（Ｘ２年３月31日）までの間に、Ｓ社がＰ社

との間に通算完全支配関係を有しなくなったことにより通算制度の承認の効力を失った

ことから、欠損金額がないものとされる規定は適用されず（法57⑥括弧書）、Ｐ社の通算

グループからの離脱後も引き続きＳ社の欠損金額となります（法57①）。 

 また、Ｓ社の事業年度は、Ｓ社がＰ社による通算完全支配関係を有しなくなった日（Ｘ

１年12月１日）の前日（Ｘ１年11月30日）に終了し、Ｓ社は、Ｘ１年４月１日からＸ１

年11月30日までの事業年度については、Ｐ社の事業年度終了の日（Ｘ２年３月31日）に

終了しないことから、損益通算の規定（法64の５）等の適用はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ＝損益通算の規定等を適用する事業年度 

        ＝損益通算の規定等を適用しない事業年度 

 

（参考） 

時価評価除外法人については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問38 通算制度の開始に伴う時価評価を要しない法人 

  問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

Ｐ社 

（３月決算） 

通算制度の承認の失
効日（通算完全支配
関係を有しなくなっ
た日（離脱日）） 
Ｘ１.12.１ 

Ｓ社 

（３月決算） 

【欠損金額】 

引き続きＳ社の欠損金
額となる 

Ｘ１年４月１日 Ｘ２年４月１日 

 

 

 

 

通算制度の承認の
効力発生日（通算
完全支配関係が生
じた日） 
Ｘ１.４.１ 

（通算子法人） 
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通算税効果額の計算方法 

 

（問58） 

次のケース１及びケース２の場合に、通算税効果額はそれぞれどのように計算します

か。 

 ケース１ 

 同一の通算グループ内の法人であるＡ社、Ｂ社及びＣ社において、次のとおり損益通 

算及び一般試験研究費の額に係る税額控除が行われた場合 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

通算前所得 780 1,800 ▲1,720  

損益通算 ▲520 ▲1,200 1,720  

損益通算後所得 260 600 0  

調整前法人税額 60 140 0  

試験研究費の額 400 0 200 600 

税額控除額 15 35 － 50 

 ケース２ 

 同一の通算グループ内の法人であるＰ社、Ｓ１社及びＳ２社において、次のとおり欠 

損金の通算が行われた場合 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

特定欠損金額以外の 
欠損金額 

150 70 300 520 

被配賦欠損金額 136 ― ― 136 

配賦欠損金額 ― 70 66 136 

非特定欠損金額 286 0 234 520 

非特定損金算入割合 190／520  

非特定欠損金額 

の損金算入額 
104 0 86 190 

 

【回答】 

通算税効果額は、合理的に計算することになります。ケース１及びケース２の場合に

授受される通算税効果額について、合理的と考えられるものを一例として示すと、【解説】

⑵のとおりです。 

 

【解説】 

⑴ 授受する通算税効果額の取扱い 

  通算法人が他の通算法人との間で授受する通算税効果額は、益金の額及び損金の額

に算入しないこととされています（法26④、38③）。 
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  この通算税効果額とは、損益通算の規定（法64の５①）又は欠損金の通算の規定（法

64の７）その他通算法人及び通算法人であった法人のみに適用される規定を適用する

ことにより減少する法人税及び地方法人税の額（利子税の額を除きます。）に相当する

金額として通算法人（通算法人であった法人を含みます。）と他の通算法人（通算法人

であった法人を含みます。）との間で授受される金額をいいます（法26④）。 

  また、この通算税効果額は、合理的に計算することになります。 

⑵ 本件における通算税効果額の計算例 

 イ ケース１ 

   ケース１では、損益通算及び一般試験研究費の額に係る税額控除が行われていま

すが、このそれぞれに係る通算税効果額の計算方法として、例えば、それぞれ以下

の方法が考えられます。 

  ① 損益通算 

    損益通算により減少する所得金額について法人税率を乗じて算出された金額

（地方法人税相当額を含みます。）を通算税効果額とする方法 

  ② 一般試験研究費の額に係る税額控除額 

    通算グループ全体の税額控除額の合計額を各通算法人の試験研究費の額の比で

あん分して算出された金額と各通算法人の税額控除額との差額（地方法人税相当

額を含みます。）に基づいて通算税効果額を算出する方法 

   この方法による計算例を示すと以下のとおりとなります。 
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

損益通算 ▲520 ▲1,200 1,720  

損益通算に係る

通算税効果額

（①） 

▲133（※１） 

⇒損金不算入 

▲307（※２） 

⇒損金不算入 

440 

⇒益金不算入 

(※１) 法人税 520×23.2％＝121 
地方法人税 121×10.3％＝12 
合計 121＋12＝133 

(※２) 法人税 1,200×23.2％＝278 
地方法人税 278×10.3％＝29 
合計 278＋29＝307 

試験研究費の額 400 0 200 600 

税額控除額 15 35 － 50 

試験研究費の額

の比であん分 

33 

＝50×400／600 

0 

＝50×0／600 

17 

＝50×200／600 

 

税額控除に係る 

通算税効果額 

（②） 

20（※３） 

⇒益金不算入 

▲39 

⇒損金不算入 

19（※４） 

⇒益金不算入 

(※３) 法人税 33－15＝18 
    地方法人税 18×10.3％＝2 
    合計 18＋2＝20 
(※４) 法人税 17－0＝17 
    地方法人税 17×10.3％＝2 
    合計 17＋2＝19 

通算税効果額 

合計（①＋②） 

▲113 

⇒損金不算入 

▲346 

⇒損金不算入 

459 

⇒益金不算入 

   （注） 損益通算の金額及び税額控除額の計算については、問49及び問74を参照

してください。また、通算税効果額は、法人税率を23.2％、地方法人税率を

10.3％として計算しています。以下同じです。 

損益通算に係る通算税効果額としてそれぞれ減少する法人税及び地方法人税に相

当する金額として算出した133（Ａ社）及び307（Ｂ社）について、Ｃ社に支払った場

合には、その支払った金額は、Ａ社及びＢ社においては損金不算入、Ｃ社においては

益金不算入となります。 

 また、一般試験研究費の額に係る税額控除額については、通算グループ全体の税額

控除額の合計額50を試験研究費の額の比であん分した金額（Ａ社：33、Ｂ社：零、Ｃ

社：17）と、実際の税額控除額（Ａ社：15、Ｂ社：35、Ｃ社：零）との差額に基づい

て算出した金額を通算税効果額として授受を行った場合には、その授受した金額は

Ｂ社においては損金不算入、Ａ社及びＣ社においては益金不算入となります。 

なお、通算税効果額の授受が通算親法人などの一の通算法人を通じて行われる場

合（例えば、Ｂ社が通算税効果額346をＡ社に支払い、Ａ社がこの346と自社の通算税

効果額113との合計額459について、Ｃ社に支払う場合）であっても、上記と同様に、

Ａ社及びＢ社においてそれぞれ113及び346が損金不算入、Ｃ社において459が益金不

算入となります。 
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ロ ケース２ 

  ケース２では、欠損金の通算が行われていますが、これに係る通算税効果額の計

算方法として、例えば、被配賦欠損金控除額（法64の７⑤一）及び配賦欠損金控除額

（法64の７⑤二）に基づいて通算税効果額を算出する方法が考えられます。 

  この方法による計算例を示すと以下のとおりとなります。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 合計 

特定欠損金額以外の 
欠損金額 

150 70 300 520 

被配賦欠損金額 136 ― ― 136 

配賦欠損金額 ― 70 66 136 

非特定欠損金額 286 0 234 520 

非特定損金算入割合 190／520  

欠損金の通算に係る
通算税効果額 

▲13 

⇒損金不算入 

7(※５) 

⇒益金不算入 

6(※６) 

⇒益金不算入 

 

(※５) 法人税 70×190／520×23.2％＝6 
    地方法人税 6×10.3％＝1 合計 6＋1＝7 
(※６) 法人税 66×190／520×23.2％＝5 

    地方法人税 5×10.3％＝1 合計 5＋1＝6 

 （注） 被配賦欠損金額、配賦欠損金額及び非特定欠損金額並びに非特定損金算入

割合の計算については、問 54 を参照してください。 

 Ｐ社の被配賦欠損金額 136 に非特定損金算入割合 190／520 を乗じた金額 50（被配

賦欠損金控除額）に基づいて、13（50×23.2％＝12、12×10.3％＝1）を通算税効果

額として、Ｓ１社及びＳ２社に対してそれぞれ７及び６を支払った場合には、その支

払った金額は、Ｐ社においては損金不算入、Ｓ１社及びＳ２社においては益金不算入

となります。 

なお、ケース１と同様に、通算税効果額の授受が通算親法人などの一の通算法人を

通じて行われる場合（例えば、Ｓ２社が通算税効果額７をＳ１社に支払い、Ｓ２社が

この７と自社の通算税効果額６との合計額13について、Ｐ社から受け取る場合）であ

っても、上記と同様に、Ｐ社において13が損金不算入、Ｓ１社及びＳ２社においてそ

れぞれ７及び６が益金不算入となります。 

 

（参考） 

  損益通算の計算、欠損金額の損金算入額の計算、通算税効果額等の申告書別表への

記載及び一般試験研究費の額に係る税額控除の計算については、次のＱ＆Ａを参照し

てください。 

  問49 通算制度の当初申告における損益通算の計算 

  問54 通算法人の過年度の欠損金額の当初申告における損金算入額の計算方法 

  問59 通算税効果額等の申告書別表への記載について 
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  問74 通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 
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通算税効果額等の申告書別表への記載について 

 

（問59） 

法人の間で授受される法人税の負担額及び減少額等について、連結納税制度及び通算

制度それぞれの場合において、申告書別表の記載はどのように異なることとなりますか。 

 ケース１ 

  連結納税制度を適用している連結親法人Ｘ社並びに連結子法人Ｙ社及びＺ社の各連

結法人の損益計算書等に記載された金額が以下のとおりである場合 

 《Ｘ連結グループ内における各連結法人の損益計算書（抜粋）》 

 連結親法人 

Ｘ社 

連結子法人 

Ｙ社 

連結子法人 

Ｚ社 
計 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,000 500 ▲900 600 

法人税、住民税及び事業税 250 125 ▲225 150 

当 期 純 利 益 750 375 ▲675 450 

 〔法人税、住民税及び事業税計上額の内訳〕 

 連結親法人 

Ｘ社 

連結子法人 

Ｙ社 

連結子法人 

Ｚ社 
計 

各社納付額（納税充当金） 150 0 0 150 

連結法人税個別帰属額及び

連結地方法人税個別帰属額 

100 125 ▲225 0 

計 250 125 ▲225 150 

 ケース２ 

  通算制度を適用している通算親法人Ａ社並びに通算子法人Ｂ社及びＣ社の各通算法

人の損益計算書に記載された金額が以下のとおりである場合 

 《Ａ通算グループ内における各通算法人の損益計算書等（抜粋）》 

 通算親法人

Ａ社 

通算子法人

Ｂ社 

通算子法人

Ｃ社 
計 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,000 500 ▲900 600 

法人税、住民税及び事業税 250 125 ▲225 150 

当 期 純 利 益 750 375 ▲675 450 

 〔法人税、住民税及び事業税計上額の内訳〕 

 通算親法人 

Ａ社 

通算子法人 

Ｂ社 

通算子法人 

Ｃ社 
計 

各社納付額（納税充当金） 100 50 0 150 

通 算 税 効 果 額 150 75 ▲225 0 

計 250 125 ▲225 150 

 なお、ケース１又はケース２のいずれの場合においても法人税率は25％、地方法人税、
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住民税及び事業税は考慮しないものとして法人税等の実効税率は 25％とし、また、中間

納付税額及び税効果会計については考慮しないものとします。 

 

【回答】 

 連結納税制度及び通算制度それぞれの場合における申告書別表の記載例を示すと、【解

説】のとおりです。 

 

【解説】 

１ 連結納税制度（ケース１）の場合    

 ⑴ 連結法人の間で授受される法人税の負担額及び減少額等に係る会計処理 

   Ｘ社 Ⅰ 法人税、住民税及び事業税 150 ／ 未払法人税等            150 

   Ⅱ 未収入金（Ｙ社）         125 ／ 法人税、住民税及び事業税 125 

   Ⅲ 法人税、住民税及び事業税 225 ／ 未払金（Ｚ社）          225 

   Ｙ社 Ⅳ 法人税、住民税及び事業税 125 ／ 未払金（Ｘ社）          125 

   Ｚ社 Ⅴ 未収入金（Ｘ社）        225 ／ 法人税、住民税及び事業税 225 

  

 ⑵ 連結親法人Ｘ社の個別所得に係る別表四の二付表の記載例（抜粋） 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額  750 750 0 

加
算 

損金経理をした連結法人税個別帰属

額及び連結地方法人税個別帰属額 
（Ⅲ）225 225  

損金経理をした納税充当金 （Ⅰ）150 150  

減
算 

収益として経理した連結法人税個別 

帰属額及び連結地方法人税個別帰属

額 

（Ⅱ）125 125  

個別所得金額又は個別欠損金額  1,000 1,000 0 
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 ⑶ Ｘ連結グループの連結所得に係る別表四の二の記載例（抜粋）  

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当期利益又は当期欠損の額の合計額  450 450 0 

加
算 

損金経理をした連結法人税個別帰属

額及び連結地方法人税個別帰属額 
(Ⅲ＋Ⅳ)350 350  

損 金 経 理 を し た 納 税 充 当 金 （Ⅰ）150 150  

減
算 

収益として経理した連結法人税個別 

帰属額及び連結地方法人税個別帰属

額 

(Ⅱ＋Ⅴ)350 350  

連結所得金額又は連結欠損金額  600 600 0 

  

 ⑷ 連結親法人Ｘ社の個別帰属額届出書に係る別表五の二(一)付表一の記載例(抜粋) 

区分 期首 減 増 期末 

未 収 入 金 ( Ｙ 社 の 個 別 帰 属 額 )   ▲125 ▲125 

未 払 金 ( Ｚ 社 の 個 別 帰 属 額 )   225 225 

未収連結法人税個別帰属支払額(Ｘ社＋Ｙ社)   375 375 

未払連結法人税個別帰属受取額(Ｚ社)   ▲225 ▲225 

未 納 連 結 法 人 税   ▲150 ▲150 

繰 越 損 益 金   750 750 

小 計   850 850 

納 税 充 当 金   150 150 

未 払 連 結 法 人 税 個 別 帰 属 額 （ Ｘ 社 ）   ▲250 ▲250 

差 引 合 計 額   750 750 

 

 ⑸ Ｘ連結グループの連結利益積立金額に係る別表五の二(一)の記載例（抜粋） 

区分 期首 減 増 期末 

Ｘ     社   850 850 

Ｙ     社   500 500 

Ｚ     社   ▲900 ▲900 

小     計   450 450 

納 税 充 当 金   150 150 

未 納 連 結 法 人 税   ▲150 ▲150 

差 引 合 計 額   450 450 
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２ 通算制度（ケース２）の場合   

 ⑴ 通算法人の間で授受される通算税効果額等に係る会計処理 

   Ａ社 Ⅵ 法人税、住民税及び事業税 100 ／ 未払法人税等            100 

   Ⅶ 法人税、住民税及び事業税 150 ／ 未払金（通算税効果額）   150 

   Ｂ社    法人税、住民税及び事業税  50 ／ 未払法人税等          50 

             法人税、住民税及び事業税  75 ／ 未払金（通算税効果額）   75 

   Ｃ社    未収入金（通算税効果額） 225 ／ 法人税、住民税及び事業税 225 

 ⑵ 通算親法人Ａ社の別表四付表の記載例（抜粋） 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

加
算 

損 金 経 理 を し た 通 算 税 効 果 額 

（附帯税の額に係る金額を除く。） 
(Ⅶ)150 150  

 

 ⑶ 通算親法人Ａ社の別表四の記載例（抜粋） 

区分 
総額 

処分 

留保 社外流出 

① ② ③ 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額  750 750  

加
算 

損金経理をした納税充当金  (Ⅵ)100 100  

通 算 法 人 に 係 る 加 算 額 (上記⑵)150 150  

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額  1,000 1,000  

 

 ⑷ 通算親法人Ａ社の別表五(一)の記載例（抜粋） 

区分 期首 減 増 期末 

未 払 金 （ 通 算 税 効 果 額 ）   150 150 

繰 越 損 益 金   750 750 

納 税 充 当 金   100 100 

未 納 法 人 税   ▲100 ▲100 

未 払 通 算 税 効 果 額   ▲150 ▲150 

差 引 合 計 額   750 750 

 

（参考） 

  通算税効果額の計算方法については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問58 通算税効果額の計算方法 
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投資簿価修正（原則法）の概要 

 

（問60） 

通算制度における、いわゆる「投資簿価修正」とはどのようなものでしょうか。 

 

【回答】 

投資簿価修正は、通算法人が有する株式を発行した一定の通算子法人について通算制

度の承認がその効力を失う場合に、その通算子法人の株式の帳簿価額をその通算子法人

の簿価純資産価額に相当する金額に修正を行うとともに、自己の利益積立金額につきそ

の修正により増減した帳簿価額に相当する金額の増加又は減少の調整を行うものです。 

なお、通算子法人株式の帳簿価額とされるその通算子法人の簿価純資産価額に一定の

金額を加算することができる措置が設けられており、その詳細は問63を参照してくださ

い。 

 

【解説】 

投資簿価修正（原則法）は、通算子法人の稼得した利益に対する二重課税や、通算子

法人に生じた損失に対する二重控除の排除、通算制度開始・加入前の含み益に対する課

税の確保、組織再編税制との整合性（通算制度開始・加入及び離脱は、100％子法人化し

てその子法人を親法人が吸収合併すること及び分割により法人を切り出すことと同様と

考えられます。）といった観点から、通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年

度離脱通算子法人を除きます。以下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失

う場合（以下、この承認の効力を失うこととなる事由を「通算終了事由」といいます。）

に、その通算子法人の株式の帳簿価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金

額(注１)に修正を行うとともに、自己の利益積立金額につきその修正により増減した帳

簿価額に相当する金額の増加又は減少の調整を行うというものです（法２十八、令９六、

119の３⑤、119の４①）。 

具体的には、通算子法人について通算終了事由が生じた場合におけるその株式の１単

位当たりの帳簿価額は、その通算終了事由が生じた時の直前の帳簿価額に簿価純資産不

足額(注２)を加算し、又はその直前の帳簿価額から簿価純資産超過額(注３)を減算した

金額をその株式の数で除して算出することとされています（令119の３⑤一～三）。 

(注１) 簿価純資産価額に相当する金額とは、以下の算式で計算した金額となります。 

 

 

 

 

 

 

簿価純資

産価額に

相当する

金額 

資産(注４)

の帳簿価額

の合計額 

その法人が有す

るその通算子法

人の株式の数 

その通算子法人

の発行済株式

(注６)の総数 

＝ × 

負債(注５)

の帳簿価額

の合計額 

－ 
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(注２) 簿価純資産不足額とは、その株式の帳簿価額が簿価純資産価額に満たない場合

におけるその満たない部分の金額をいいます。 

(注３) 簿価純資産超過額とは、その株式の帳簿価額が簿価純資産価額を超える場合に

おけるその超える部分の金額をいいます。 

(注４) その通算子法人の通算承認の効力を失った日の前日の属する事業年度終了の時

において有する資産となります。 

(注５) その通算子法人の通算承認の効力を失った日の前日の属する事業年度終了の時

において有する負債（新株予約権及び株式引受権に係る義務を含みます。）となり

ます。 

(注６) その通算子法人の通算承認の効力を失う直前の発行済株式となります。 

通算親法人であるＰ社が100を出資してＳ社を設立し、翌事業年度以後にＰ社が現金

400及び負債100を有するＳ社の株式の全部を300で譲渡したことにより、Ｓ社が通算グル

ープから離脱した場合の投資簿価修正の計算例を示すと以下のとおりです。 

 ⑴ Ｐ社が有するＳ社株式の帳簿価額        ：100 

 ⑵ Ｓ社の簿価純資産価額             ：（400－100）×100％＝300 

 ⑶ 簿価純資産不足額               ：300－100＝200 

 ⑷ 投資簿価修正後のＰ社が有するＳ社株式の帳簿価額：100＋200＝300 

 

 

 

 

 

 

○　投資簿価修正

②

（参考）投資簿価修正を行わない場合

Ｓ　株 100

利益積立金 200

譲渡益 200

Ｓ

現　金 400

負　債 100 【Ｐ：Ｓ株の譲渡】

資本金 100 現　金 300

現　金 300 Ｓ　株 300

投資簿価修正

200 利益積立金 200

資本金 100

Ｓ株譲渡 Ｓ　株 100 利益積立金 100

現　金 200

負　債 100

① Ｓ　株

≪通算グループ≫

Ｐ 【Ｐ：Ｓ株の譲渡】

譲渡益なし

投資簿価修正
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（参考） 

初年度離脱通算子法人、通算子法人の株式の他の通算法人に対する譲渡損益、複数

の株主がいる場合の帳簿価額修正の計算方法、通算法人が他の通算グループに加入す

る場合における時価評価資産の時価評価等と投資簿価修正の適用順序及び投資簿価修

正における資産調整勘定対応金額等の加算措置については、次のＱ＆Ａを参照してく

ださい。 

  問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

  問46 通算グループ内の法人の間の取引の損益調整 

  問61 複数の株主がいる場合の通算子法人株式の投資簿価修正の計算について 

  問62 通算法人が他の通算グループに加入する場合における時価評価資産の時価評

価等と投資簿価修正の適用順序 

  問63 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 
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複数の株主がいる場合の通算子法人株式の投資簿価修正の計算について 

 

（問61） 

通算親法人Ｐ社（３月決算）の通算グループの通算子法人Ｓ１社及び通算子法人Ｓ２

社は、同一の通算グループの通算子法人Ｓ３社（発行済株式の総数は100、初年度離脱通

算子法人には該当しません。）の発行済株式を保有（Ｓ１社：70株、Ｓ２社：30株）して

いますが、Ｘ１年４月１日にＳ１社はその有するＳ３社の株式の全てを通算グループ外

のＡ社に譲渡しました。 

⑴ この場合、どの法人がいわゆる投資簿価修正を行うこととなりますか。 

⑵ また、その場合に投資簿価修正はどのように計算することとなりますか。 

なお、Ｓ１社及びＳ２社が有するＳ３社の株式の帳簿価額は、それぞれ650及び400、

Ｓ１社がＳ３社の株式を譲渡した日の前日にＳ３社が有する資産の帳簿価額の合計額は

1,500、負債の帳簿価額の合計額は500とします。 

 

 

 

 

【回答】 

 ⑴ Ｓ１社及びＳ２社が投資簿価修正を行うこととなります。 

 ⑵ この投資簿価修正により、Ｓ１社及びＳ２社が有するＳ３社の株式の帳簿価額（Ｓ

１社：650、Ｓ２社：400）について、それぞれ700及び300に修正を行うこととなりま

す。また、利益積立金額について、Ｓ１社は50増加させ、Ｓ２社は100減少させる調

整を行うこととなります。 

 

【解説】 

通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年度離脱通算子法人を除きます。以

下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失う場合（以下、この場合における

投資簿価修正事由を「通算終了事由」といいます。）には、その通算子法人の株式の帳簿

70％ 70％ 30％

Ｐ社

Ｓ１社 Ｓ２社Ｓ４社

Ｓ３社

Ｓ３社株式の譲渡Ｓ３社の株式の譲渡 

Ａ社 
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価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金額に修正を行うとともに、自己の

利益積立金額につきその修正により増減した帳簿価額に相当する金額の増加又は減少の

調整を行うこととされています（法２十八、令９六、119の３⑤、119の４①）。 

したがって、通算子法人に通算終了事由が生じた場合には、通算子法人の株式を譲渡

した通算法人に限らず、その通算子法人の株式を保有する全ての通算法人が投資簿価修

正を行うこととなります。 

本件では、Ｓ１社によるＳ３社の株式の譲渡の直前にＳ３社の株式を保有していたＳ

１社及びＳ２社は、その譲渡の前に、それぞれ次のとおり、Ｓ３社の株式の帳簿価額に

ついて簿価純資産価額に相当する金額となるように修正を行うとともに、それぞれの利

益積立金額についてその修正により増減した帳簿価額に相当する金額の増加又は減少の

調整を行うこととなります。 

⑴ Ｓ３社株式の帳簿価額（Ｓ１社650、Ｓ２社400） 

⑵ Ｓ３社に係る簿価純資産価額 

Ｓ１社：（1,500－500）×（70÷100）＝700  

  Ｓ２社：（1,500－500）×（30÷100）＝300 

⑶ 簿価純資産不足額又は簿価純資産超過額 

Ｓ１社：700－650＝50（簿価純資産不足額）  

  Ｓ２社：400－300＝100（簿価純資産超過額） 

⑷ 投資簿価修正 

 Ｓ１社：〔Ｓ３社株式 50／利益積立金額 50〕 

  Ｓ２社：〔利益積立金額 100／Ｓ３社株式 100〕 

 

 

○　投資簿価修正

Ｓ２： 利益積立金額 100 Ｓ３株

Ｓ１： 利益積立金額Ｓ３株 50

100

50900

Ｓ１

Ｓ３

500

資本金 100

Ｓ３株譲渡 Ｓ３株 650 利益積立金額 800

負　債 100

現　金 350

資本金 100

資　産 1,500

負　債

利益積立金額

投資簿価修正

Ｓ２

現　金 600

負　債 100

資本金 100

Ｓ３株 400 利益積立金額 800
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（参考） 

  初年度離脱通算子法人、投資簿価修正（原則法）の概要及び投資簿価修正における

資産調整勘定対応金額等の加算措置については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

  問60 投資簿価修正（原則法）の概要 

  問63 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 
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 通算法人が他の通算グループに加入する場合における時価評価資産の時

価評価等と投資簿価修正の適用順序 

 

（問62） 

通算親法人Ａ社及びＡ社の通算子法人であるＢ社（いずれも３月決算）は、Ｘ１年４

月１日に他の通算グループである通算親法人Ｐ社（３月決算）によりＡ社の発行済株式

の全部を取得されたことに伴い、Ｐ社の通算グループに加入することとなりました。こ

の場合、 

① Ｐ社の通算グループへの加入に伴うＢ社の時価評価資産の時価評価 

② Ａ社が保有するＢ社株式の投資簿価修正 

 ③ Ｐ社の通算グループへの加入に伴うＡ社の時価評価資産の時価評価及びＡ社が保

有するＢ社株式の時価評価 

についてどのような順序で行うこととなりますか。 

なお、Ａ社及びＢ社は、いずれも通算制度からの離脱等に伴う時価評価（法64の13）

を要する法人には該当せず、通算子法人株式の帳簿価額とされるその通算子法人の簿価

純資産価額に一定の金額を加算することができる措置の適用についても考慮しません。 

 

【回答】 

①→②→③の順序で行うこととなります。 

 

【解説】 

 通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年度離脱通算子法人を除きます。以

下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失う場合には、その通算子法人の株

式の帳簿価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金額に修正を行うとともに、

自己の利益積立金額につきその修正により増減した帳簿価額に相当する金額の増加又は

減少の調整を行うこととなります（法２十八、令９六、119の３⑤、119の４①）。 

 また、通算制度に加入する内国法人が、通算制度への加入直前の事業年度終了の時に

有する時価評価資産の評価益の額又は評価損の額は、原則として、加入直前の事業年度

において、益金の額又は損金の額に算入する必要があります（法64の12①）。 

 さらに、通算制度に加入する内国法人について通算制度の承認の効力が生じた日にお

いてその内国法人の株式又は出資を有する内国法人（以下「株式等保有法人」といいま

す。）のその株式又は出資の評価益の額又は評価損の額は、その通算制度の承認の効力が

生じた日の前日の属するその株式等保有法人の事業年度において、益金の額又は損金の

額に算入する必要があります（法64の12②）。 

 通算親法人が他の通算グループの通算法人に発行済株式の全部を取得されたこと等に

より当該他の通算グループへ加入することとなる場合、その通算親法人が有する通算子

法人株式の投資簿価修正と、その通算親法人の他の通算グループへの加入に伴う時価評

価資産の時価評価と、その通算親法人（株式等保有法人）が保有するその通算子法人株
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式の時価評価及びその通算子法人の他の通算グループへの加入に伴う時価評価資産の時

価評価のいずれの規定も適用されることとなりますが、その適用順序については、通算

子法人の稼得した利益に対する二重課税の排除等という投資簿価修正の制度趣旨から、

⑴→⑵→⑶の順序で行うこととなります（⑵→⑶の順序であることについて、法基通12

の７－３－16）。 

 ⑴ その通算子法人の他の通算グループへの加入に伴う時価評価資産の時価評価 

 ⑵ その通算親法人が有するその通算子法人株式の投資簿価修正 

 ⑶ その通算親法人の他の通算グループへの加入に伴う時価評価資産の時価評価及び

その通算親法人（株式等保有法人）が保有するその通算子法人株式の時価評価 

 本件では、①Ｂ社が有する時価評価資産の時価評価を行い、次に②Ａ社が有するＢ社

株式の投資簿価修正を行い、最後にＡ社が有する③時価評価資産の時価評価及び③'Ｂ社

株式の時価評価を行うこととなります。 

 以上の処理につき、計算例（※）を示すと次のとおりです。 

（※） Ｂ社の時価評価資産の時価評価益を500、Ａ社の時価評価資産の時価評価益を100、

Ｂ社株式の時価を1,200とします。 

【Ｂ社の時価評価資産の時価評価】 

 ⑴ Ｂ社の時価評価資産の時価評価益         ：500（①） 

【Ａ社が有するＢ社株式の投資簿価修正】 

 ⑵ Ｂ社の簿価純資産価額              ：(800＋500)－300＝1,000 

 ⑶ Ａ社が有するＢ社株式の帳簿価額         ：400 

 ⑷ 簿価純資産不足額                ：1,000－400＝600（②） 

 ⑸ 投資簿価修正後のＡ社が有するＢ社株式の帳簿価額 ：400＋600＝1,000 

【Ａ社の時価評価資産の時価評価及びＢ社株式の時価評価】 

 ⑹ Ａ社の時価評価資産の時価評価益         ：100（③） 

 ⑺ 投資簿価修正後のＡ社が有するＢ社株式の時価評価益  ：1,200－1,000＝200（③'） 
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（参考） 

 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人、初年度離脱通算子法人及び簿価

純資産価額に相当する金額については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問39 通算制度への加入に伴う時価評価を要しない法人 

  問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

  問60 投資簿価修正（原則法）の概要 

 

②

③

③'

①

① 資産 500

利益積立金

500

100 資産 500 時価評価益 500

B

資産 800

負　債 300

資本金 400 【Ｂ社の仕訳】

③ 資産 100 100

200 時価評価益 200

③' Ｂ株 200 200

② Ｂ株 600 利益積立金 600 Ｂ　株

Ｂ株 400 400

1,000 Ｂ　株 600

資産 2,500

負　債 500

資本金 1,000

≪通算グループ≫

A

【Ａ社の仕訳】

利益積立金 600

資　産 100 時価評価益 100

投資簿価修正

投資簿価修正
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 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 

 

（問63） 

通算法人Ｓ社（３月決算）がＴ社（３月決算）の発行済株式の全部を取得したことに

より、Ｔ社は、Ｐグループに加入しました。その後、Ｓ社は、Ｔ株式の 50％を通算グル

ープ外のＡ社へ譲渡したことにより、Ｔ社はＰグループから離脱することとなりました。 

 
この場合、Ｓ社は、保有するＴ株式の帳簿価額をＴ社の離脱時の簿価純資産価額に修

正することとなりますが（投資簿価修正）、一定の場合には、Ｔ株式の取得価額に含ま

れる買収プレミアム（のれん相当額）を加算して計算した金額を簿価純資産価額とする

ことができる措置があると聞きました。具体的にはどのようなものでしょうか。また、

Ｔ株式の取得及び譲渡に関する事項は次のとおりですが、のれん相当額（調整勘定対応

金額）の計算及び投資簿価修正は、どのように行うのでしょうか。 

１ Ｓ社は、Ｘ１年３月31日に、Ｔ株式の100％（2,000株）を2,000で購入しました。こ

の2,000は、購入手数料などの付随費用が含まれた金額です。 

同日にＴ社の有する資産の帳簿価額の合計額は3,000で、このうちには帳簿価額

1,000（時価1,200）の土地が含まれています。また、同日にＴ社の有する負債の帳簿

価額は1,600で、このほかにＴ社のＸ１年３月期の貸借対照表には退職給付引当金300

と賞与引当金100が計上されています。 

２ Ｓ社は、Ｘ４年４月１日に、Ｔ株式の50％（1,000株）を通算グループ外のＡ社へ1,100

で譲渡しました。同日におけるＴ社の簿価純資産価額は1,800です。 

 

【回答】 

離脱法人の株式を有する全ての法人が離脱時の属する事業年度の確定申告書等に別表

十四（五）を添付し、いずれかの法人が調整勘定対応金額の計算の基礎となる事項等を

記載した書類を保存している場合には、離脱法人株式の離脱直後の１単位当たりの帳簿

価額の計算における簿価純資産価額は、離脱法人の離脱時の簿価純資産価額に調整勘定

対応金額の合計額を加算した金額に持株割合を乗じて計算した金額となります。調整勘

定対応金額の具体的な計算及び投資簿価修正の方法については、「４ 本件における投資
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簿価修正」を参照してください。 

 

【解説】 

１ 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置の概要 

  通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年度離脱通算子法人（※１）を除

きます。以下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失う場合（以下、この

承認の効力を失うこととなる事由を「通算終了事由」といいます。）に、その通算子法

人の株式の帳簿価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金額（※１）に修

正を行うとともに、自己の利益積立金額につきその修正により増減した帳簿価額に相

当する金額の増加又は減少の調整を行います（投資簿価修正）（法２十八、令９六、119

の３⑤、119の４①）。 

なお、この場合において、その通算子法人の株式を有する全ての法人がその通算終

了事由が生じた時の属する事業年度の確定申告書等に調整勘定対応金額の合計額等の

計算に関する明細を記載した書類（別表十四（五））を添付し、その通算子法人の株式

を有する法人のうちいずれかの法人が調整勘定対応金額の計算の基礎となる事項等を

記載した書類を保存しているときは、その通算子法人の株式の帳簿価額は、次の算式

により計算した簿価純資産価額とされます（令119の３⑥）。すなわち、簿価純資産価額

とされる金額は、いわゆる買収プレミアムに相当する調整勘定対応金額の合計額を加

算して計算した金額となります。 

 

 

 

 

 

 

（※１） 初年度離脱通算子法人については問40、簿価純資産価額に相当する金額に

ついては問60を参照してください。 

 

２ 調整勘定対応金額の合計額 

上記１の算式中の調整勘定対応金額の合計額とは、①通算グループ内の各法人が通

算完全支配関係発生日（注１）以前に取得をした他の通算法人（離脱法人）の対象株式

（注２）に係る各取得の時における資産調整勘定対応金額の合計額から②通算グルー

プ内の各法人が同日以前に取得をした当該他の通算法人（離脱法人）の対象株式に係

る各取得の時における負債調整勘定対応金額の合計額を減算した金額をいいます（令

119 の３⑥二）。 

（注１） 通算完全支配関係発生日とは、当該他の通算法人（離脱法人）がその通算親

法人との間に通算完全支配関係を有することとなった日をいいます（令119の

３⑦一）。 

＝ 

簿価純資
産価額と
される金
額 

その法人が有
するその通算
子法人の株式
の数 調整勘定

対応金額
の合計額 

資産の帳
簿価額の
合計額 

負債の帳
簿価額の
合計額 

× ＋ － 
その通算子法人
の発行済株式の
総数 
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（注２） 対象株式とは、法人税法施行令第119条第１項の規定の適用がある同項第１

号又は第27号に掲げる有価証券に該当する株式とされています（令119の３⑦

二）。具体的には、その購入の代価が取得価額となる購入した有価証券又はそ

の取得の時におけるその有価証券の取得のために通常要する価額が取得価額

となる交換等により取得した有価証券に該当する株式です。 

 

３ 資産調整勘定対応金額又は負債調整勘定対応金額 

上記２の資産調整勘定対応金額又は負債調整勘定対応金額とは、通算グループ内の

他の通算法人（離脱法人）の対象株式の取得の時において、当該他の通算法人を被合併

法人とし、その取得をした法人を合併法人とし、その取得に係る対象株式の取得価額

をその対象株式の数で除し、これに当該他の通算法人のその取得の時における発行済

株式の総数を乗じて計算した金額に相当する金額を非適格合併等対価額（注３）とす

る非適格合併が行われたものとみなして、法人税法第62条の８第１項又は同条第３項

の規定を適用する場合に資産調整勘定の金額（注４）又は負債調整勘定の金額（注５）

として計算される金額に、当該他の通算法人のその取得の時における発行済株式の総

数のうちにその取得に係る対象株式の数の占める割合を乗じて計算した金額をいいま

す（令119の３⑦三・四）。 

すなわち、他の通算法人（離脱法人）の株式の時価による取得を当該他の通算法人を

被合併法人等とする非適格合併等とみなした場合の資産調整勘定の金額又は差額負債

調整勘定の金額に相当する金額であり、当該他の通算法人の株式の取得の対価に含ま

れるその取得の時の当該他の通算法人の時価純資産価額を超える部分の金額（すなわ

ち、未実現の正ののれん相当額）又は時価純資産価額に満たない部分の金額（未実現の

負ののれん相当額）に対応する金額を計算するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整勘定
対応金額 

＝ 

非適格合
併等対価
額に相当
する金額 

株式取得
時に有す
る 資 産
（時価） 

株式取得
時に有す
る負債 
（時価） 

－ 

時価純資産価額 

× 

取得した通算子
法人の株式数 

取得時の通算子法人
の発行済株式総数 

〈取得株式数割合〉 

※非適格合併等対価額相当額 ＞ 時価純資産価額 ⇒ 資産調整勘定対応金額が算出 
非適格合併等対価額相当額 ＜ 時価純資産価額 ⇒ 負債調整勘定対応金額が算出 

― 
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（注３） 非適格合併等対価額とは、法人税法第62条の８第１項に規定する非適格合

併等対価額をいい、具体的には、非適格合併等により被合併法人等から資産又

は負債の移転を受けた内国法人がその非適格合併等により交付した金銭の額

及び金銭以外の資産の価額の合計額とされています。 

なお、資産調整勘定対応金額又は負債調整勘定対応金額は、対象株式の取

得価額を基礎として計算した金額を非適格合併等対価額とみなして計算する

ところ、その取得に係る付随費用がある場合には、付随費用を加算した金額

が対象株式の取得価額となるため（令119①一、法基通２－３－21の８）、付随

費用込みの取得価額をその対象株式の数で除し、これに当該他の通算法人の

その取得の時における発行済株式の総数を乗じて計算した金額に相当する金

額が非適格合併等対価額とみなされます。 

（注４） 資産調整勘定の金額とは、法人税法第62条の８第１項に規定する資産調整

勘定の金額をいい、具体的には、非適格合併等に係る非適格合併等対価額がそ

の非適格合併等により移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額（※２）を

超える場合におけるその超える部分の金額（その移転を受けた資産の取得価

額の合計額がその移転を受けた負債の額の合計額に満たない場合には、その

満たない部分の金額を加算した金額）のうち資産等超過差額に相当する金額

以外の金額とされています。 

 （※２） 時価純資産価額とは、非適格合併等により移転を受けた資産の取得

価額の合計額からその非適格合併等により移転を受けた負債の額の

合計額を控除した金額をいいます。移転を受けた資産は、営業権にあ

っては、独立取引営業権（法人税法施行令第123条の10第３項に規定す

る独立取引営業権をいいます。）に限ることとされています（法62の８

①、令123の10③）。 

     なお、法人税法第62条の８第１項の規定においては、時価純資産価

額の計算上、移転を受けた負債の額には、退職給与債務引受額及び短

諸資産
（個別時価）

諸資産
（個別時価）

諸負債
（個別時価）

諸負債
（個別時価）

資産調整勘定

対応金額

(正ののれん)

時価純資産価額

離脱法人の株式取得時の資産・負債

負債調整勘定

対応金額

(負ののれん)

離脱法人の株式取得時の資産・負債

時価純資産価額
非適格合

併等対価

相当額

非適格合

併等対価

相当額
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期重要債務見込額を含むこととされていますが、資産調整勘定対応金

額又は負債調整勘定対応金額の計算上は、これらの金額は負債の額に

含まれません（法基通２－３－21の６）。また、賞与引当金など税務上

は負債として取り扱われないものも含まれません。 

（注５） 負債調整勘定の金額とは、法人税法第62条の８第３項に規定する負債調整

勘定の金額（差額負債調整勘定の金額）をいい、具体的には、非適格合併等に

係る非適格合併等対価額がその非適格合併等により移転を受けた資産及び負

債の時価純資産価額に満たない場合におけるその満たない部分の金額とされ

ています。 

なお、他の通算法人（離脱法人）の株式の時価による取得の時において、当該他の通

算法人が、①資産調整勘定の金額又は負債調整勘定の金額に係る資産又は負債、②独

立取引営業権以外の営業権を有する場合には、一定の金額を法人税法第62条の８第１

項に規定する資産の取得価額又は負債の額の合計額に加算するものとして資産調整勘

定対応金額又は負債調整勘定対応金額を計算します。すなわち、これらの金額につい

て資産調整勘定対応金額を減額し、又は負債調整勘定対応金額を増額します。 

おって、他の通算法人（離脱法人）を被合併法人等とする非適格合併等が行われた場

合には、その非適格合併等前に取得した対象株式に係る調整勘定対応金額はないもの

とされます（令 119 の３⑥二、⑦三・四）。 

 

４ 本件における投資簿価修正 

Ｓ社が離脱時の属する事業年度（自Ｘ３年４月１日至Ｘ４年３月31日）の確定申告

書等に別表十四（五）を添付し、かつ、下記⑴の調整勘定対応金額の計算の基礎となる

事項等を記載した書類を保存している場合には、Ｔ株式の投資簿価修正は、下記⑵の

とおりとなります。 

⑴ 調整勘定対応金額の計算 

     資産調整勘定対応金額又は負債調整勘定対応金額は、非適格合併等対価額に相当

する金額と対象株式の取得の時における他の通算法人（離脱法人）の時価純資産価

額との差額に、その取得時の取得株式数割合を乗じて計算します。 

イ 非適格合併等対価額に相当する金額 

     Ｔ株式の取得価額2,000÷2,000株×2,000株＝2,000 

ロ Ｔ株式取得時におけるＴ社の時価純資産価額 

 （3,000＋200）－ 1,600 ＝ 1,600 

資産の額には、土地の評価益の額200が含まれます。他方で、負債の額には退職

給付引当金300及び賞与引当金100は含まれません。 

ハ 資産調整勘定対応金額又は負債調整勘定対応金額 

 

 

 

資産調整勘
定対応金額 
400 

＝ 
非適格合
併等対価
額相当額 
2,000 

時価純資
産価額  
1,600 

× 
取得したＴ株式 2,000 

取得時のＴ社の発行
済株式総数 2,000 

― 
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⑵ Ｔ株式の投資簿価修正（投資簿価修正後の帳簿価額） 

 

 

 

⑶  Ｔ株式の譲渡損益 

   譲渡対価1,100 － 譲渡原価1,100（2,200×1,000株／2,000株）＝０ 

 

  

 

 

（参考） 

初年度離脱通算子法人、簿価純資産価額に相当する金額及び株式の取得が段階的に

行われる場合の資産調整勘定対応金額等の計算については、次のＱ＆Ａを参照してく

ださい。 

問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

問60 投資簿価修正（原則法）の概要 

問64 株式の取得が段階的に行われる場合の資産調整勘定対応金額等の計算 

簿価純資産
価額とされ
る金額 
2,200 

Ｓ社が有する
Ｔ株式 2,000 調整勘定対

応金額の合
計額  400 

簿価純資
産価額  
1,800 

× ＝ ＋ 
Ｔ社の発行済株式
総数 2,000 
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株式の取得が段階的に行われる場合の資産調整勘定対応金額等の計算 

 

（問64） 

 通算法人Ｓ社（３月決算）がＸ１年３月31日及びＸ２年３月31日にＴ社（３月決算）

の株式を段階的に取得したことにより、Ｔ社は、Ｐグループに加入しました。Ｘ４年４

月１日に、Ｓ社が通算グループ外のＡ社にＴ株式を譲渡したことにより、Ｔ社はＰグル

ープから離脱することとなりました。 

このように対象株式を段階的に取得する場合に、Ｔ社の離脱時にＳ社が有するＴ株式

について行う投資簿価修正において資産調整勘定対応金額等の加算措置の適用を受ける

ときには、調整勘定対応金額の計算及び投資簿価修正はどのように行うのでしょうか。 

 

 

【回答】 

対象株式を段階的に取得する場合、調整勘定対応金額の計算は対象株式の取得ごとに

行います。具体的には、「３ 本件における投資簿価修正」のとおりです。 

 

【解説】 

１ 通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年度離脱通算子法人（※）を除き

ます。以下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失う場合（以下、この承

認の効力を失うこととなる事由を「通算終了事由」といいます。）、その通算子法人の

株式の帳簿価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金額（※）に修正を行

うとともに、自己の利益積立金額につきその修正により増減した帳簿価額に相当する

金額の増加又は減少の調整を行います（投資簿価修正）（法２十八、令９六、119の３

⑤、119の４①）。 

なお、この場合において、その通算子法人の株式を有する全ての法人がその通算終

了事由が生じた時の属する事業年度の確定申告書等に調整勘定対応金額の合計額等

の計算に関する明細を記載した書類（別表十四（五））を添付し、その通算子法人の株

式を有する法人のうちいずれかの法人が調整勘定対応金額の計算の基礎となる事項
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等を記載した書類を保存しているときは、その通算子法人の株式の帳簿価額は、調整

勘定対応金額の合計額を加算して計算した簿価純資産価額（※）となります（投資簿

価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置）（令119の３⑥）。 

（※） 初年度離脱通算子法人については問40、簿価純資産価額に相当する金額につ

いては問60、調整勘定対応金額の合計額を加算して計算する簿価純資産価額に

ついては問63を参照してください。 

 

２ 上記１の調整勘定対応金額は、通算完全支配関係発生日にその通算子法人（離脱法

人）の株式を有する法人ごとに、かつ、その対象株式の取得ごとに計算することとさ

れています（注）。 

（注） その取得後から通算完全支配関係発生日までの間にその通算子法人の株式の

譲渡（適格分割型分割による分割承継法人への移転を含みます。）をした場合に

は、各取得の時における調整勘定対応金額の合計額から、譲渡した株式数に応

じた一定の金額を控除することとされています（令119の３⑥二イ～ニ）。 

 

３ 本件における投資簿価修正 

本件における調整勘定対応金額の計算及び投資簿価修正は次のように行うこととな

ります（資産調整勘定対応金額等の加算措置及び調整勘定対応金額の計算の詳細につ

いては問63の「１」から「３」までを参照してください。）。 
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（参考）Ｓ社の別表十四（五）の記載例 

 
負債調整勘定対応金額の合計額

a

●●●●a(35の計)－(37の計)a●●●●
39

円 円

円

円

場
合

●
●

●

譲
渡

を
し

た

譲 渡 割 合
a

a
36

円 円 円 円 円 円

円 円 円 円

の

合

計

額

の

計

算

●

●

●

負

債

調

整

勘

定

対

応

金

額

負 債 調 整 勘 定 対 応 金 額
a

(((28)×(29))が０を下回る場合のその下
回る額)●●●●●●●●●●●●●●●

● ●

35

円 円 円

負 債 調 整 勘 定 対 応 金 額 の 累 計
a

(直前の(18)における(38))＋(35)－(37)
38

譲 渡 に 係 る 調 整 額
a

a(直前の(18)における(38))×(36)a
37

円 円 円

資産調整勘定対応金額の合計額

●●●●a(30の計)－(32の計)a●●●●
34

円 円

資 産 調 整 勘 定 対 応 金 額 の 累 計

(直前の(18)における(33))＋(30)－(32)
33 15 35

円 円 円 円 円譲 渡 に 係 る 調 整 額
a

a(直前の(18)における(33))×(31)a
32

円 円 円

の

合

計

額

の

計

算

●

●

●

資

産

調

整

勘

定

対

応

金

額

資 産 調 整 勘 定 対 応 金 額
a

●●●a●●(28)×(29)●●a●●●
●●●(マイナスの場合は０)●●●

30

円 円 円 円

場

合
●

●
●

譲

渡
を

し
た

譲 渡 割 合
a

a
31

円 円 円 円 円 円

取 得 割 合
a

a
29 0.5 0.5

調 整 後 時 価 純 資 産 価 額

●●●●●●a●(25)＋(26)●a●●●●●●
27 120 160

資産調整勘定金額又は負債調整勘定金額
として計算される金額●●●●●●

●●●●●●●a(24)－(27)a●●●●●●●

28 30 40

時 価 純 資 産 価額 に係 る加 算調 整額 26

(1) の 法 人 の 時 価 純 資 産 価 額 25 120 160

非適格合併等対価額に相当する金額
a

a●●●●●●●(22)×●●●●●●●●●●

a

24

円 円 円 円 円 円 円 円

(1)の法人の取得の時における発行済株
式又は出資の総数又は総額a●●●●●

23 100株 100株

取得又は譲渡の直前における保有株式又
は出資の数又は金額●●●●●●●

21 ０株 50株

対 象 株 式 の 取 得 価 額 22
円 円 円 円 円 円 円 円

取得・譲渡 取得・譲渡

取得した対象株式又は譲渡した株式若し
くは出資の数又は金額●●●●●●

20 50株 50株

取 得 又 は 譲 渡 の 別 19 取得・譲渡 取得・譲渡 取得・譲渡 取得・譲渡 取得・譲渡 取得・譲渡

資 産 調 整 勘 定 対 応 金 額 又 は 負 債 調 整 勘 定 対 応 金 額 の 計 算

対 象 株 式の 取得 又 は 譲 渡 を し た 法 人 の 名 称 17 Ｓ

(1)の法人の株式の取得又は譲渡をした日 18 ・　・ Ｘ１・３・31 Ｘ２・３・31 計・　・ 計 ・　・ ・　・ ・　・ ・　・

(1)の法人の(3)の直前における発行済株式又は
出資の総数又は総額●●●●●●●●●●●●

5 100株
被 合 併 法 人 調 整 勘 定 対 応 金 額 13 円

加 算 対 象 資 産 調 整 勘 定 対 応 金 額 等
a

●●●●●●●●(10)＋(13)●●●●●●●●

(1)の法人の(3)の直前における負債の帳簿価額
の合計額●●●●●●●●●●●●●●●●●

7

簿 価 純 資 産 価 額 と す る 金 額
a

●●●●●●●●(15)×●●●●●●●●●●
a

16 135

14 35

(1)の法人の(3)の直前における資産の帳簿価額
の合計額●●●●●●●●●●●●●●●●●

6

円

総 通 算 簿 価 純 資 産 価 額 相 当 額
a

a●●●●●a●(6)－(7)＋(14)●a●●●●●a
15 135

(3)の直前における保有株式又は出資の数又は金額 4 100株
通 算 内 適 格 合 併 に 係 る 被 合 併 法 人 の 名称 11

通 算 内 適 格 合 併 の 年 月 日 12 ・　　・

通算終了事由が生じた他の通算法人の株式につき資産調整
勘定対応金額等がある場合の簿価純資産価額とする金額の
計算に関する明細書

事 業
年 度

Ｘ３・４・１
Ｘ４・３・31

法人名 Ｓ

別
表
十

四
㈤
　
令
四
・
四

・
一
以
後
終
了

事
業
年
度
分

通算終了事由が生じた他の通算法人の名称 1 Ｔ
資 産 調 整 勘 定 対 応 金 額 合 計 額

a

a●●●●●(各法人の(34)の合計)●●●●●a
8

円

通 算 完 全 支 配 関 係 発 生 日 2 Ｘ２・３・31 負 債 調 整 勘 定 対 応 金 額 合 計 額
a

a●●●●●(各法人の(39)の合計)●●●●●a
9 0

通 算 終 了 事 由 が 生 じ た 日 3 Ｘ４・４・１ 資 産 調 整 勘 定 等 対 応 金 額 合 計 額
a

a●●●●●●●●(8)－(9)●●●●●●●●a
10 35

(20)

(21)

(4)

(5)

(23)

(20)

(20)

(23)

(20)

(21)

75

35

1,000

900

35

150

100

200

15 3520
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（参考） 

対象株式、初年度離脱通算子法人、簿価純資産価額に相当する金額及び調整勘定対

応金額の合計額を加算して計算する簿価純資産価額については、次のＱ＆Ａを参照し

てください。 

問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

問60 投資簿価修正（原則法）の概要 

問63 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 
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通算グループ内で適格合併があった場合における資産調整勘定対応金額

等の加算措置の適用 
 

（問65） 

 通算法人Ｓ社がＸ１年３月31日にＴ１社の発行済株式の全部を、Ｘ２年３月31日にＴ

２社の発行済株式の全部を取得したことにより、Ｔ１社及びＴ２社は、Ｐグループに加

入しました。その後、Ｔ１社及びＴ２社は、Ｘ４年４月１日に、Ｔ１社を合併法人、Ｔ２

社を被合併法人とする通算内適格合併（無対価合併）を行いました。この度、Ｓ社がＸ

６年４月１日に、Ｔ１株式の40％を通算グループ外のＡ社へ譲渡したことにより、Ｔ１

社はＰグループから離脱することとなりました。 

ところで、Ｓ社は、通算内適格合併による解散により通算グループを離脱するＴ２社

の株式に係る投資簿価修正において資産調整勘定対応金額等の加算措置の適用を受けて

おり、今回のＴ１株式の譲渡により通算グループを離脱するＴ１社の株式に係る投資簿

価修正においても資産調整勘定対応金額等の加算措置の適用を受ける予定ですが、具体

的には、どのような計算を行うのでしょうか。 

 

【回答】 

被合併法人であるＴ２社の株式に係る投資簿価修正において資産調整勘定対応金額等

の加算措置の適用を既に受けている場合で、合併法人であるＴ１社に通算終了事由が生

じた際にＳ社がこの加算措置の適用を受けるための一定の要件を満たしているときは、

Ｔ１株式の投資簿価修正において、Ｔ１社を合併法人とする通算内適格合併に係る被合

併法人調整勘定対応金額をＴ１株式に係る調整勘定対応金額の合計額に加算した金額を

Ｔ１社の離脱時の簿価純資産価額に加算します。 

 

【解説】 

１ 通算内適格合併が行われた場合の調整勘定対応金額の計算 
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負債の
帳簿価
額の合
計額 

⑴ 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 

通算法人が有する株式を発行した通算子法人（初年度離脱通算子法人（※）を除き

ます。以下同じです。）について通算制度の承認がその効力を失う場合（以下、この

承認の効力を失うこととなる事由を「通算終了事由」といいます。）、その通算子法人

の株式の帳簿価額をその通算子法人の簿価純資産価額に相当する金額（※）に修正を

行うとともに、自己の利益積立金額につきその修正により増減した帳簿価額に相当

する金額の増加又は減少の調整を行います（投資簿価修正）（法２十八、令９六、119

の３⑤、119の４①）。 

なお、この場合において、その通算子法人の株式を有する全ての法人がその通算終

了事由が生じた時の属する事業年度の確定申告書等に調整勘定対応金額の合計額等

の計算に関する明細を記載した書類（別表十四（五））を添付し、その通算子法人の

株式を有する法人のうちいずれかの法人が調整勘定対応金額の計算の基礎となる事

項等を記載した書類を保存しているときは、その通算子法人の株式の帳簿価額は、調

整勘定対応金額の合計額を加算して計算した簿価純資産価額（※）となります（以下、

この措置を「本加算措置」といいます。）（令119の３⑥）。 

（※） 初年度離脱通算子法人については問40、簿価純資産価額に相当する金額につ

いては問60、調整勘定対応金額の合計額を加算して計算する簿価純資産価額に

ついては問63を参照してください。 

⑵ 通算内適格合併が行われた場合 

通算終了事由が生ずる他の通算法人を合併法人とする通算内適格合併（注１）が行

われた場合において、その通算内適格合併に係る被合併法人調整勘定対応金額（注２）

があるときは、上記⑴の調整勘定対応金額の合計額にその被合併法人調整勘定対応

金額に相当する金額を加算することとされています（令119の３⑥二括弧書）（注３）。 

なお、通算内適格合併が行われた場合において、被合併法人である通算子法人の株

式につき本加算措置の適用を受けることを選択しなかったときには、その後、合併法

人である通算法人に通算終了事由が生じた際に本加算措置の適用を受けたとしても、

被合併法人調整勘定対応金額に相当する金額を合併法人株式に係る調整勘定対応金

額の合計額に加算することはできません。 

また、被合併法人である通算子法人の株式につき本加算措置の適用を受けていた

場合であっても、合併法人である通算法人に通算終了事由が生じた際に本加算措置

の適用を受けることを選択しなかったときには、被合併法人調整勘定対応金額を含

め、合併法人（離脱法人）の簿価純資産価額に加算される金額はないこととなります。 

 

 

 

 

 

 

資産の
帳簿価
額の合
計額 

その法人が
有するその
通算子法人
の株式の数 

簿 価 純
資 産 価
額 と さ
れ る 金
額 

調整勘
定対応
金額の
合計額 

× ＋ 

被 合 併
法 人 調
整 勘 定
対 応 金
額 

＝ ＋ 
その通算
子法人の
発行済株
式の総数 

－ 
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（注１） 通算内適格合併とは、通算グループ内の他の通算法人の通算終了事由が生

じた時前に行われた適格合併のうち、その適格合併の直前の時において当

該他の通算法人に係る通算親法人との間に通算完全支配関係がある法人を

被合併法人及び合併法人とするもの並びにその通算親法人との間に通算完

全支配関係がある法人のみを被合併法人とする合併で法人を設立するもの

をいいます（令119の３⑦五）。 

（注２） 被合併法人調整勘定対応金額とは、通算内適格合併に係る被合併法人の対

象株式（令119の３⑦二）につき本加算措置の適用を受けた場合におけるそ

の適用に係る調整勘定対応金額の合計額に相当する金額をいいます（令119

の３⑦六）。 

（注３） 通算内適格合併に係る被合併法人の株式についての本加算措置の適用に

当たり、その被合併法人を合併法人とする他の通算内適格合併に係る被合

併法人調整勘定対応金額がある場合には、その通算内適格合併に係る被合

併法人調整勘定対応金額は、その被合併法人の株式に係る調整勘定対応金

額の合計額に当該他の通算内適格合併に係る被合併法人調整勘定対応金額

に相当する金額を加算した金額となります。 

例えば、Ｔ１社を合併法人、Ｔ２社を被合併法人とする通算内適格合併（後

続合併）より前に、Ｔ２社を合併法人、Ｔ３社を被合併法人とする通算内適

格合併（先行合併）があり、Ｔ３株式の投資簿価修正において本加算措置の

適用がある場合には、後続合併に係る被合併法人調整勘定対応金額は、後続

合併に係る被合併法人の株式に係る調整勘定対応金額（Ｔ２株式に係る調整

勘定）に先行合併に係る被合併法人の株式に係る調整勘定対応金額（Ｔ３株

式に係る調整勘定）を加算した金額となります。 

すなわち、複数の通算内適格合併があった場合には、各通算内適格合併に

係る被合併法人調整勘定対応金額は最終的な合併法人の株式に係る投資簿

価修正の計算上簿価純資産価額に加算されることとなります。 

 

２ 本件における計算例 

⑴ 通算内適格合併に伴うＴ２社の離脱時に行うＴ２株式の投資簿価修正 

 

 

 

 

Ｔ２株式に係る調整勘定対応金額の計算については下表を参照ください。 

なお、被合併法人株式（Ｔ２株式）は、通算内適格合併（無対価合併）により消滅

し、合併法人株式（Ｔ１株式）の帳簿価額は、その通算内適格合併の直前の帳簿価額

（150）に被合併法人（Ｔ２社）のその通算内適格合併の直前の帳簿価額（投資簿価

修正後の帳簿価額200）を加算した金額（150＋200＝350）となります（令119の３⑳）。 

簿価純資産価額
とされる金額 
200 

Ｓ社が有する
Ｔ２株式 100 

Ｔ２株式に
係る調整勘
定対応金額
の合計額 40 

簿価純資
産価額
160 

＝ × ＋ 
Ｔ２社の発行済
株式総数 100 
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簿価純資
産価額 
300 

⑵ Ｔ１社の離脱時に行うＴ１株式の投資簿価修正 

 

 

 

 

Ｔ１株式に係る調整勘定対応金額の計算については下表を参照ください。 

⑶ Ｔ１株式の譲渡損益 

譲渡対価100 － 譲渡原価148（370×40株/100株）＝▲48（譲渡損失） 

 

 

 
３ 経過措置 

⑴ 経過連結法人に関する経過措置 

通算グループ内の他の通算法人（離脱法人）が、連結納税制度から通算制度への移行

簿価純資産
価額とされ
る金額 370 

Ｓ社が有する
Ｔ１株式 100 

Ｔ１株式に
係る調整勘
定対応金額
の合計額 30 

＝ × ＋ Ｔ１社の発
行済株式総
数 100 

被合併法
人調整勘
定対応金
額  40 

＋ 
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に係る経過措置（令２改正法附則29①）により通算承認があったものとみなされた内国法

人（連結親法人であったものに限ります。以下「経過連結親法人」といいます。）の令和４年

３月31日の属する連結事業年度終了の日においてその経過連結親法人との間に連結完

全支配関係があった内国法人（以下「経過連結子法人」といいます。）である場合における

当該他の通算法人に係る通算完全支配関係発生日は、その通算承認があったものとみ

なされた日ではなく、当該他の通算法人がその経過連結親法人との間に連結完全支配関

係を有することとなった日とされています（令４改正令附則６②）。 

⑵ 経過適格合併に関する経過措置 

経過連結親法人が、令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度終了の日まで

に、経過適格合併（注４）に係る対象金額（注５）につき「投資簿価修正における簿

価純資産価額の特例計算に関する経過措置を適用する旨の届出書」（注６）を納税地

の所轄税務署長に提出した場合には、その経過適格合併に係る合併法人の株式に係

る本加算措置の適用については、その経過適格合併を通算内適格合併と、その対象金

額を被合併法人調整勘定対応金額と、それぞれみなすこととされています（令４改正

令附則６③）。 

すなわち、連結納税制度からグループ通算制度に移行した法人が連結グループ内で適

格合併を行っていた場合の被合併法人の株式に係る調整勘定対応金額も、本加算措置

の対象とされます。 

（注４） 経過適格合併とは、令和４年４月１日以後最初に開始する事業年度開始の

日以前に行われた適格合併のうち、経過対象子法人を被合併法人及び合併

法人とするもの並びに経過対象子法人のみを被合併法人とする合併で法人

を設立するものをいい、経過対象子法人とは、その適格合併の日の前日にお

いて上記の経過連結親法人との間に連結完全支配関係があった法人をいい

ます。 

（注５） 対象金額とは、経過適格合併に係る被合併法人を通算グループ内の他の通

算法人（離脱法人）と、その経過適格合併が行われたことを通算終了事由と、

その被合併法人がその経過連結親法人との間に連結完全支配関係を有する

こととなった日を通算完全支配関係発生日と、それぞれみなして本加算措

置を適用するものとした場合に調整勘定対応金額の合計額として計算され

る金額をいいます。 

（注６） 対象金額はこの届出書の記載事項とはされておらず、合併法人である通算

法人に通算終了事由が生じた際に、その通算法人の対象株式に係る資産調

整勘定対応金額及び負債調整勘定対応金額の計算の明細とともにその対象

金額及びその計算の明細を確定申告書等に添付することとなります。 

なお、被合併法人調整勘定対応金額と同様、経過適格合併に係る対象金額

について届出書を提出していた場合においても、合併法人である通算法人に

通算終了事由が生じた際に本加算措置の適用を受けることを選択しなかっ

たときは、対象金額を含め、加算される金額はないこととなります。 
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（参考） 

初年度離脱通算子法人、簿価純資産価額に相当する金額、調整勘定対応金額の合計

額を加算して計算する簿価純資産価額、対象株式及び通算完全支配関係発生日につい

ては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

問40 通算制度からの離脱等に伴う時価評価を要する法人 

問60 投資簿価修正（原則法）の概要 

問63 投資簿価修正における資産調整勘定対応金額等の加算措置 
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通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算 

 

（問66） 

通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算はどのよう

に行うのでしょうか。 

 

【回答】 

関連法人株式等に係る配当等の額からその配当等の額に係る利子等の額に相当する金

額を控除した金額が益金不算入額となります。 

 

【解説】 

⑴ 関連法人株式等に係る配当等の額で益金不算入となる金額 

  関連法人株式等に係る配当等の額で益金不算入となる金額は、関連法人株式等に係

る配当等の額からその配当等の額に係る利子の額に相当する金額を控除した金額とさ

れ、具体的には、次の算式により計算することとされています（法23①、令19①②）。 

 

 

 

 

(注１) 法人税法第23条第１項の事業年度（以下「適用事業年度」といいます。）に係る

支払利子等の額(注２)の合計額の10％に相当する金額がその適用事業年度におい

て受ける関連法人株式等に係る配当等の額の合計額の４％に相当する金額以下で

あるときは、適用事業年度の確定申告書、修正申告書又は更正請求書に一定の書

類を添付することにより、その10％に相当する金額にその配当等の額がその適用

事業年度において受ける関連法人株式等に係る配当等の額の合計額のうちに占め

る割合を乗じて計算した金額となります（令19②⑨）。 

(注２) 法人が支払う負債の利子又は手形の割引料、社債を割引発行した場合の収入額

と債務額との差額、生命保険契約に基づく責任準備金の積立額のうち保険料積立

金に係る利子に相当する金額など、その経済的な性質が利子に準ずるものの額を

いいます（令19②③）。 

 

⑵ 通算法人の場合の支払利子等の額の合計額 

  通算法人である場合（適用事業年度終了の日がその法人に係る通算親法人の事業年

度終了の日である場合に限ります。）には、上記⑴(注１)の支払利子等の額の合計額は、

その合計額（通算完全支配関係がある他の通算法人に対するものを除きます。以下「支

払利子合計額」といいます。）に、支払利子配賦額が支払利子合計額を超える場合には

その超える部分の金額を加算し、支払利子配賦額が支払利子合計額に満たない場合に

はその満たない部分の金額を控除した金額とされます（令19④）。 

   

内国法人が受ける関連法人

株式等に係る配当等の額 
内国法人が受ける関連法人株式等に係る

配当等の額の４％に相当する金額(注１) 
― 

益金不算入と

なる金額 
＝ 
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  支払利子配賦額とは、次の算式により計算した金額をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

（注３） その通算法人以外の通算法人については、適用事業年度終了の日においてそ

の通算法人との間に通算完全支配関係がある通算法人に限ります。 

（注４） 関連法人株式等に係る配当等の額で、法人税法第23条第１項の規定の適用を

受けるものをいいます。 

  なお、各通算法人（その通算法人を含みます。）の支払利子合計額又は適用関連法人

配当等の額の合計額が、期限内申告のこれらの金額と異なることとなった場合であっ

ても、原則として、期限内申告のこれらの金額を支払利子合計額又は適用関連法人配

当等の額の合計額とみなすこととされています（令19⑤）。 

すなわち、支払利子合計額又は適用関連法人配当等の額の合計額は期限内申告のこ

れらの金額に固定され、通算法人の修正申告等によりこれらの金額が変動したとして

も、他の通算法人への影響は遮断されることとなります。 

 

⑶ 益金不算入額の計算例 

  通算法人における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算は、例え

ば、次のように行います。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

①配当等の額 200 1,800 0 2,000 

② ①×４％ 8 72 0 80 

③支払利子合計額 100 200 300 600 

④支払利子配賦額 

（③の合計額×（①

/①の合計額）） 

60 

＝600×200/2,000 

540 

＝600×1,800/2,000 

 600 

⑤ {③＋(④－③)}

×10％ 

60－100＝▲40 

(100－40)×10％＝6 

540－200＝340 

(200＋340)×10％＝54 

60 

⑥ ②と⑤のうち小

さい方の金額 

6 

8＞6 

54 

72＞54 

60 

⑦益金不算入額 

  （①－⑥） 

200－6＝194 

 

1,800－54＝1,746 1,940 

 

 

支払利子配賦額 
各通算法人(注３)

の支払利子合計額

を合計した金額 

その通算法人の適用関連法人配当等

の額(注４)の合計額 

各通算法人(注３)の適用関連法人配

当等の額の合計額の合計 

＝ × 
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（参考） 

  通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算が当初申

告と異なることとなった場合の取扱いについては、次のＱ＆Ａを参照してください。  

 問67 通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算が

当初申告と異なることとなった場合の取扱い 
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 通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計

算が当初申告と異なることとなった場合の取扱い 
 

（問67） 

税務調査により、支払利子合計額又は適用関連法人配当等の額の合計額が当初申告と

異なることとなった場合、通算法人の受取配当等の益金不算入額の計算はどのように行

うこととなりますか。 

 

【回答】 

 原則として、関連法人株式等に係る配当等の額から控除する利子の額に相当する金額

を支払利子等の額の合計額の10％に相当する金額とする特例を適用できるかどうかの判

定等において、支払利子合計額又は適用関連法人配当等の額の合計額を当初申告の金額

に固定して、各通算法人の受取配当等の益金不算入額を計算することとなります。 

 なお、修正申告を行った通算法人の修正申告後の適用関連法人配当等の額の合計額が

当初申告における支払利子配賦額（修正申告における支払利子合計額から当初申告にお

ける支払利子合計額を減算した金額（利子修正額）がある場合には、その利子修正額を

加算した金額）の10％に相当する金額に満たない場合には、その満たない部分の金額を

益金の額に算入します。 

 ただし、当初申告において関連法人株式等に係る配当等の額の４％に相当する金額を

関連法人株式等に係る配当等の額から控除する利子の額に相当する金額としている場合

や、通算グループ内の全法人が損益通算を再計算する等の一定の場合においては、関連

法人株式等に係る配当等の額から控除する利子の額に相当する金額を支払利子等の額の

合計額の10％に相当する金額とする特例を適用できるかどうかの判定等において、支払

利子合計額又は適用関連法人等の額の合計額を当初申告の金額に固定せずに受取配当等

の益金不算入額を再計算することとなります。 

 

【解説】 

⑴ 支払利子配賦額の計算等における修正申告等による影響の遮断 

  通算法人の事業年度（その通算法人に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了す

るものに限ります。）若しくは他の通算法人のその事業年度終了の日に終了する事業年

度（以下「通算事業年度」といいます。）に係る支払利子合計額又はその通算事業年度

において受ける適用関連法人配当等の額の合計額が、当初申告支払利子合計額又は当

初申告関連法人配当合計額（注１）と異なる場合、適用関連法人配当等の額から控除

する利子の額に相当する金額を支払利子等の額の合計額の10％に相当する金額とする

特例を適用できるかどうかの判定（注２）及び支払利子合計額へ加算され又は支払利

子合計額から控除される金額の計算に当たり、次のイ～ニの金額の計算（イ、ハ及び

ニの支払利子配賦額（注３）の計算を含みます。）については、当初申告支払利子合計

額又は当初申告関連法人配当合計額をその通算事業年度に係る支払利子合計額又はそ
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の通算事業年度において受ける適用関連法人配当等の額の合計額とみなすこととされ

ています（令19⑤）。 

 イ 支払利子配賦額（注３）の10％に相当する金額（令19②一） 

 ロ 関連法人株式等に係る配当等の額の合計額（適用関連法人配当等の額の合計額）

の４％に相当する金額（令19②二） 

 ハ 支払利子配賦額（注３）が支払利子合計額を超える場合におけるその超える部分

の金額（令19④一） 

 ニ 支払利子配賦額（注３）が支払利子合計額に満たない場合におけるその満たない

部分の金額（令19④二） 

これにより、その通算法人は、他の通算法人の当初申告支払利子合計額又は当初申

告関連法人配当合計額に誤りがあった場合においても、関連法人株式等に係る受取配

当等の益金不算入額は変わらないことになり、その通算法人の当初申告支払利子合計

額又は当初申告関連法人配当合計額に誤りがあった場合には、その通算法人について

のみ修正申告又は更正を行うことになります。 

（注１） 当初申告支払利子合計額又は当初申告関連法人配当合計額とは、通算事業

年度の期限内申告書に添付された書類にその通算事業年度に係る支払利子合

計額又はその通算事業年度において受ける適用関連法人配当等の額の合計額

として記載された金額をいいます。 

（注２） 適用関連法人配当等の額から控除する利子の額に相当する金額について、

適用事業年度（関連法人株式等について法人税法第23条第１項の規定の適用

を受ける事業年度をいいます。以下同じです。）の関連法人株式等に係る配当

等の額の合計額の４％に相当する金額に代えて、適用事業年度の支払利子配

賦額の10％に相当する金額とすることができるかどうか（適用事業年度の支

払利子配賦額の10％に相当する金額（上記イ）が適用事業年度の関連法人株式

等に係る配当等の額の合計額の４％に相当する金額（上記ロ）以下であるかど

うか）の判定をいいます。 

（注３） 支払利子配賦額とは、次の算式により計算した金額をいいます（令19④）。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 遮断措置があった場合における控除不足となる金額の益金算入 

  ⑴の遮断措置があった場合に⑴の通算法人の通算事業年度において受ける修更正後

の適用関連法人配当等の額の合計額がその通算事業年度に係る当初申告における支払

利子配賦額（イに掲げる金額がある場合にはその金額を加算した金額とし、ロに掲げ

る金額がある場合にはその金額を控除した金額とします。）の10％に相当する金額に満

支払利子 

配賦額 

各通算法人の支払利子 

合計額を合計した金額 
× 

その通算法人の適用関連法人配

当等の額の合計額 

各通算法人の適用関連法人配当 

等の額の合計額を合計した金額 

＝  
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たない場合には、その満たない部分の金額に相当する金額は、その通算事業年度の所

得の金額の計算上、益金の額に算入することとされています（令19⑥）。 

 イ その通算事業年度に係る支払利子合計額が当初申告支払利子合計額を超える場合

におけるその超える部分の金額（令19⑥一） 

 ロ その通算事業年度に係る支払利子合計額が当初申告支払利子合計額に満たない場

合におけるその満たない部分の金額（令19⑥二） 

 

⑶ 遮断措置等の不適用（全体再計算） 

  通算事業年度のいずれかについて修正申告書の提出又は更正がされる場合において、

次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、⑴の通算法人の通算事業年度について

は、遮断措置等（上記⑴及び⑵）は適用しないこととされています（令19⑦）。 

 イ 各通算法人の支払利子合計額（上記⑴による遮断措置適用後）を合計した金額の

10％に相当する金額が、各通算法人の適用関連法人配当等の額の合計額（上記⑴に

よる遮断措置適用後）を合計した金額の４％に相当する金額を超える場合 

 ロ 各通算法人の支払利子合計額（正当額）を合計した金額の10％に相当する金額が、

各通算法人の適用関連法人配当等の額の合計額（正当額）を合計した金額の４％に

相当する金額を超える場合 

 ハ 法人税法第64条の５第６項の規定の適用がある場合 

 ニ 法人税法第64条の５第８項の規定の適用がある場合 

 

⑷ 計算例 

 イ 修正申告により遮断措置が適用される場合においてＡ社の支払利子が増加し益金

不算入額の一部が減少するときの計算について 

  

-162-



 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

①配当等の額 200 1,800 0 2,000 

② ①×４％ 8 72 0 80（※３） 

③支払利子合計額 当初申告：100 

修正申告：250(＋

150) 

200 300 

当初申告：600 

修正申告：750 

(＋150) 

④支払利子配賦額 

(当初申告の③の合計

額×(当初申告の①/当

初申告の①の合計額)) 

600×200/2,000＝

60(※１) 

600×1,800

/2,000＝

540(※１) 

 

600 

⑤{③＋(④－当初申告

の③)}×10％ 

60－100＝▲40(※１) 

当初申告：(100＋▲

40)×10％＝6 

修正申告：(250＋▲

40)×10％＝21(※２) 

540－200＝

340(※１) 

(200＋340)

×10％＝54 

当初申告：60 

修正申告：75 

(※３） 

⑥⑤を配当等の額から

控除できるかどうか

(当初申告の②≧当初

申告の⑤に該当するか

どうか)の判定 

該当 

(8≧6) 

該当 

(72≧54) 
 

⑦配当等の額から控除

する金額(⑥が該当の

場合は⑤、それ以外の

場合は②) 

当初申告： 6 

修正申告：21 

(※２) 

54 

当初申告：60 

修正申告：75 

(＋15) 

⑧益金不算入額 

(①－⑦) 

当初申告：194 

(200－6＝194） 

修正申告：179 

(200－21＝179) 

1,746 

(1,800－54

＝1,746） 

当初申告：1,940 

修正申告：1,925 

  （※１） 支払利子配賦額（Ａ社：60 Ｂ社：540）及びＡ社の支払利子合計額から

控除していた金額 40 は当初申告における金額に固定されることとなりま

す。 

  （※２） 修正申告により増加したＡ社の支払利子 150 は通算グループ内で配賦せ  

           ず、Ａ社の支払利子としてＡ社の配当等の額から控除する利子の額の計算

をすることとなります。 

  （※３） ⑤の合計の当初申告の金額（60）及び修正申告の金額（75）が②の合計

（80）の金額を超えていないため、上記⑶イ及びロの場合に該当せず、遮断

措置が適用されます。 

 ロ 修正申告により遮断措置が適用される場合においてＡ社の配当額が減少し支払利
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子配賦後の控除額を控除しきれなくなったときの益金算入額の計算について 

 Ａ社 Ｂ社 合計 

①配当等の額 当初申告：10,000 

修正申告：    50 

(▲9,950) 

2,500 

当初申告：12,500 

修正申告： 2,550 

(▲9,950) 

② ①×４％ 
当初申告：400 

修正申告：  2 
100 

当初申告：500 

修正申告：102 

(※６) 

③支払利子合計額 500 500 1,000 

④支払利子配賦額 

(当初申告の③の合計額×

(当初申告の①/当初申告の

①の合計額)) 

1,000×

10,000/12,500＝

800(※４) 

1,000×2,500/12

,500＝200(※４) 
1,000 

⑤{③＋(④－当初申告の

③)}×10％ 
800－500＝300 

(500＋300)×10％

＝80 

200－500＝▲300 

(500＋▲300)×

10％＝20 

100(※６) 

⑥⑤を配当等の額から控除

できるかどうか(当初申告

の②≧当初申告の⑤に該当

するかどうか)の判定 

該当 

(400≧80) 

該当 

(100≧20) 
 

⑦配当等の額から控除する

金額(⑥が該当の場合は

⑤、それ以外の場合は②) 

当初申告：80 

修正申告：80 
20 

当初申告：100 

修正申告：100 

⑧益金不算入額 

(①－⑦) 

当初申告：9,920 

(10,000－80＝

9,920) 

修正申告：0 

(50－80＝▲30＜0) 

2,480 

(2,500－20＝

2,480) 

当初申告：12,400 

修正申告： 2,480 

⑨益金算入額 

(④×10％－①) 

修正申告：30 

(80－50＝30)(※

５) 

 修正申告：30 

  （※４） 支払利子配賦額（Ａ社：800 Ｂ社：200）は当初申告における金額に固定

されることとなります。 

（※５） Ａ社の①の修正申告における金額(50)が、④×10％(80)に満たないため、

その満たない部分の金額(30)は益金の額に算入することとなります。 

（※６） ⑤の合計（100）の金額が②の合計の当初申告の金額（500）及び修正申告

の金額(102)を超えていないため、上記⑶イ及びロの場合に該当せず、遮断
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措置が適用されます。 

 ハ 修正申告により遮断措置が適用される場合においてＡ社の支払利子が増加し支払

利子配賦後の控除額を控除しきれなくなったときの益金算入額の計算について 

(ｲ) 関連法人配当等の額を有する法人（Ａ社）の支払利子が増加した場合 

 Ａ社 Ｂ社 合計 

①配当等の額 100 9,900 10,000 

② ①×４％ 4 396 400(※９) 

③支払利子合計額 当初申告：  500 

修正申告：2,000 

(＋1,500(利子修正

額)) 

500 

当初申告：1,000 

修正申告：2,500 

（＋1,500） 

④支払利子配賦額(当

初申告の③の合計額×

（当初申告の①/当初

申告の①の合計額)) 

1,000×100/10,000＝

10(※７) 

 

1,000×9,900

/10,000＝

990(※７) 

1,000 

⑤{③＋(④－当初申告

の③)}×10％ 

10－500＝▲490 

(※７) 

当初申告：(500＋▲

490)×10％＝1 

修正申告：(2,000＋

▲490)×10％＝151 

990－500＝

490(※７) 

(500＋490)×

10％＝99 

当初申告：100 

修正申告：250 

(※９) 

⑥⑤を配当等の額から

控除できるかどうか

(当初申告の②≧当初

申告の⑤に該当するか

どうか)の判定 

該当 

(4≧1) 

該当 

(396≧99) 
 

⑦配当等の額から控除

する金額(⑥が該当の

場合は⑤、それ以外の

場合は②) 

当初申告：  1 

修正申告：151 
99 

当初申告：100 

修正申告：250 

⑧益金不算入額 

(①－⑦) 

当初申告：99 

(100－1) 

修正申告： 0 

(100－151＝▲51＜0) 

9,801 

(9,900－99＝

9,801) 

当初申告：9,900 

修正申告：9,801 

⑨益金算入額((④＋利

子修正額)×10％－①) 

修正申告：51 

((10＋1,500)×10％

－100)(※８) 

 修正申告：51 

     （※７） 支払利子配賦額（Ａ社：10 Ｂ社：990）及びＡ社の支払利子合計額
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から控除していた金額490は当初申告における金額に固定されること

となります。 

（※８） Ａ社の①の金額(100)が、(④＋利子修正額)×10％(151)に満たない

ため、その満たない部分の金額(51)は益金の額に算入することとなり

ます。 

（※９） ⑤の合計の当初申告の金額（100）及び修正申告の金額（250）が②

の合計（400）の金額を超えていないため、上記⑶イ及びロの場合に該

当せず、遮断措置が適用されます。 

(ﾛ)  関連法人配当等の額を有しない法人（Ａ社）の支払利子が増加した場合 
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

①配当等の額 0 200 2,300 2,500 

② ①×４％ 0 8 92 100(※12) 

③支払利子合計額 当初申告：300 

修正申告：450 

(＋150(利子修正

額)) 

100 200 

当初申告： 

600 

修正申告： 

750(＋150) 

④支払利子配賦額 

(当初申告の③の合

計額×（当初申告

の①/当初申告の①

の合計額)) 

 

 

 

(600× 

200/2,500)

＝48(※10) 

(600× 

2,300/2,500)

＝552(※10) 

600 

⑤{③＋(④－当初

申告の③)}×10％ 

48－100＝

▲52(※10) 

(100＋▲

52)× 

10％＝5 

552－200＝

352(※10) 

(200＋352)× 

10％＝55 

60(※12) 

⑥⑤を配当等の額

から控除できるか

どうか(当初申告の

②≧当初申告の⑤

に該当するかどう

か)の判定 

該当 

(8≧5) 

該当 

(92≧55) 

 

⑦配当等の額から

控除する金額(⑥が

該当の場合は⑤、そ

れ以外の場合は②) 

5 55 

⑧益金不算入額(①

－⑦) 

195 

(200－5＝

195) 

2,245 

(2,300－55＝

2,245) 

2,440 

⑨益金算入額((④

＋利子修正額)×

10％－①)  

修正申告：15 

((0＋150)×10％

－0)(※11) 

  
修正申告：

15 

 （※10） 支払利子配賦額（Ｂ社：48 Ｃ社：552）は当初申告における金額

に固定されることとなります。 

 （※11） Ａ社の①の金額(0)が(④＋利子修正額)×10％(15)に満たないため、

その満たない部分の金額(15)は益金の額に算入することとなります。 

 （※12） ⑤の合計（60）の金額が②の合計（100）の金額を超えていないた
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め、上記⑶イ及びロの場合に該当せず、遮断措置が適用されます。 

 

（参考） 

 支払利子合計額、適用関連法人配当等の額及び通算制度における関連法人等に係る

受取配当等の益金不算入額の計算については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問66 通算制度における関連法人株式等に係る受取配当等の益金不算入額の計算 
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外国子会社から受ける配当等の益金不算入規定の適用がある外国子会社

の判定 
 

（問68） 

 通算法人が外国法人から剰余金の配当等を受ける場合において、外国子会社から受け

る配当等の益金不算入規定が適用となる外国子会社の判定は、どのようになりますか。 

 なお、通算法人がその外国法人の株式をその外国法人から受ける剰余金の配当等の支

払義務が確定する日以前６月以上継続保有していることを前提とします。 

 

【回答】 

 通算法人が外国法人から剰余金の配当等を受ける場合において、外国子会社から受け

る配当等の益金不算入規定の適用がある外国子会社の判定は、原則として、通算グルー

プ全体で保有するその外国法人の株式の保有割合が25％以上であるか否かにより行いま

す。 

ただし、通算グループ全体で保有するその外国法人の株式の保有割合が25％未満の場

合であっても、その外国法人が租税条約締約国の居住者である法人であり、通算法人単

独での保有割合が租税条約の二重課税排除条項で軽減された割合以上である場合には、

その外国法人は、外国子会社から受ける配当等の益金不算入規定の適用がある外国子会

社に該当し、その通算法人は、当該規定を適用することができます。 

 

【解説】 

通算法人が外国法人から剰余金の配当等を受ける場合において、その外国法人の発行

済株式又は出資（その有する自己の株式又は出資を除きます。以下「株式等」といいま

す。）の総数又は総額のうちにその通算グループ全体で保有しているその外国法人の株式

等の数又は金額の占める割合が25％以上であり、かつ、その状態がその外国法人から受

ける剰余金の配当等の支払義務が確定する日以前６月以上継続している場合には、その

外国法人は外国子会社に該当し、通算法人は、その外国法人からの剰余金の配当等につ

いて、外国子会社から受ける配当等の益金不算入規定を適用することができます（法23

の２①、令22の４①）。 

ただし、その外国法人の株式等の総数又は総額のうちにその通算グループ全体で保有

しているその外国法人の株式等の数又は金額の占める割合が25％未満である場合であっ

ても、その外国法人が租税条約締約国の居住者である法人で、その外国法人の株式等の

総数又は総額のうちにその通算法人単独で保有しているその外国法人の株式等の数又は

金額の占める割合が租税条約の二重課税排除条項で軽減された割合以上であり、かつ、

その状態がその外国法人から受ける剰余金の配当等の支払義務が確定する日以前６月以

上継続している場合には、その外国法人は外国子会社に該当し、その通算法人は、その

外国法人からの剰余金の配当等について、外国子会社から受ける配当等の益金不算入規

定を適用することができます（法23の２①、令22の４⑦）。 
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（参考） 租税条約の二重課税排除条項により株式等の保有割合が軽減されている国 

    ・ アメリカ【10％】（日米租税条約23①⒝） 

・ フランス【15％】（日仏租税条約23②⒝） 

・ ブラジル【10％】（日伯租税条約22⑵⒜(ⅱ)） 

・ オーストラリア【10％】（日豪租税条約25①⒝） 

     ・ オランダ【10％】（日蘭租税条約22②） 

     ・ カザフスタン【10％】（日カザフスタン租税条約22②⒝） 
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貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合における通算法人の間の金銭債

権の取扱い 
 

（問69） 

通算法人が貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合において、その通算法人が通算グ

ループ内の他の通算法人に対して有する金銭債権は、その計算の基礎となる金銭債権に

含まれますか。 

 

【回答】 

通算法人が通算グループ内の他の通算法人に対して有する金銭債権は、貸倒引当金の

繰入限度額の計算の基礎となる金銭債権には含まれません。 

 

【解説】 

 法人が各事業年度において、その法人が有する個別評価金銭債権（注１）又は一括評

価金銭債権（注２）の貸倒れ等による損失の見込額として損金経理により貸倒引当金勘

定に繰り入れた金額のうち、個別貸倒引当金繰入限度額又は一括貸倒引当金繰入限度額

に達するまでの金額は、その法人のその事業年度において損金の額に算入されます（法

52①②、令96①⑥）。 

 ただし、この規定を適用できるのは、次の法人に限られています。 

⑴ その事業年度終了の時において、普通法人のうち、資本金の額等が１億円以下であ

る（資本金の額が５億円以上である法人による完全支配関係があるものや大通算法人

（注３）などを除きます。）又は資本等を有しないもの（大通算法人を除きます。）に

該当する内国法人（法52①一） 

⑵ 銀行や保険会社など一定の法人（法52①二、令96④） 

⑶ 売買があったものとされる一定のリース取引に係る金銭債権を有する法人など一定

の法人（法52①三、令96⑤） 

 ここで、内国法人がその有する金銭債権について貸倒引当金の繰入限度額を計算する

場合には、その内国法人との間に完全支配関係がある他の法人に対してその内国法人が

有する金銭債権は、個別評価金銭債権及び一括評価金銭債権には含まれないこととされ

ています（法52⑨二）。 

 本件は、通算制度における通算法人が通算グループ内の（通算完全支配関係がある）

他の通算法人に対して有する金銭債権とのことですが、通算完全支配関係も完全支配関

係に該当しますので、質問の金銭債権は、個別評価金銭債権及び一括評価金銭債権には

含まれません。 

（注１） 個別評価金銭債権とは、金銭債権のうち、更生計画認可の決定に基づいて弁

済を猶予されることなどの一定の事実が生じていることによりその一部につい

て貸倒れ等の事由による損失が見込まれるものをいいます（法52①、令96①）。 

（注２） 一括評価金銭債権とは、売掛金や貸付金などの金銭債権で、個別評価金銭債
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権以外のものをいいます（法52②）。 

（注３） 大通算法人とは、通算法人である普通法人又はその普通法人の各事業年度終

了の日においてその普通法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人の

うち、いずれかの法人がその各事業年度終了の時における資本金の額又は出資

金の額が１億円を超える法人など一定の法人に該当する場合におけるその普通

法人をいいます（法66⑥括弧書）。 

 

（参考） 

 完全支配関係及び通算完全支配関係の意義については、次のＱ＆Ａを参照してくだ

さい。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 
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貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合における法定繰入率の取扱い 

 

（問70） 

 Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社は同一の通算グループ内の通算法人で、Ｐ社の事業年度（自

Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日）終了の時における各通算法人の資本金の額がそれぞ

れ以下のとおりである場合、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社の一括評価金銭債権に係る貸倒引

当金の繰入限度額の計算において、法定繰入率を用いることができるのでしょうか。 

 なお、いずれの法人も適用除外事業者には該当しません。 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 

Ｘ２年３月 31 日に

おける資本金の額 
１億円 8,000 万円 5,000 万円 

 

【回答】 

 Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社いずれの法人も、法定繰入率を用いることができます。 

 

【解説】 

⑴ 法定繰入率を用いて貸倒引当金の繰入限度額を計算することのできる法人 

  内国法人の一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度額の計算は、原則として、

その内国法人が事業年度終了の時に有する一括評価金銭債権（その内国法人との間に

完全支配関係がある他の法人に対してその内国法人が有する金銭債権などを除きます。

以下同じです。）の帳簿価額の合計額に貸倒実績率を乗じて計算することとなりますが

（法52②⑨二、令96⑥）、その事業年度終了の時において次の法人に該当する内国法人

については、貸倒実績率に代えて法定繰入率を乗じて計算することができます（措法

57の９①、措令33の７①）。 

 イ その事業年度終了の時において、普通法人（投資法人及び特定目的会社を除きま

す。）のうち、資本金の額等が１億円以下であるもの（資本金の額が５億円以上であ

る法人による完全支配関係があるものや大通算法人（注１）などを除きます。）又は

資本等を有しないもの（大通算法人を除きます。）に該当する内国法人（法52①一イ）

（適用除外事業者（措法42の４⑲八）に該当するもの（注２）を除きます。） 

 ロ 公益法人等又は協同組合等（法52①一ロ） 

 ハ 人格のない社団等（法52①一ハ） 

 この場合の法定繰入率とは、その法人が営む主たる事業の次の区分に応じ、それぞ

れ次の割合となります（措令33の７④） 
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事業区分 割合 

卸売及び小売業（飲食店業等を含み、割賦販売小売業を除きます。） 10／1,000 

製造業（電気業等を含みます。） 8／1,000 

金融及び保険業 3／1,000 

割賦販売小売業等 7／1,000 

上記事業以外の事業 6／1,000 

 なお、法定繰入率を用いて一括貸倒引当金繰入限度額の計算をする場合には、その

計算の基礎となる一括評価金銭債権の帳簿価額から、その一括評価金銭債権に係る債

務者から受け入れた金額があるため実質的に債権と見られない部分の金額など一定の

金額を除くこととなります（措法57の９①、措令33の７②）。 

（注１） 大通算法人とは、通算法人である普通法人又はその普通法人の各事業年度終

了の日においてその普通法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人の

うち、いずれかの法人がその各事業年度終了の時における資本金の額又は出資

金の額が１億円を超える法人など一定の法人に該当する場合におけるその普通

法人をいいます（法66⑥括弧書）。 

（注２） 通算法人の各事業年度終了の日においてその通算法人との間に通算完全支配

関係がある他の通算法人のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該当する場

合には、その通算法人を含みます。 

 

⑵ 本件について法定繰入率を用いることの可否 

  Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社のいずれの法人もＸ２年３月31日における資本金の額が１

億円以下（Ｐ社：１億円 Ｓ１社：8,000万円 Ｓ２社：5,000万円）であるため、貸

倒引当金の繰入限度額の計算において、法定繰入率を用いることができます。 

 

（参考） 

  通算法人が貸倒引当金の損金算入の規定を適用できる場合の要件、一括評価金銭債

権及び適用除外事業者の意義については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問69 貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合における通算法人の間の金銭債権の

取扱い 

  問83 通算制度における適用除外事業者の取扱いについて 
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通算制度から離脱した通算子法人に対して金銭債権を有する場合の貸倒

実績率の計算 
 

（問71） 

 通算子法人Ｓ社は、５年前から通算親法人Ｐ社による通算完全支配関係がありました

が、Ｐ社の自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度の中途（Ｘ２年１月１日）にＰ

社がＳ社株式を通算グループ外の第三者に売却したため、Ｓ社はＰ社の通算グループか

ら離脱しました。また、Ｐ社はＳ社に対して５年前から貸付金を有しています。 

 この場合、Ｐ社の自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度の一括評価金銭債権に

係る貸倒実績率の計算において、そのＰ社の事業年度開始の日前３年以内に開始した各

事業年度の一括評価金銭債権にＳ社に対する貸付金は含まれますか。 

 

【回答】 

 Ｓ社は、Ｐ社の事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度終了の時において

Ｐ社との間で完全支配関係を有していますので、Ｓ社に対する貸付金はこの一括評価金

銭債権に含まれません。 

 

【解説】 

 内国法人（法52①各号に掲げる内国法人に限ります。以下同じです。）の一括評価金銭

債権に係る貸倒引当金の繰入限度額の計算は、原則として、その内国法人がその事業年

度終了の時に有する一括評価金銭債権の帳簿価額の合計額に貸倒実績率を乗じて計算す

ることとなりますが、その一括評価金銭債権には、その内国法人との間に完全支配関係

がある他の法人に対してその内国法人が有する金銭債権などは含まれません（法52②⑨

二、令96⑥）。 

 この場合の貸倒実績率とは、次の⑴の金額のうちに⑵の金額の占める割合（小数点以

下４位未満の端数があるときは、これを切り上げます。）をいいます（令96⑥）。     

 ⑴ その内国法人のその事業年度開始の日前３年以内に開始した一定の事業年度（以

下「前３年内事業年度」といいます。）終了の時における一括評価金銭債権の帳簿価

額の合計額を前３年内事業年度の数で除して計算した金額 

 ⑵ その内国法人の前３年内事業年度における売掛金等（その内国法人が完全支配関

係を有する他の法人に対して有する金銭債権などを除きます。以下「売掛債権等」

といいます。）の貸倒れにより生じた損失の額や、前３年内事業年度に含まれる各事

業年度において損金の額に算入された個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算

入額（売掛債権等に係る金額に限ります。）の合計額から前３年内事業年度に含まれ

る各事業年度の前事業年度において損金の額に算入された個別評価金銭債権に係る

貸倒引当金の損金算入額で前３年内事業年度に含まれる各事業年度において益金の

額に算入された額など一定の金額（売掛債権等に係る金額に限ります。）の合計額を

控除した残額に12を乗じてこれを前３年内事業年度の月数の合計数で除して計算し
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た金額 

 上記⑴の一括評価金銭債権は前３年内事業年度終了の時のものとなりますので、一括

評価金銭債権から除かれる完全支配関係を有する他の法人に対して有する金銭債権かど

うかは、その前３年内事業年度終了の時の状況により判定することとなります。 

 また、上記⑵の売掛債権等や個別評価金銭債権についても同様の取扱いとなります。 

 本件においてＰ社は、事業年度終了の時（Ｘ２年３月31日）にＳ社との間に通算完全

支配関係を有していませんが、その事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度

終了時にＳ社との間に通算完全支配関係を有しています。 

 この点、通算完全支配関係も完全支配関係に該当しますので、Ｐ社はその事業年度開

始の日前３年以内に開始した各事業年度終了の時にＳ社との間で完全支配関係を有して

おり、Ｓ社に対して有する貸付金は、貸倒実績率の計算の基礎となる一括評価金銭債権

には含まれません。 

 

（参考） 

  通算法人が貸倒引当金の損金算入の規定を適用できる場合の要件、一括評価金銭債

権及び個別評価金銭債権の意義については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問69 貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合における通算法人の間の金銭債権の

取扱い 
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収用換地等の場合における所得の特別控除の適用関係 

 

（問72） 

通算法人の所有する土地について収用換地等が行われた場合において、同一の通算グ

ループ内の通算法人であるＳ１社及びＳ２社が所得の特別控除を選択したときの損金の

額に算入される金額はどのようになりますか。 

 

【回答】 

Ｓ１社及びＳ２社が所得の特別控除の規定の適用を受けようとする金額の合計額が同

一の年（暦年）で5,000万円を超えるときは、その超える部分の金額は、Ｓ１社及びＳ２

社のそれぞれにおいて損金の額に算入しないこととされています。 

 

【解説】 

⑴ 法人がその事業年度のうち同一の年（暦年）に属する期間中に収用換地等により

譲渡した資産のいずれについても圧縮記帳（措法64、65）の規定の適用を受けないと

きは、その法人は収用換地等の場合の所得の特別控除の規定を適用することができる

こととされ、この規定の適用を受けようとする金額は、同一の年（暦年）で5,000万円

が限度であるとされています（措法65の２①）。 

⑵ また、法人及びその法人との間に完全支配関係がある法人が有する資産の譲渡につ

いて、収用換地等の場合の所得の特別控除（措法65の２）等の規定の適用を受けよう

とする金額の合計額が、法人による完全支配関係があるグループ全体で同一の年（暦

年）で5,000万円を超えるときは、その超える部分の金額は法人及びその法人との間に

完全支配関係がある法人の各事業年度において損金の額に算入しないこととされてい

ます（措法65の６）。 

  本件では、Ｓ１社及びＳ２社がともに同一通算グループ内の通算法人である場合（す

なわち、Ｓ１社とＳ２社との間に通算完全支配関係がある場合）ですが、通算完全支

配関係も完全支配関係に該当しますので、この場合でも同様に、法人による完全支配

関係があるグループ全体で同一の年（暦年）で5,000万円を超える部分の金額は、Ｓ１

社及びＳ２社のそれぞれにおいて損金の額に算入されません。 

 なお、このＳ１社及びＳ２社の損金の額に算入されない金額は、例えばＳ１社及び

Ｓ２社の所得の特別控除の規定の適用を受けようとする金額がそれぞれ6,000万円及

び2,000万円である場合、次のＢ及びＣのとおりとなります（措法65の６）。 
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Ａ 

 

Ｓ１社の損金の額に算

入されない金額…Ｂ 

法人による完全支配関係がある 

グループ全体の損金算入額 

5,000 万円 

Ｓ２社の損金 

の額に算入され

ない金額…Ｃ 

 

Ａ： 所得の特別控除の規定の適用を受けようとする金額の法人による完全支配関係が

あるグループ全体の合計額8,000万円が5,000万円を超えていることから、その超え

る部分の金額3,000万円は、Ｓ１社及びＳ２社において損金の額に算入しないことと

なります。 

Ｂ： Ｓ１社の損金の額に算入されない金額 

   （8,000万円－5,000万円）× 6,000万円 ／ 8,000万円 ＝ 2,250万円 

Ｃ： Ｓ２社の損金の額に算入されない金額 

   （8,000万円－5,000万円）× 2,000万円 ／ 8,000万円 ＝  750万円 

 

（参考） 

 完全支配関係及び通算完全支配関係の意義については、次のＱ＆Ａを参照してくだ

さい。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 

Ｓ１社の所得の特別控除の規定の適用を受けようとする金額 
Ｓ２社の所得の特別控除の規定の 

適用を受けようとする金額 

2,000 万円 6,000 万円 
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通算法人に対する交際費等の損金不算入制度の適用 

 

（問73） 

 通算法人に対して交際費等の損金不算入制度は、どのように適用されますか。 

 

【回答】 

 通算法人以外の法人と同様に適用されますが、通算法人については、以下の【解説】

のとおり、別段の取扱いが定められています。 

 

【解説】 

１ 交際費等の損金不算入制度の概要 

法人が支出する交際費等の額は、損金の額に算入しないこととされています（措法

61の４①）。ただし、その適用年度（平成26年４月１日から令和６年３月31日までの

間に開始する各事業年度をいいます。以下同じです。）終了の日における資本金の額

等が100億円以下である法人については、その支出する交際費等の額のうち接待飲食

費の額の50％相当額以下の金額は、その適用年度において交際費等の損金不算入の規

定の適用はありません（接待飲食費に係る損金算入の特例）（措法61の４①）。 

なお、資本金の額等が１億円以下の法人（普通法人のうち資本金の額等が５億円以

上の法人等の100％子法人等を除きます。）については、支出する交際費等の額のうち

年800万円（定額控除限度額）を超える部分の金額を損金不算入額とすることができ

ます（中小法人に係る定額控除限度額の特例）（措法61の４②）。 

 

２ 通算法人に対する交際費等の損金不算入制度の適用 

通算法人に対しても上記１の制度の適用がありますが、次の点において取扱いが異

なります。 

⑴ 接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る定額控除限度額の特例の

対象法人の範囲 

通算法人のその適用年度終了の日においてその通算法人との間に通算完全支配

関係がある他の通算法人のうちいずれかの法人の同日における資本金の額等が 100

億円を超える場合におけるその通算法人は、接待飲食費に係る損金算入の特例の対

象法人から除かれています（措法 61 の４①）。 

また、通算法人のその適用年度終了の日においてその通算法人との間に通算完全

支配関係がある他の通算法人のうちいずれかの法人が次に掲げる法人である場合

には、中小法人に係る定額控除限度額の特例の対象法人から除かれています（措法

61 の４②二）。 

イ その適用年度終了の日における資本金の額等が１億円を超える法人 

ロ 通算法人である普通法人のうち、その適用年度終了の日において法人税法第 66

条第５項第２号又は第３号に掲げる法人に該当するもの 
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すなわち、通算グループ内のいずれかの法人の資本金の額等が 100 億円又は１億

円を超える場合には、通算グループ内の全ての法人が、接待飲食費に係る損金算入

の特例又は中小法人に係る定額控除限度額の特例を適用することはできません。 

⑵ 通算子法人の適用年度 

交際費等の損金不算入制度の適用期間は平成 26 年４月 1日から令和６年３月 31

日までの間に開始する各事業年度とされており、通算子法人の事業年度にこの制度

の適用があるかどうかの判定は、通算親法人の事業年度によることとされています

（措法 61 の４③一）。ただし、通算親法人の事業年度の中途において離脱した通算

子法人の離脱日の前日に終了する事業年度については、その通算子法人の事業年度

が平成26年４月1日から令和６年３月31日までの間に開始する事業年度であるか

どうかによって判定します。 

⑶ 中小通算法人の定額控除限度額 

通算法人に対する中小法人に係る定額控除限度額の特例については、次の算式に

より計算した金額（以下「通算定額控除限度分配額」といいます。）が定額控除限度

額となります（措法 61 の４③二）。 

 

 

 

（注） 通算親法人の事業年度が１年に満たない場合は、月数あん分した金額となり

ます（措法 61 の４③二）。以下⑷①において同じです。 

すなわち、800 万円を通算グループ内の各通算法人が支出する交際費等の額の比

であん分した金額が各通算法人の定額控除限度額となります。 

なお、この⑶は、通算子法人にあっては、その通算子法人に係る通算親法人の事

業年度終了の日においてその通算親法人との間に通算完全支配関係があるものに

限り適用されますので、通算親法人の事業年度の中途において離脱した通算子法人

の離脱日の前日に終了する事業年度は、定額控除限度額を他の通算法人との間で配

分することにはなりません。 

⑷ 通算定額控除限度分配額の計算における修正申告等による影響の遮断 

上記⑶の通算定額控除限度分配額を計算する場合において、通算グループ内の通

算法人の交際費等の額が期限内申告書に添付された書類に交際費等の額として記

載された金額（以下「当初申告交際費等の額」といいます。）と異なるときは、当初

申告交際費等の額を上記⑶の算式中の交際費等の額とみなすこととされています

（措法 61 の４③三）。 

すなわち、通算グループ内の通算法人（自己及び他の通算法人）の期限内申告に

おける交際費等の額の計算に誤りがあった場合においても、通算定額控除限度分配

額は変わらないことになります（遮断措置）。 

ただし、自己又は他の通算法人の事業年度のいずれかについて修正申告等が行わ

れる場合において、次の①から③までのいずれかに該当するときは、この遮断措置

800 万円（注） 
その通算法人が支出する交際費等の額 

各通算法人が支出する交際費等の額の合計額 
× 
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は適用されず、各通算法人の通算定額控除限度分配額の再計算（全体再計算）を行

うこととなります（措法 61 の４③四）。 

① 遮断措置を適用しないものとした場合における、上記⑶の算式の分母の金額

（各通算法人が支出する交際費等の額の合計額）が 800 万円以下である場合 

② 法人税法第 64 条の５第６項（欠損事業年度の全体再計算）の規定の適用があ

る場合 

③ 法人税法第 64 条の５第８項（法人税の負担を不当に減少させる結果となると

認められる場合の全体再計算）の規定の適用がある場合 

上記①又は②の場合に該当して全体再計算をして修更正をした後に、再度、交際

費等の額の誤りが把握された場合の遮断措置の適用については、その修更正後の交

際費等の額を当初申告交際費等の額とみなすこととされています（措法 61 の４③

五）。 

 

３ 通算定額控除限度分配額の計算例 

通算定額控除限度分配額の計算例は次のとおりです。 

（単位：万円） 

当初申告 

Ａ社 

交際費等の額 

350 

Ｂ社 

交際費等の額 

150 

Ｃ社 

交際費等の額 

100 

合計 

交際費等の額 600 

通算定額控除 

限度分配額 

467 

（800×350／600） 

通算定額控除 

限度分配額 

200 

（800×150／600） 

通算定額控除 

限度分配額 

133 

（800×100／600） 

 

修正申告① Ａ社の交際費等の額が150増加 

交際費等の額 

500（＋150） 

交際費等の額 

150 

交際費等の額 

100 
交際費等の額 750 

通算定額控除 

限度分配額 

533 

（800×500／750） 

通算定額控除 

限度分配額 

160 

（800×150／750） 

通算定額控除 

限度分配額 

107 

（800×100／750） 

 

修正申告② Ｂ社の交際費等の額が150増加 

交際費等の額 

500 

交際費等の額 

300（＋150） 

交際費等の額 

100 

交際費等の額 900 

 

通算定額控除 

限度分配額 

533 

（800×500／750） 

通算定額控除 

限度分配額 

160 

（800×150／750） 

通算定額控除 

限度分配額 

107 

（800×100／750） 

 

800 以下のため通算定額控

除限度分配額の全体再計

算を行う（上記２⑷①該

当） 

800 超のため当初期限内申告

の交際費等の額（全体再計算

した場合（本件）は修更正後の

交際費等の額）による計算に

固定（措法 61の４③三・五） 

-181-



 

 

修正申告①では、通算定額控除限度分配額の再計算をする結果、いずれの法人にお

いても交際費等の損金不算入額が生じませんが、修正申告②では、遮断措置が適用さ

れ、Ｂ社について損金不算入額140（300－160）が生ずることとなります。 

なお、損金の額に算入される交際費等の額は、それぞれ上記表の下線の金額となり

ます。 
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通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

 

（問74） 

 同一の通算グループ内の通算法人であるＡ社、Ｂ社及びＣ社の自令和４年４月１日至

令和５年３月31日事業年度の所得の金額、調整前法人税額、試験研究費の額及び比較試

験研究費の額はそれぞれ次のとおりとなっています。 

この場合に、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の一般試験研究費の額に係る税額控除（措法42の４

①）の計算はそれぞれどのように行うこととなりますか。 

 なお、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の上記の事業年度は、一般試験研究費の額に係る税額控除

の控除上限額の上乗せ措置の適用がある事業年度には該当せず、また、Ａ社、Ｂ社及び

Ｃ社はいずれも中小企業者等には該当しません。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得の金額 260 600 0 860 

調整前法人税額 60 140 0 200 

試験研究費の額 400 0 200 600 

比較試験研究費の額 300 0 200 500 

 

【回答】 

 通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算は、通算グループを一体

として計算した税額控除限度額と控除上限額とのうちいずれか少ない金額を、通算法人

の調整前法人税額の比であん分することにより行います。 

 本件については、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の税額控除額は、それぞれ15、35及び零となり

ます。 

 

【解説】 

１ 一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

  ご質問のあった自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度において、青色申

告書を提出する法人につき試験研究費の額がある場合には、その試験研究費の額に次

の⑴又は⑵の区分に応じて計算される税額控除割合を乗じた金額の法人税額の特別控

除ができることとされています。ただし、税額控除上限額はその事業年度の調整前法

人税額の25％相当額(注１)とされています（措法42の４①②一二）。 

 ⑴ 下記⑵以外の事業年度 

  イ 増減試験研究費割合（注２）が9.4％を超える場合（ハの場合を除きます。） 

 

   税額控除割合（14％を上限）＝10.145％＋{（増減試験研究費割合 － 9.4％）×0.35} 

 

  ロ 増減試験研究費割合が 9.4％以下である場合（ハの場合を除きます。） 
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   税額控除割合（2％を下限）＝10.145％－{（9.4％ － 増減試験研究費割合）×0.175} 

 

  ハ 設立事業年度である場合又は比較試験研究費の額(注３)が零である場合 

    8.5％ 

 ⑵ 試験研究費割合（注４）が 10％を超える事業年度 

   上記⑴イからハまでのそれぞれの場合に応じて次のとおり計算します。 

 

  

 

 

 (注１) 本制度の適用を受ける事業年度が次表の(ｲ)から(ﾊ)までに掲げる事業年度に

該当する場合、調整前法人税額の 25％相当額に、それぞれに掲げる上乗せ金額（※

１）を加算します（措法 42 の４③）。 

 事業年度 上乗せ金額 

(ｲ)  次の要件を満たす事業年度（措法42の４③一） 

 (ⅰ) その適用を受ける事業年度が設立の日とされる 

   一定の日から同日以後10年を経過する日までの期 

   間内の日を含む事業年度に該当すること 

 (ⅱ) その適用を受ける事業年度終了の時において、 

   法人税法第66条第５項第２号又は第３号に掲げる 

   法人及び株式移転完全親法人（法２十二の六の六） 

   のいずれにも該当しないこと 

 (ⅲ) その適用を受ける事業年度終了の時において、翌 

   事業年度に繰り越される欠損金額を有すること 

 調整前法人税

額×15％ 

(ﾛ)  試験研究費割合が10％を超える事業年度（措法42の４③

二） 

 調整前法人税

額×{(試験研究

費割合－10％)

×２(10％を上

限)} 

(ハ)  基準年度比売上金額減少割合（注５）が２％以上であり、

かつ、試験研究費の額が基準年度試験研究費の額（注６）

を超える事業年度（措法42の４③三） 

 調整前法人税

額×５％ 

（※１）  (ｲ)及び(ﾛ)のいずれにも該当する事業年度については、(ｲ)及び(ﾛ)の

上乗せ金額の合計額とし、(ﾛ)及び(ﾊ)のいずれにも該当する事業年度に

ついては、(ﾛ)及び(ﾊ)の上乗せ金額の合計額とします。 

(注２) 増減試験研究費割合とは、増減試験研究費の額(※２)の比較試験研究費の額に

対する割合をいいます（措法42の４⑲三）。 

上記⑴イからハまでの税額控除

割合×{(試験研究費割合－10％)

×0.5(10％を上限)} 

上記⑴イからハ

までの税額控除

割合 
 

＝ 

 
＋ 

 

税 額 控 除 割 合

（14％を上限） 
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    (※２) 増減試験研究費の額とは、本制度の適用を受ける事業年度の試験研究費

の額から比較試験研究費の額を減算した金額をいいます（措法42の４⑲

三）。 

(注３) 比較試験研究費の額とは、本制度の適用を受ける事業年度開始の日の３年前の

日からその適用を受ける事業年度開始の日の前日までの期間内に開始した各事業

年度の試験研究費の額の合計額をその各事業年度の数で除して計算した平均額を

いいます（措法42の４⑲五）。 

(注４) 試験研究費割合とは、試験研究費の額の平均売上金額（※３）に対する割合を

いいます（措法42の４⑲六）。 

 (※３) 平均売上金額とは、本制度の適用を受ける事業年度及びその事業年度開

始の日の３年前の日からその適用を受ける事業年度開始の日の前日まで

の期間内に開始した各事業年度の売上金額の平均額として一定の方法に

より計算した金額をいいます（措法42の４⑲十四）。 

(注５) 基準年度比売上金額減少割合とは、本制度の適用を受ける事業年度の売上金額

が基準事業年度（令和２年２月１日前に最後に終了した事業年度をいいます。以

下同じです。）の売上金額（その基準事業年度の月数と本制度の適用を受ける事業

年度の月数とが異なる場合には、その売上金額にその事業年度の月数を乗じてこ

れをその基準事業年度の月数で除して計算した金額）に満たない場合のその満た

ない部分の金額がその基準事業年度の売上金額に占める割合（その基準事業年度

の売上金額が零である場合は、零）をいいます（措法42の４⑲六の二）。 

(注６) 基準年度試験研究費の額とは、基準事業年度の試験研究費の額（その基準事業

年度の月数と本制度の適用を受ける事業年度の月数とが異なる場合には、その試

験研究費の額にその事業年度の月数を乗じてこれをその基準事業年度の月数で除

して計算した金額）をいいます（措法42の４⑲六の三）。  

 

２ 通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

  ご質問のあった自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度において、通算法

人が一般試験研究費の額に係る税額控除の適用を受ける場合において、その通算法人

の各事業年度がその通算法人に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了するもので

あるときは、次の算式により計算した税額控除可能分配額を税額控除限度額として、

その通算法人の各事業年度の税額控除額を計算します（措法42の４①⑧三八九）。 

 

 

 

 

 

(注７) 上記算式の税額控除可能額とは、通算グループを一体として計算した税額控除

限度額（下記⑴）と控除上限額（下記⑵）とのうちいずれか少ない金額をいいま

税額控除 

可能分配額 ＝ 
税額控除 

可能額 

(注７)  

× 
その通算法人の調整前法人税額 

各通算法人の調整前法人税額の 

合計額 
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す（措法42の４⑧三八九）。 

 ⑴ 通算グループを一体として計算した税額控除限度額 

   その適用を受ける事業年度の各通算法人の試験研究費の額の合計額に、次のイ又

はロの区分に応じて計算される税額控除割合を乗じて計算した金額（措法42の４⑧

三イ八） 

  イ 下記ロ以外の事業年度 

   (ｲ) 合算増減試験研究費割合（注８）が9.4％を超える場合（(ﾊ)の場合を除きま 

す。） 

 

    税額控除割合(14％を上限)＝10.145％＋{(合算増減試験研究費割合－9.4％)×0.35} 

    

   (ﾛ) 合算増減試験研究費割合が 9.4％以下である場合（(ﾊ)の場合を除きます。） 

 

     税額控除割合(2％を下限)＝10.145％－{(9.4％－合算増減試験研究費割合)×0.175} 

 

   (ﾊ) 各通算法人の比較試験研究費の額（注９）の合計額が零である場合 

8.5％ 

  ロ 合算試験研究費割合（注10）が10％を超える事業年度 

    上記イ(ｲ)から(ﾊ)までのそれぞれの場合に応じて次のとおり計算します。 

 

 

 

 

 

(注８) 合算増減試験研究費割合とは、その適用を受ける事業年度に係る各通算法人の

試験研究費の額の合計額から各通算法人の比較試験研究費の額の合計額を減算し

た金額の各通算法人の比較試験研究費の額の合計額に対する割合をいいます（措

法42の４⑲十一）。 

(注９) 通算法人が一般試験研究費の額に係る税額控除の適用を受ける場合における比

較試験研究費の額とは、その適用を受ける通算法人に係る通算親法人の事業年度

開始の日の３年前の日からその適用を受ける事業年度開始の日の前日までの期間

内に開始した各事業年度の試験研究費の額の合計額をその各事業年度の数で除し

て計算した平均額をいいます（措法42の４⑲五）。 

(注10) 合算試験研究費割合とは、その適用を受ける事業年度に係る各通算法人の試験

研究費の額の合計額の各通算法人の平均売上金額（※４）の合計額に対する割合

をいいます（措法42の４⑲十二）。 

   （※４） 通算法人が一般試験研究費の額に係る税額控除の適用を受ける場合に

おける平均売上金額とは、その適用を受ける事業年度及びその通算法人

税 額 控 除 割 合

（14％を上限） ＝ 

 

上記イ(ｲ )から

(ﾊ)までの割合 
{上記イ(ｲ)から(ﾊ)までの割

合×(合算試験研究費割合－

10％)×0.5} 
＋ 
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に係る通算親法人の事業年度開始の日の３年前の日からその適用を受け

る事業年度開始の日の前日までの期間内に開始した各事業年度の売上金

額の平均額として一定の方法により計算した金額をいいます（措法42の

４⑲十四）。 

 ⑵ 通算グループを一体として計算した控除上限額 

  その適用を受ける事業年度に係る各通算法人の調整前法人税額の合計額の25％に

相当する金額（次表のイからハまでに掲げる事業年度に該当する場合、調整前法人税

額の合計額の25％に相当する金額にそれぞれに掲げる上乗せ金額（※５）を加算し

た金額）（措法42の４⑧三ロ・ハ九イ） 

 事業年度 上乗せ金額 

イ  次の要件を満たす事業年度（通算子法人にあっては、

通算親法人の次の要件を満たす事業年度終了の日に終

了する事業年度）（措法42の４⑧九イ⑴） 

 (ｲ) 通算グループ内の全ての通算法人について、その 

  適用を受ける事業年度が設立の日とされる一定の 

  日以後10年を経過する日までの期間内の日を含む 

  事業年度に該当すること 

 (ﾛ) その適用を受ける事業年度終了の時において、法 

  人税法第66条第５項第２号又は第３号に掲げる法 

  人及び株式移転完全親法人（法２十二の六の六）の 

  いずれにも該当しないこと 

 (ハ) 通算グループ内のいずれかの通算法人がその適    

  用を受ける事業年度終了の時において、翌事業年度 

  に繰り越される欠損金額（特定欠損金額を除きま  

  す。）を有すること 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

15％ 

ロ  合算試験研究費割合が10％を超える事業年度（措法42

の４⑧九イ⑵） 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

{(合算試験研究

費割合－10％)

×２(10％を上

限)} 

ハ  基準年度比合算売上金額減少割合（注11）が２％以上

であり、かつ、各通算法人の試験研究費の額の合計額が

各通算法人の基準年度試験研究費の額（注６）の合計額

を超える事業年度（措法42の４⑧九イ⑶） 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

５％ 

   （※５） イ及びロのいずれにも該当する事業年度については、イ及びロの上乗

せ金額の合計額とし、ロ及びハのいずれにも該当する事業年度について

は、ロ及びハの上乗せ金額の合計額とします。 
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(注11) 基準年度比合算売上金額減少割合とは、各通算法人の事業年度の売上金額の合

計額が各通算法人の基準事業年度の売上金額の合計額に満たない場合のその満た

ない部分の金額がその各通算法人の基準事業年度の売上金額の合計額に占める割

合（その各通算法人の基準事業年度の売上金額の合計額が零である場合は、零）

をいいます（措法42の４⑲十三）。  

 

３ 本件における各通算法人の一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

  本件のＡ社、Ｂ社及びＣ社の一般試験研究費の額に係る税額控除の計算は次のとお

りとなります。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得の金額 260 600 0 860 

調整前法人税額 60 140 0 200 

試験研究費の額 400 0 200 600 

比較試験研究費の額 300 0 200 500 

合算増減試験研究費割合 

（上記２⑴イ(ｲ)）(注８) 

20％ 

（600－500）／500＝20％ 

税額控除割合 

（上記２⑴イ(ｲ)） 

13.8％ 

10.145％＋｛（20％－9.4％）×0.35｝＝13.855％ 

税額控除限度額 

（上記２⑴） 

82 

600×13.8％＝82 

控除上限額 

（上記２⑵） 

50 

200×25％＝50 

税額控除可能額 

（上記２(注７)） 

50 

（82＞50） 

税額控除可能分配額 

（上記２） 

15 
50×60／200 

＝15 

35 
50×140／200

＝35 

0 
50×0／200 

＝0 

50 

 

（参考） 

 特定欠損金額及び通算法人の修正申告等における一般試験研究費の額に係る税額控

除の計算については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問53 過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 

  問75 通算法人の修正申告等における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 
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通算法人の修正申告等における一般試験研究費の額に係る税額控除の計

算 
 

（問75） 

 同一の通算グループ内の通算法人であるＡ社、Ｂ社及びＣ社の当初申告（自令和４年

４月１日至令和５年３月31日事業年度）における所得の金額、調整前法人税額、試験研

究費の額及び比較試験研究費の額はそれぞれ次のとおりとなっています。 

 その後、税務調査によりＡ社の試験研究費の額が100となりました。通算制度における

一般試験研究費の額に係る税額控除では、修更正事由があった通算法人以外の他の通算

法人には影響させない遮断措置があるそうですが、この場合、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の再

計算はそれぞれ具体的にどのように行うこととなりますか。 

 なお、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の事業年度は、税務調査の前後いずれにおいても一般試験

研究費の額に係る税額控除の控除上限額の上乗せ措置の適用がある事業年度には該当せ

ず、また、Ａ社、Ｂ社及びＣ社はいずれも中小企業者等には該当しません。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得の金額 260 600 0 860 

調整前法人税額 60 140 0 200 

試験研究費 

の額 

（当初申告） 400 0 200 600 

（調査後） 100 0 200 300 

比較試験研究費の額 300 0 200 500 

  

【回答】 

 通算グループ内の他の通算法人に修更正事由があった場合には、当該他の通算法人の

試験研究費の額と調整前法人税額等を当初申告額に固定することにより、その通算法人

への影響が遮断されます。 

 このため、本件においては、再計算の結果、通算グループ全体で44の税額控除超過額

が生ずることとなり、Ａ社は税額控除額が15減少し、また、これとは別に29の追加課税

額が生ずることにより法人税額44を納付することとなりますが、Ｂ社及びＣ社の法人税

額は変わりません。 

 

【解説】 

１ 通算法人の一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

  ご質問のあった自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度において、通算法

人が一般試験研究費の額に係る税額控除の適用を受ける場合に、その通算法人の各事

業年度がその通算法人に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了するものであると

きは、次の算式により計算した税額控除可能分配額を税額控除限度額として、その通

算法人の各事業年度の税額控除額を計算します（措法42の４①⑧三八九）。 
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 (注１) 上記算式の税額控除可能額とは、通算グループを一体として計算した税額控

除限度額（下記⑴）と控除上限額（下記⑵）とのうちいずれか少ない金額をいい

ます（措法42の４⑧三八九）。 

 ⑴ 通算グループを一体として計算した税額控除限度額 

  その適用を受ける事業年度の各通算法人の試験研究費の額の合計額に、次のイ又

はロの区分に応じて計算される税額控除割合を乗じて計算した金額（措法42の４⑧

三イ八） 

 イ 下記ロ以外の事業年度 

  (ｲ) 合算増減試験研究費割合（注２）が9.4％を超える場合（(ﾊ)の場合を除きま 

す。） 

 

  税額控除割合(14％を上限)＝10.145％＋{(合算増減試験研究費割合－9.4％）×0.35} 

 

   (ﾛ) 合算増減試験研究費割合が 9.4％以下である場合（(ﾊ)の場合を除きます。） 

 

  税額控除割合（2％を下限）＝10.145％－{（9.4％－合算増減試験研究費割合）×0.175} 

 

   (ﾊ)  各通算法人の比較試験研究費の額（注３）の合計額が零である場合 

       8.5％ 

  ロ 合算試験研究費割合（注４）が10％を超える事業年度 

    上記(ｲ)及び(ﾛ)のそれぞれの場合に応じて次のとおり計算します。 

     

     

 

    

   (注２) 合算増減試験研究費割合とは、その適用を受ける事業年度に係る各通算

法人の試験研究費の額の合計額から各通算法人の比較試験研究費の額の合

計額を減算した金額のその各通算法人の比較試験研究費の額の合計額に対

する割合をいいます（措法42の４⑲十一）。 

   (注３) 比較試験研究費の額とは、本制度の適用を受ける通算法人に係る通算親

法人の事業年度開始の日の３年前の日からその適用を受ける事業年度開始

税 額 控 除 割 合

（14％を上限） 
上記イ(ｲ )から

(ﾊ)までの割合 

{上記イ(ｲ)から(ﾊ)までの割

合×(合算試験研究費割合－

10％)×0.5} 
＝ 

 
＋ 

 

税額控除 

可能分配額 ＝ 
税額控除可

能額（注１） × 
各通算法人の調整前法人税額の合計額 
 

その通算法人の調整前法人税額 
 

-190-



の日の前日までの期間に開始した各事業年度の試験研究費の額の合計額を

その各事業年度の数で除して計算した平均額をいいます（措法42の４⑲五）。 

(注４) 合算試験研究費割合とは、その適用を受ける事業年度に係る各通算法人

の試験研究費の額の合計額の各通算法人の平均売上金額の合計額に対する

割合をいいます（措法42の４⑲十二）。  

⑵ 通算グループを一体として計算した控除上限額 

  その適用を受ける事業年度に係る各通算法人の調整前法人税額の合計額の25％に

相当する金額（次表のイからハまでに掲げる事業年度に該当する場合、調整前法人

税額の合計額の25％に相当する金額にそれぞれに掲げる上乗せ金額（※）を加算し

た金額）（措法42の４⑧三ロ・ハ九イ） 

 事業年度 上乗せ金額 

イ  次の要件を満たす事業年度（通算子法人にあっては、

通算親法人の次の要件を満たす事業年度終了の日に終

了する事業年度）（措法42の４⑧九イ⑴） 

 (ｲ) 通算グループ内の全ての通算法人について、その 

  適用を受ける事業年度が設立の日とされる一定の 

  日以後10年を経過する日までの期間内の日を含む 

  事業年度に該当すること 

 (ﾛ) その適用を受ける事業年度終了の時において、法 

  人税法第66条第５項第２号又は第３号に掲げる法 

  人及び株式移転完全親法人（法２十二の六の六）の 

  いずれにも該当しないこと 

 (ハ) 通算グループ内のいずれかの通算法人がその適    

  用を受ける事業年度終了の時において、翌事業年度 

  に繰り越される欠損金額（特定欠損金額を除きま 

  す。）を有すること 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

15％ 

ロ  合算試験研究費割合が10％を超える事業年度（措法42

の４⑧九イ⑵） 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

{(合算試験研究

費割合－10％)

×２(10％を上

限)} 

ハ  基準年度比合算売上金額減少割合（注５）が２％以上

であり、かつ、各通算法人の試験研究費の額の合計額が

各通算法人の基準年度試験研究費の額（注６）の合計額

を超える事業年度（措法42の４⑧九イ⑶） 

 調整前法人税

額 の 合 計 額 ×

５％ 
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 （※） イ及びロのいずれにも該当する事業年度については、イ及びロの上乗せ

金額の合計額とし、ロ及びハのいずれにも該当する事業年度については、

ロ及びハの上乗せ金額の合計額とします。 

（注５） 基準年度比合算売上金額減少割合とは、各通算法人の事業年度の売上

金額の合計額が各通算法人の基準事業年度（令和２年２月１日前に最後

に終了した事業年度をいいます。以下同じです。）の売上金額（その基準

事業年度の月数と本制度の適用を受ける事業年度の月数とが異なる場合

には、その売上金額にその事業年度の月数を乗じてこれをその基準事業

年度の月数で除して計算した金額）の合計額に満たない場合のその満た

ない部分の金額がその各通算法人の基準事業年度の売上金額の合計額に

占める割合（その各通算法人の基準事業年度の売上金額の合計額が零で

ある場合は、零）をいいます（措法42の４⑲十三）。 

   （注６） 基準年度試験研究費の額とは、基準事業年度の試験研究費の額（その

基準事業年度の月数と本制度の適用を受ける事業年度の月数とが異なる

場合には、その試験研究費の額にその事業年度の月数を乗じてこれをそ

の基準事業年度の月数で除して計算した金額）をいいます（措法42の４

⑲六の三）。  

２ 通算法人の修正申告等における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

  通算法人又は他の通算法人に修更正事由があった場合における上記１の計算は次の

とおりとなります。 

 ⑴ 他の通算法人に修更正事由があった場合 

   他の通算法人に修更正事由があったことにより、他の通算法人の各事業年度の試

験研究費の額、平均売上金額若しくは基準事業年度の売上金額又は上記１の適用を

受ける事業年度の調整前法人税額が当初申告額と異なることとなった場合には、通

算法人の上記１の計算上は、それぞれの当初申告額が当該他の通算法人の各事業年

度の試験研究費の額、平均売上金額若しくは基準事業年度の売上金額又は上記１の

適用を受ける事業年度の調整前法人税額とみなされます（措法42の４⑧四・十）。 

   すなわち、通算グループ内の他の通算法人に修更正事由があった場合には、当該

他の通算法人の試験研究費の額、平均売上金額若しくは基準事業年度の売上金額又

は調整前法人税額を当初申告額に固定することにより、その通算法人への影響が遮

断されます。 

⑵ 通算法人に修更正事由があった場合 

 イ 税額控除可能額が当初申告額以上となる場合 

   通算法人の税額控除可能額が当初申告額以上であるときは、確定申告書等（措

法２②二十八）に添付された書類に税額控除可能分配額として記載された金額（以

下「当初申告税額控除可能分配額」といいます。）が税額控除可能分配額とみなさ

れます（措法42の４⑧五）。 
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   すなわち、通算法人に修更正事由があったことにより、税額控除可能額が当初

申告額を超えることとなった場合であっても、税額控除可能分配額は当初申告額

に固定されます。 

 ロ 税額控除可能額が当初申告額未満となる場合 

   通算法人の税額控除可能額が当初申告額未満であるときは、次の場合に応じそ

れぞれ次のとおりとなります（措法42の４⑧六）。 

  (ｲ) 当初申告税額控除可能分配額が零を超える場合 

    当初申告税額控除可能分配額から、当初申告税額控除可能額からその税額控

除可能額を減算した金額（以下「税額控除超過額」といいます。）を控除した金

額が上記１の適用を受ける事業年度の税額控除可能分配額とみなされます（措

法42の４⑧六イ）。 

    すなわち、税額控除超過額は、当初申告税額控除可能分配額の範囲内でその

通算法人の税額控除可能分配額から控除されます。 

   (ﾛ) 税額控除超過額が当初申告税額控除可能分配額を超える場合 

上記１の適用を受ける事業年度の法人税の額は、その法人税の額に税額控除

超過額から当初申告税額控除可能分配額を控除した金額に相当する金額を加算

した金額とされます（措法42の４⑧六ロ）。 

すなわち、上記(ｲ)により控除されなかった税額控除超過額は、その通算法人

の法人税の額に加算されます。 

 

３ 本件における各通算法人の一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

 ⑴ 本件の当初申告における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 

   本件の当初申告におけるＡ社、Ｂ社及びＣ社の一般試験研究費の額に係る税額控

除の計算は次のとおりとなります。  
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得の金額 260 600 0 860 

調整前法人税額 60 140 0 200 

試験研究費の額 400 0 200 600 

比較試験研究費の額 300 0 200 500 

合算増減試験研究費割合 

（上記１⑴イ(ｲ)）(注２) 

20％ 

（600－500）／500＝20％ 

税額控除割合 

（上記１⑴イ(ｲ)） 

13.8％ 

10.145％＋｛（20％－9.4％）×0.35｝ 

＝13.855％ 

税額控除限度額 

（上記１⑴） 

82 

600×13.8％＝82 

控除上限額 

（上記１⑵） 

50 

200×25％＝50 

税額控除可能額 

（上記１(注１)） 

50 

（82＞50） 

税額控除可能分配額 

（上記１） 

15 

50×60／200 

＝15 

35 

50×140／

200＝35 

0 

50×0／200

＝0 

50 

 

 ⑵ 一般試験研究費の額に係る税額控除の再計算 

   Ａ社、Ｂ社及びＣ社の一般試験研究費の額に係る税額控除の再計算は次のとおり

となります。この結果、通算グループ全体で44の税額控除超過額が生ずることとな

り、Ａ社は税額控除額が15減少し、また、これとは別に29の追加課税額が生ずるこ

とにより法人税額44を納付することとなりますが、Ｂ社及びＣ社の法人税額は変わ

りません。  

-194-



 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得の金額 260 600 0 860 

調整前法人税額 60 140 0 200 

試験研究費の額 100 0 200 300 

比較試験研究費の額 300 0 200 500 

合算増減試験研究費割合 

(上記１⑴イ(注２)) 

▲40％ 

（300－500）／500＝▲40％ 

税額控除割合 

（上記１⑴イ(ﾛ)） 

2％ 

10.145％－｛（9.4％－▲40％）×0.175｝＝

1.5％＜2％ 

税額控除限度額 

（上記１⑴） 

6 

300×2％＝6 

控除上限額 

（上記１⑵） 

50 

200×25％＝50 

税額控除可能額 

（上記１(注１)） 

6 

（6＜50） 

税額控除超過額 

（上記２⑵ロ(ｲ)） 

44 

50(上記⑴の税額控除可能額)－6＝44 

税額控除可能分配額 

（上記２⑵ロ(ｲ)） 

0 

15(上記⑴)

－15＝0 

35 

上記⑴ 

0 

上記⑴ 

35 

法人税額に加算 

（上記２⑵ロ(ﾛ)） 

29 

44－15＝29 

― ― 29 

 

（参考） 

  特定欠損金額及び通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算につ

いては、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問53 過年度の欠損金額を通算制度適用後に損金算入することの可否 

  問74 通算法人における一般試験研究費の額に係る税額控除の計算 
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試験研究を行った場合の法人税額の特別控除に係る通知義務 

 

（問76） 

通算法人が試験研究を行った場合の法人税額の特別控除の規定の適用を受ける事業年

度後において、試験研究費の税額控除限度額の計算の基礎となる一定の金額が当初申告

額と異なることとなった場合には、他の通算法人に対して通知義務があるとのことです

が、その通知はどのように行うこととなりますか。 

 

【回答】 

ご質問の通知については、法令上、通知すべき事項は定められていますが、通知の方

法及び様式等は特段定められていません。したがって、通算法人と他の通算法人との間

で任意の方法により通知することになります。 

なお、法令で定められた通知すべき事項を盛り込んだ通知書の書式の例として、下記

（参考）のような書式が考えられますので、実務上の参考としてください。 

 

【解説】 

 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除の規定の適用を受けている通算法人（通

算法人であった法人を含みます。以下同じです。）は、その規定の適用を受ける事業年度

（以下「適用対象事業年度」といいます。）後において、次の⑴～⑸（税額控除限度額又

は控除上限額の上乗せ措置の適用がある場合には、⑴～⑺）に掲げる金額のいずれかが

当初申告額（その適用対象事業年度の確定申告書等（措法２②二十八）に添付された書

類及びその確定申告書等に記載された金額をいいます。）と異なることとなった場合には、

他の通算法人に対し、その異なることとなった金額を通知しなければならないこととさ

れています（措法42の４⑩⑱）。 

 ⑴ 適用対象事業年度の試験研究費の額 

 ⑵ 適用対象事業年度前の各事業年度の試験研究費の額 

 ⑶ 適用対象事業年度の特別試験研究費の額 

 ⑷ 適用対象事業年度の所得に対する租税特別措置法第42条の４第19項第２号に規定

する調整前法人税額 

 ⑸ 適用対象事業年度において生じた欠損金額 

 ⑹ 適用対象事業年度の租税特別措置法第42条の４第19項第14号に規定する平均売上

金額 

 ⑺ 適用対象事業年度の租税特別措置法第42条の４第19項第６号の２に規定する基準

売上金額 

この通知の方法及び様式等については、法令等において特段定められていませんので、任

意の方法により通知を行うことになります。 

 

 

-196-



 

 

（参考） 
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通算法人の法人税の税率 

 

（問77） 

通算法人に適用される法人税の税率はどのようになっていますか。 

 

【回答】 

 普通法人である通算法人は23.2％、協同組合等である通算法人は19％の税率が適用さ

れます。また、中小通算法人等の所得金額のうち軽減対象所得金額以下の金額は15％の

税率が適用されます。 

 

【解説】 

⑴ 通算法人に適用される法人税の税率 

通算法人の各事業年度の所得の金額に対する法人税の税率は、各通算法人の区分に

応じた税率が適用されます。したがって、原則として、普通法人である通算法人は

23.2％、協同組合等である通算法人は19％の税率が適用されます（法66①③）。 

 

⑵ 軽減対象所得金額以下の所得の金額に対する軽減税率 

  中小通算法人等の所得の金額のうち軽減対象所得金額以下の金額に対する税率は

15％とされます（法66⑥、措法42の３の２①～③）。 

  ここで、中小通算法人等とは、中小通算法人又は通算親法人である協同組合等をい

い、中小通算法人とは、大通算法人（注１）以外の普通法人である通算法人をいいま

す。 

  また、軽減対象所得金額とは、次の算式により計算した金額（その中小通算法人が

通算子法人である場合において、その事業年度終了の日が通算親法人の事業年度終了

の日でないときは800万円を月数あん分した金額）をいいます（法66⑦、措法42の３の

２③二三）。 

 

 

 

 

⑶ 軽減対象所得金額の計算における修正申告等による影響の遮断 

上記⑵の軽減対象所得金額を計算する場合において、修正申告等により、通算グル

ープ内の通算法人の所得の金額が期限内申告書に所得の金額として記載された金額と

異なるときは、その記載された金額を上記⑵の算式の所得の金額とみなして軽減対象

所得金額を計算することとされています（法66⑧、措法42の３の２③二三）。すなわち、

修正申告等により通算グループ内の通算法人の所得の金額が増減したとしても、軽減

対象所得金額は変動せず、修正申告等による影響が遮断されます。 

ただし、次のイからハまでのいずれかに該当するときは、この遮断措置は適用され

800 万円（注２） 
その中小通算法人等の所得の金額 

× 
各中小通算法人等の所得の金額の合計額 

軽減対象所得金額 
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ず、修正申告等後の所得の金額に基づき各通算法人の軽減対象所得金額の再計算（全

体再計算）を行うこととなります（法66⑨、措法42の３の２③二三）。 

 イ 修正申告等により、通算グループ内の中小通算法人等の所得金額が期限内申告書

に所得の金額として記載された金額と異なる場合において、その記載された金額を

上記⑵の算式の所得の金額とみなす規定（法66⑧、措法42の３の２③二三）を適用

しないものとしたとき、上記⑵の算式の分母の金額（各中小通算法人等の所得の金

額の合計額）が800万円（注２）以下である場合 

 ロ 通算法人の全てについて、期限内申告所得金額が零又は期限内申告欠損金額があ

るなど一定の要件に該当する場合（法64の５⑥） 

 ハ 欠損金額の繰越期間に対する制限を潜脱するためや、離脱法人に欠損金を帰属さ

せるためあえて誤った当初申告を行うなど法人税の負担を不当に減少させる結果と

なると認められるため、税務署長が通算グループ内の全法人について損益通算の額

を正当額にて再計算する場合（法64の５⑧） 

 

⑷ 軽減対象所得金額の計算例 

  上記⑵及び⑶に基づいた軽減対象所得金額の計算は、次のように行います（注３） 

 （注４）。 

（単位：万円） 

当初申告 

Ａ社 

所得 350 

Ｂ社 

所得 150 

Ｃ社 

所得 100 

合計 

所得 600 

軽減対象所得金額 

467 

（800×350／600） 

軽減対象所得金額 

200 

（800×150／600） 

軽減対象所得金額 

133 

（800×100／600） 

 

修正申告① Ａ社の所得が150増加 

（＋150） 

所得 500 
所得 150 所得 100 所得 750 

軽減対象所得金額 

533 

（800×500／750） 

軽減対象所得金額 

160 

（800×150／750） 

軽減対象所得金額 

107 

（800×100／750） 

 

修正申告② Ｂ社の所得が150増加 

所得 500 
（＋150） 

所得 300 
所得 100 

所得 900 

軽減対象所得金額 

533 

（800×500／750） 

軽減対象所得金額 

160 

（800×150／750） 

軽減対象所得金額 

107 

（800×100／750） 

 

 修正申告①では、所得の金額が増加するＡ社にのみ修更正事由が生じ、修正申告② 

では、所得の金額が増加するＢ社にのみ修更正事由が生ずることとなります。 

800 以下のため軽減対象所得

金額の全体再計算を行う（上

記⑶イに該当） 

800 超のため期限内申告所得

（全体再計算を行った場合は修

更正後の所得）による計算に固

定（法 66⑧⑩） 
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 また、修正申告②におけるＢ社の軽減対象所得金額は、修正申告①で行った全体再 

計算後の金額160に固定され（法66⑩）、軽減対象所得金額でない所得の金額140（300 

－160）については、23.2％の税率が適用されます。 

 なお、修正申告①で全体再計算が行われているため、修正申告②では修正申告①に

記載されたＡ社の所得の金額500を当初申告における所得の金額とみなして計算を行

うこととなります（法66⑩）。 

（注１） 大通算法人とは、通算法人である普通法人又はその普通法人の各事業年度 

    終了の日においてその普通法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法 

    人のうち、いずれかの法人がその各事業年度終了の時における資本金の額又 

    は出資金の額が１億円を超える法人その他一定の法人に該当する場合におけ 

    るその普通法人をいいます（法66⑥括弧書）。 

 （注２） 通算親法人の事業年度が１年に満たない場合は月数あん分した金額となり

ます（法66⑪）。 

 （注３） Ａ社、Ｂ社、Ｃ社はいずれも中小通算法人に該当します。 

 （注４） 軽減税率の対象となる所得の金額は、所得の金額のうち軽減対象所得金額

以下の金額（それぞれ上記表の下線の金額）となります。 
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通算法人に係る外国税額の控除の計算 

 

（問78） 

 同一の通算グループ内の法人であるＡ社、Ｂ社及びＣ社の所得金額、国外所得金額、

法人税の額及び外国法人税の額はそれぞれ次のとおりとなっています。なお、いずれの

法人も非課税国外所得金額はありません。 

この場合に、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の外国税額の控除の計算はそれぞれどのように行う

こととなりますか。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 400 600 

国外所得金額 200 100 ▲60 240 

法人税の額 0 40 80 120 

外国法人税の額 40 15 0 55 

 

【回答】 

 通算法人の外国税額の控除の計算は、通算グループの要素（各通算法人の所得金額、

国外所得金額及び法人税の額の合計額）を用いて行います。 

 本件については、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の控除可能額は、それぞれ32、15及び零となり

ます。 

 

【解説】 

１ 通算法人に係る外国税額の控除の計算 

  通算法人が各事業年度において外国法人税を納付することとなる場合には、控除限

度額を限度として、その外国法人税の額をその事業年度の所得に対する法人税の額か

ら控除することとされています（法69①⑭、令148①）。 

 ⑴ 控除限度額の計算 

   この控除限度額とは、次の算式により計算した金額をいいます。なお、調整前控

除限度額が零を下回る場合には零とされます（令148①）。 

 

   控除限度額 ＝ 調整前控除限度額 － 控除限度調整額 

 

 ⑵ 調整前控除限度額の計算 

   上記⑴の調整前控除限度額とは、次の算式により計算した金額をいいます（令148

②）。 

 

 

 
調整前控除限度額 

各通算法人の

法人税の額(注

１)の合計額 

その通算法人の調整国外所得金額(注３) 

各通算法人の所得金額(注２)の合計額 

― 各通算法人の欠損金額(注２)の合計額 

＝ × 
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(注１) この法人税の額は、特定同族会社の特別税率（法 67）などの一定の規定を適用  

   しないで計算した場合等の法人税の額をいい、附帯税の額は除きます（令148②一）。 

(注２) この所得金額及び欠損金額は、欠損金の繰越し（法57）及び損益通算（法64の

５）などの一定の規定を適用しないで計算した場合の金額をいいます（令148③）。 

(注３) この調整国外所得金額は、次の算式により計算した金額をいい、調整前国外所

得金額が零を下回る場合は、調整前国外所得金額となります（令148②三）。 

 

 

 

 

 

 

(注４) この国外所得金額は、欠損金の繰越し（法57）及び損益通算（法64の５）などの

一定の規定を適用しないで計算した場合の法人税法施行令第141条の２各号に

掲げる国外源泉所得に係る所得の金額の合計額をいいます（令148④）。 

(注５) 国外所得金額から減算する非課税国外所得金額は、零を超えるものに限ります

(令148④)。 

(注６) この加算調整額は、次の算式により計算した金額をいいます（令148⑤）。 

 

 

 

 

 

 

 

(注７) この調整金額は、次の算式により計算した金額をいいます（令148⑥）。 

 

 

 

 

 

 

 

(注８) 上記（注２）と同様です。 

 ⑶ 控除限度調整額の計算 

   上記⑴の控除限度調整額とは、次の算式により計算した金額をいいます（令148⑦）。 

 

 

調整前国外所得金額 

調整国外所得

金額 

国外所得金額 

(注４) 
非課税国外所

得金額(注５) 

加算調整額 

(注６) 

調整金額 

(注７) 
－ ＋ － ＝ 

加算前国外所得金額 

調整金額 

各通算法人の調整

前国外所得金額の

合計額が所得金額

（注８）の合計額

の 90％を超える部

分の金額 

その通算法人の加算前国外所得金

額（零を超えるものに限ります。） 

各通算法人の加算前国外所得金額

（零を超えるものに限ります。）の

合計額 

＝ × 

加算調整額 

各通算法人の零を下回

る非課税国外所得金額

の合計額のうち非課税

国外所得金額（零を超

えるものに限ります。）

の合計額に達するまで

の金額 

その通算法人の加算前国外所得金

額（零を超えるものに限ります。） 

各通算法人の加算前国外所得金額

（零を超えるものに限ります。）の

合計額 

＝ × 
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２ 本件における各通算法人に係る外国税額の控除の計算 

  本件のＡ社、Ｂ社及びＣ社の外国税額の控除の計算は次のとおりとなります。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 400 600 

国外所得金額 200 100 ▲60 240 

調整前国外所得金額 

（上記１⑵(注３)） 

200 100 ▲60 240 

調整金額 

（上記１⑵(注７)） 

－ 

240＜540（＝600×90％） 

調整国外所得金額 

（上記１⑵(注３)） 

200 100 ▲60 240 

法人税の額 0 40 80 120 

外国法人税の額 40 15 0 55 

調整前控除限度額 

（上記１⑵） 

120×200／

600＝40 

120×100／

600＝20 

120×▲60／

600＝▲12 

48 

控除限度調整額 

（上記１⑶） 

12×40／60 

＝8 

12×20／60 

＝4 

－ 12 

控除限度額（上記１⑴） 40－8＝32 20－4＝16 0 48 

税額控除額 

（上記１） 

32＜40 

⇒32 

16＞15 

⇒15 

0 47 

 

（参考） 

  通算法人の外国税額の控除額に変動が生じた場合の外国税額の控除の計算について

は、次のＱ＆Ａを参照してください。  

 問80 通算法人の外国税額の控除額に変動が生じた場合の外国税額の控除の計算 

 

控除限度調整額 

各通算法人の調

整前控除限度額

が零を下回る場

合のその下回る

額の合計額 

その通算法人の調整前控除限度額

（零を超えるものに限ります。） 
 
各通算法人の調整前控除限度額

（零を超えるものに限ります。）の

合計額 
 

＝ × 
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 外国税額の控除における通算制度開始又は加入前から有する控除余裕額、

控除限度超過額の取扱い 
 

（問79） 

⑴ 通算法人の外国税額の控除額の計算において、内国法人の通算制度を適用する事

業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度で生じた控除余裕額又は控除限度

超過額は、通算制度を適用する事業年度に繰り越すことができますか。 

⑵ また、その事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度に連結事業年度に

該当するものがあった場合には、連結事業年度の個別控除余裕額又は個別控除限度

超過額はどのように取り扱われますか。 

 

【回答】 

⑴ その控除余裕額又は控除限度超過額は、通算制度を適用する事業年度に繰り越す

ことができます。 

⑵ 前３年以内に開始した連結事業年度の個別控除余裕額又は個別控除限度超過額は、

その連結事業年度の期間に対応する各事業年度の控除余裕額又は控除限度超過額と

みなされます。 

 

【解説】 

⑴ 内国法人の外国税額の控除額の計算において、内国法人が事業年度開始の日前３

年以内に開始した各事業年度で生じた国税及び地方税の控除余裕額又は控除限度超

過額は、その事業年度に繰り越すことができます（法69②③、令144①、145①）。 

  このことは通算法人においても同様であり、事業年度開始の日前３年以内に開始

した各事業年度が通算制度を適用する事業年度であったとしても、上記と同様に繰

り越すことができます。このことは、通算制度からの離脱等によってその後通算制

度の適用を受けないこととなった場合であっても同様です。 

⑵ また、内国法人が外国税額控除を適用する事業年度開始の日前３年以内に開始し

た各事業年度（以下「前３年内事業年度」といいます。）に連結事業年度に該当する

ものがある場合には、その連結事業年度の国税及び地方税の個別控除余裕額又は個

別控除限度超過額は、その連結事業年度の期間に対応するその内国法人の前３年内

事業年度の国税及び地方税の控除余裕額又は控除限度超過額とみなして、繰越控除

限度額又は繰越控除対象外国法人税額を計算することとされています（令２改正令

附則35②、36②）。 
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（例） 

事業年度 通算事業年度 

         

                  

          

Ｓ１社：X1 年期に生じた 

    控除余裕額 80 

→ X2 年期に生じた 

 控除余裕額 10 

→ X3 年期に生じた 

 控除余裕額 20 

→ 控除余裕額 

    110 

 

 

  
    

   

Ｓ２社： 

 

X2 年期に生じた 

控除限度超過額 60 

→ X3 年期に生じた 

  控除限度超過額 30 

→ 

     90 

 

 

 

Ｘ１年期 Ｘ２年期 Ｘ３年期 Ｘ４年期 

(80+10+20) 

(60+30) 

控除限度超過額 
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通算法人の外国税額の控除額に変動が生じた場合の外国税額の控除の計算 

 

（問80） 

 同一の通算グループ内の法人であるＡ社、Ｂ社及びＣ社の各事業年度の期限内申告に

おける外国税額の控除の計算は次のとおりとなっています。 

⑴ 自Ｘ１年４月１日至Ｘ２年３月31日事業年度（以下「前々期」といいます。） 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 400 600 

調整前国外所得金額 200 100 ▲60 240 

調整金額 0（240＜540（600×90％）） 

調整国外所得金額 200 100 ▲60 240 

法人税の額 0 40 80 120 

外国法人税の額 40 15 0 55 

調整前控除限度額 
120×200／600＝

40 
120×100／600＝

20 
120×▲60／600 

＝▲12 
48 

控除限度調整額 12×40／60＝8 12×20／60＝4 － 12 

控除限度額 40－8＝32 20－4＝16 0 48 

税額控除額 32（32＜40） 15（16＞15） 0  

翌期に繰り越す 
控除限度超過額 

8 － － 

翌期に繰り越す 

控除余裕額 
－ 1 － 

⑵ 自Ｘ２年４月１日至Ｘ３年３月31日事業年度（以下「前期」といいます。） 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 400 600 

調整前国外所得金額 200 100 0 300 

調整金額 0（300＜540（600×90％）） 

調整国外所得金額 200 100 0 300 

法人税の額 0 40 80 120 

外国法人税の額 35 30 0 65 

控除限度超過額 8 － － 
 

控除余裕額 － 1 － 

調整前控除限度額 
120×200／600 

＝40 

120×100／600 

＝20 

120×0／600 

＝0 
60 

控除限度調整額 － － － － 

控除限度額 40 20 0 60 

税額控除額 40 21 － 

 
翌期に繰り越す 
控除限度超過額 

3 9 － 

翌期に繰り越す 
控除余裕額 

－ － － 
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 その後、Ｃ社の所得金額及び法人税の額につき税務調査に基づく更正（法人税法第69

条第32項又は第33項の規定による調査結果の内容の説明日：Ｘ３年12月１日）が行われ、

これに伴い前々期の外国税額の控除の計算における所得金額、調整前国外所得金額、法

人税の額が次のとおり変動することとなりました。 

 

 

 

 Ａ社 Ｂ社 
Ｃ社 合計 

期限内申告 更正後 期限内申告 更正後 

所得金額 0 200 400 460 600 660 

調整前国外所得金額 200 100 ▲60 0 240 300 

法人税の額 0 40 80 92 120 132 

外国法人税の額 40 15 0 0 55 55 

 通算制度における外国税額の控除では、修更正事由があった場合でも、そのことによ

る金額の異動は進行事業年度に調整すればよく、修正申告等を行う必要はないそうです

が、この場合、Ａ社、Ｂ社及びＣ社の計算はそれぞれ具体的にどのように行うこととな

りますか。 

 なお、いずれの法人も前々期及び前期において非課税国外所得金額はありません。 

 

【回答】 

 期限内申告における税額控除額（法人税法第69条第１項から第３項までの規定による

控除をされるべき金額をいいます。以下同じです。）と再計算後の税額控除額との間に過

不足額が生じることとなる場合であっても、税額控除額は期限内申告の金額で固定する

こととされており、修正申告等を行う必要はありません。期限内申告の金額との過不足

額はいわゆる進行事業年度（法人税法第69条第32項又は第33項の規定による調査結果の

内容の説明が行われた場合には原則としてその説明が行われた日の属する事業年度）で

調整することとなります。 

本件については、Ａ社は、進行事業年度（当期）において、前々期の税額控除額の不足

額８を法人税の額から控除するとともに、前期の税額控除額の超過額５を法人税の額に

加算することとなります。また、Ｂ社は、進行事業年度（当期）において、前期の税額控

除額の不足額４を法人税の額から控除することとなります。 

 

【解説】 

１ 通算法人の税額控除額に変動が生じた場合の外国税額の控除の計算 

 ⑴ 税額控除額の期限内申告額による固定 

通算法人の外国税額の控除の計算は、通算グループの要素（各通算法人の所得金

額、国外所得金額及び法人税の額の合計額）を用いて行うため、通算法人の過去の

事業年度におけるこれらの要素に変動が生じた場合には、通算グループ内の全ての

通算法人は、その変動後の要素に基づいて外国税額の控除の再計算を行う必要が生

じます。 

Ｘ２年３月期 Ｘ３年３月期 Ｘ４年３月期 

（前々期） （当期） （前期） 
調査結果説明日 

（Ｘ３年 12 月１日） 
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   ただし、その過去の事業年度について、期限内申告における税額控除額と再計算

後の税額控除額との間に過不足額が生じることとなる場合であっても、その過去の

事業年度の税額控除額は期限内申告の金額で固定することとされており（法69⑮）、

修正申告等を行う必要はありません（注）。 

  （注） 税額控除額の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し

て税額控除額を増加させることによりその法人税の負担を減少させ、又は減

少させようとする場合等に該当するときは、⑴の措置は適用されません。 

 ⑵ 過不足額の進行事業年度における調整 

   上記⑴の過不足額については、対象事業年度（いわゆる進行事業年度をいい、法

人税法第69条第32項又は第33項の規定による調査結果の内容の説明が行われた場合

には原則としてその説明が行われた日の属する事業年度）において、次の調整を行

うこととされています（法69⑱⑲）。 

イ 期限内申告における税額控除額 ＜ 再計算後の税額控除額  

⇒差額を進行事業年度の法人税の額から控除 

ロ 期限内申告における税額控除額 ＞ 再計算後の税額控除額 

  ⇒差額を進行事業年度の法人税の額に加算 

 

２ 本件における各通算法人に係る外国税額の控除の計算 

 ⑴ 調査後の金額に基づく前々期の外国税額の控除の計算 

   本件のＣ社の調査後の金額に基づく前々期のＡ社、Ｂ社及びＣ社の外国税額の控

除の計算は次のとおりとなります。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 460 660 

調整前国外所得金額 200 100 0 300 

調整金額 0（300＜594（660×90％）） 

調整国外所得金額 200 100 0 300 

法人税の額 0 40 92 132 

外国法人税の額 40 15 0 55 

調整前控除限度額 
132×200／660 

＝40 
132×100／660 

＝20 
132×0／660 

＝0 
60 

控除限度調整額 － － － － 

控除限度額 
（期限内申告額） 

40 
（32） 

20 
（16） 

0 

 

税額控除額 
（期限内申告額） 

40 
（32） 

15 
（15） 

0 

翌期に繰り越す 
控除限度超過額 
（期限内申告額） 

0 
（8） 

－ － 

翌期に繰り越す 
控除余裕額 

（期限内申告額） 
－ 

5 
（1） 

－ 
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Ａ社は税額控除額の不足額（８）が生じますが、税額控除額は期限内申告額（32）

で固定し、この不足額についてはＡ社の進行事業年度（以下「当期」といいます。）

で調整を行うこととなります。 

また、Ｂ社は控除限度額が変動しますが、税額控除額（15）は変動しません（控除

余裕額のみ変動）ので、期限内申告額に固定する措置は適用されません。 

 

⑵ 調査後の金額に基づく前期の外国税額の控除の計算 

本件のＣ社の前々期の調査後の金額に基づく前期のＡ社、Ｂ社及びＣ社の外国税

額の控除の計算は次のとおりとなります。 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 合計 

所得金額 0 200 400 600 

国外所得金額 200 100 0 300 

調整前国外所得金額 200 100 0 300 

調整金額 0（300＜540（600×90％）） 

調整国外所得金額 200 100 0 300 

法人税の額 0 40 80 120 

外国法人税の額 35 30 0 65 

控除限度超過額 
（期限内申告額） 

0 
（8） 

－ － 
 

控除余裕額 
（期限内申告額） 

－ 
5 

（1） 
－ 

調整前控除限度額 
120×200／600 

＝40 
120×100／600 

＝20 
120×0／600 

＝0 
60 

控除限度調整額 － － － － 

控除限度額 40 20 0 60 

税額控除額 
（期限内申告額） 

35 
（40） 

25 
（21） 

0 

 

翌期に繰り越す 
控除限度超過額 
（期限内申告額） 

0 
（3） 

5 
（9） 

－ 

翌期に繰り越す 
控除余裕額 

（期限内申告額） 

5 
（0） 

－ － 

   前期の控除限度超過額及び控除余裕額が変動する結果、Ａ社は税額控除額の超過 

  額（５）が、Ｂ社は不足額（４）がそれぞれ生じますが、税額控除額はＡ社及びＢ社 

  それぞれ期限内申告額（Ａ社：40、Ｂ社：21）で固定し、この超過額及び不足額はＡ 

  社及びＢ社それぞれ当期で調整を行うこととなります。 

 

⑶ 調査後の金額に基づく当期の外国税額の控除の過不足額の調整 

本件のＣ社の前々期の調査後の金額に基づく当期のＡ社、Ｂ社及びＣ社の外国税

額の控除の計算は次のとおり当期の法人税の額から控除又は法人税の額に加算しま

す。 
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 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 

当期の法人税の額に加算 
（上記１⑵ロ） 

5 
(上記２⑵) 

－ － 

当期の法人税の額から控除 
（上記１⑵イ） 

8 
(上記２⑴) 

4 
(上記２⑵) 

－ 

このように、Ａ社及びＢ社の前々期及び前期の税額控除額の変動額をＡ社及びＢ

社それぞれの当期の法人税の額から控除又は法人税の額に加算します。 

 

（参考） 

  通算法人に係る外国税額の控除の計算については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問78 通算法人に係る外国税額の控除の計算  

-211-



 

 

外国税額の控除に係る通知義務 

 

（問81） 

通算法人が外国税額の控除の規定の適用を受ける事業年度後の事業年度において、外

国税額の控除限度額の計算の基礎となる一定の金額が当初申告額と異なることとなった

場合には、他の通算法人に対して通知義務があるとのことですが、その通知はどのよう

に行うこととなりますか。 

 

【回答】 

ご質問の通知義務については、法令上、通知すべき事項は定められていますが、その

通知の方法及び様式等は特段定められていません。したがって、通算法人と他の通算法

人との間で任意の方法により通知を行うことになります。 

なお、法令で定められた通知すべき事項を盛り込んだ通知書の書式の例として、下記

（参考）のような書式が考えられますので、実務上の参考としてください。 

 

【解説】 

 外国税額の控除（法69）の規定の適用を受けている通算法人（通算法人であった内国

法人を含みます。以下同じです。）が、その規定の適用を受ける事業年度（その通算法人

に係る通算親法人の事業年度終了の日に終了するものに限ります。以下「通算事業年度」

といいます。）及び地方法人税法第７条に規定する課税事業年度（その通算法人に係る通

算親法人の課税事業年度終了の日に終了するものに限ります。以下「通算課税事業年度」

といいます。）後において、次に掲げる金額のいずれかが当初申告額（その通算事業年度

の法人税法第74条第１項の規定による申告書及びその課税事業年度の地方法人税法第19

条第１項の規定による申告書に添付された書類に次に掲げる金額として記載された金額

をいいます。）と異なることとなった場合には、他の通算法人（外国税額の控除の規定の

適用を受けている通算法人のその通算事業年度終了の日においてその通算法人との間に

通算完全支配関係がある他の通算法人をいいます。以下同じです。）に対し、その異なる

こととなった次に掲げる金額を通知しなければならないこととされています（令148⑨、

地方法人税法施行令３⑦）。 

 ⑴ その通算法人のその通算事業年度の所得に対する法人税の額（法人税法施行令第

148条第２項第１号イに掲げる金額） 

 ⑵ その通算法人の法人税法施行令第148条第２項第２号イに規定するその通算事業

年度の所得金額又は同号ロに規定するその通算事業年度の欠損金額 

 ⑶ その通算法人のその通算事業年度の法人税法施行令第148条第４項に規定する非

課税国外所得金額 

 ⑷ その通算法人のその通算事業年度の法人税法施行令第148条第４項に規定する加

算前国外所得金額 

 ⑸ その通算法人のその通算課税事業年度の地方法人税の額（地方法人税法施行令第
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３条第５項第１号に掲げる金額） 

なお、この通知義務は、外国税額の控除の規定の適用を受けていない通算法人や通算

グループを離脱した法人についても過去の通算事業年度及び通算課税事業年度の上記⑴

から⑸までに掲げる金額がその後に変動した場合には、その義務が課されることとされ

ています。 

この通知の方法及び様式については、法令等において特段定められていませんので、

任意の方法により通知を行うことになります。 

-213-



 

 

（参考） 
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中小法人等の欠損金額の特例措置の適用判定について 

 

（問82） 

連結納税制度の適用を受けている連結親法人Ｐ社（３月決算）、連結子法人Ｓ１社及び

Ｓ２社（いずれも普通法人に該当します。）は、通算制度の施行日である令和４年４月１

日以後に開始する事業年度から通算制度へ移行することとなりました。 

連結納税制度下において、Ｐ社は中小法人等に該当していたため、Ｐ社の各連結事業

年度開始の日前10年以内に開始した連結事業年度において生じた連結欠損金額について、

その各連結事業年度の連結所得の金額を限度として損金の額に算入していました（以下、

連結納税制度下におけるこの特例と通算制度下におけるこれと同様の特例を総称して

「中小法人等の欠損金額の特例」といいます。）。 

Ｐ社の連結グループが通算制度へ移行した最初の事業年度（自令和４年４月１日至令

和５年３月31日事業年度）終了の時における各通算法人の資本金の額がそれぞれ次のと

おりである場合、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社はそれぞれ中小法人等の欠損金額の特例を引

き続き適用することはできますか。 

 

 Ｐ社 Ｓ１社 Ｓ２社 

令和５年３月 31 日

における資本金の額 
8,000 万円 ２億円 5,000 万円 

 

【回答】 

 自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度において、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社

いずれの法人についても中小法人等に該当しないため、連結納税制度下において適用し

ていた中小法人等の欠損金額の特例の適用を受けることはできません。 

 

【解説】 

１ 欠損金額に相当する金額の損金算入について 

  内国法人の各事業年度開始の日前10年以内に開始した事業年度において生じた欠損

金額がある場合には、その欠損金額に相当する金額は、各事業年度の所得の金額の50％

に相当する金額を限度として（注）損金の額に算入することとなります（法57①）。 

 （注） 中小法人等は、各事業年度の所得の金額が限度となります（法57⑪）。 

   

２ 中小法人等に該当する法人について 

 中小法人等とは、各事業年度終了の時において次に掲げる法人に該当する内国法人

をいいます（法57⑪一）。 

⑴ 普通法人（投資法人、特定目的会社及び法人税法第４条の３に規定する受託法人

を除きます。）のうち、資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下であるもの（次

に掲げる法人及び大通算法人（注）を除きます。）又は資本若しくは出資を有しない
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もの（保険業法に規定する相互会社及び大通算法人（注）を除きます。） 

 イ 大法人（次に掲げる法人をいいます。）との間にその大法人による完全支配関係

がある普通法人 

(ｲ) 資本金の額又は出資金の額が５億円以上である法人 

(ﾛ) 保険業法に規定する相互会社及び外国相互会社 

(ﾊ) 法人税法第４条の３に規定する受託法人 

  ロ 普通法人との間に完全支配関係がある全ての大法人が有する株式及び出資の全

部をその全ての大法人のうちいずれか一の法人が有するものとみなした場合にお

いて、そのいずれか一の法人とその普通法人との間にそのいずれか一の法人によ

る完全支配関係があることとなるときのその普通法人（上記イに掲げる法人を除

きます。） 

（注） 大通算法人とは、通算法人である普通法人又はその普通法人の各事業年度終了

の日においてその普通法人との間に通算完全支配関係がある他の通算法人のうち、

いずれかの法人がその各事業年度終了の時における資本金の額又は出資金の額が

１億円を超える法人など一定の法人に該当する場合におけるその普通法人をいい

ます（法66⑥括弧書）。 

⑵ 公益法人等又は協同組合等 

⑶ 人格のない社団等 

  すなわち、通算グループ内の法人がいずれも普通法人に該当し、かつ、その通算グ

ループ内のいずれかの法人の資本金の額又は出資金の額が１億円を超える場合、その

通算グループ内の各通算法人はいずれも中小法人等には該当しないこととなります。 

 

３ 中小法人等の欠損金額の特例の適用可否 

  本件において、Ｐ社の通算グループの各通算法人の欠損金額の特例の適用可否は以

下のとおりとなります。 

 ⑴ Ｐ社及びＳ２社 

   Ｐ社及びＳ２社は、自らは資本金の額が１億円以下であるものの、自らの事業年

度終了の日において通算完全支配関係がある他の通算法人であるＳ１社が資本金の

額が１億円を超える法人に該当し（資本金の額：２億円）、大通算法人に該当して中

小法人等には該当しないことから、その特例の適用はありません。 

 ⑵ Ｓ１社 

   自らが資本金の額が１億円以下の法人に該当せず、中小法人等には該当しないこ

とから、その特例の適用はありません。 

  このように、連結納税制度下においてＰ社の連結グループは中小法人等の欠損金額

の特例の適用を受けることができましたが、Ｐ社の通算グループの最初の事業年度で

ある自令和４年４月１日至令和５年３月31日事業年度においては、Ｐ社、Ｓ１社及び

Ｓ２社いずれもその特例の適用は受けられないこととなります。 
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（参考） 

 完全支配関係及び通算完全支配関係については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

 問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 
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通算制度における適用除外事業者の取扱いについて 

 

（問83） 

通算制度の適用を受けている通算親法人Ｐ社、通算子法人Ｓ１社はいずれも適用除外

事業者には該当しませんが、この度、適用除外事業者に該当するＳ２社がＰ社の通算グ

ループに中途加入しました。 

 資本金の額が１億円以下の中小企業者等のうち、適用除外事業者に該当する法人につ

いては、租税特別措置法上の中小企業向け特例（中小企業者等の法人税率の特例など）

の適用対象とはならないと聞きましたが、このような場合、各通算法人の判定はどのよ

うに行うこととなりますか。 

なお、Ｐ社、Ｓ１社及びＳ２社は、いずれも資本金の額が１億円以下の普通法人に該

当します。 

 

【回答】 

 通算制度における適用除外法人（中小企業者等の法人税率の特例などの租税特別措置

法上の中小企業向け特例の適用対象とならない法人をいいます。以下同じです。）の判定

は、次のとおり行うことになります。 

１ ２以外の場合 

  通算法人である法人又は他の通算法人（その通算法人である法人の各事業年度終了

の日においてその通算法人である法人との間に通算完全支配関係があるものに限りま

す。以下同じです。）のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該当する場合には、そ

の通算法人である法人は適用除外法人に該当し、租税特別措置法上の中小企業向け特

例の適用対象となりません。 

２ 適用除外事業者に該当する法人が通算グループに加入し、期末まで通算グループ内

にいる場合で一定の措置の適用を受けようとするとき 

  適用除外事業者に該当する法人が通算グループに加入し、その加入した日の属する

通算親法人の事業年度終了の日までその通算グループ内にいる場合で次の⑴及び⑵の

措置の適用を受けようとするときには、その加入した法人及び他の通算法人の適用除

外法人の判定は、それぞれ次のとおりとなります。 

 ⑴ 中小企業技術基盤強化税制（措法42の４④）等 

   その加入した法人は、中小企業者から除かれる適用除外事業者から除かれ、他の

通算法人の適用除外法人の判定上、適用除外事業者から除かれます。 

   したがって、他の通算法人がいずれも適用除外事業者に該当しない場合には、そ

の加入した法人及び他の通算法人の全てが適用除外法人に該当しません。 

 ⑵ 中小企業投資促進税制（措法42の６）等 

   その加入した法人は適用除外事業者に該当しますが、他の通算法人の適用除外法

人の判定上は、その加入した法人は適用除外事業者から除かれます。 

   したがって、他の通算法人がいずれも適用除外事業者に該当しない場合には、そ
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の加入した法人のみが適用除外法人に該当し、他の通算法人は適用除外法人に該当

しません。 

   

【解説】 

 １ 租税特別措置法上の中小企業向け特例の適用対象とならない法人について 

   租税特別措置法上の中小企業向け特例として、次のような特例が設けられていま

すが、中小企業者のうち適用除外事業者に該当するものはその適用対象から除くこ

ととされています。 

  ⑴ 中小企業者等の法人税率の特例（措法42の３の２）等 

  ⑵ 中小企業技術基盤強化税制（措法42の４④）等 

  ⑶ 中小企業投資促進税制（措法42の６）等 

   この適用除外事業者とは、その事業年度開始の日前３年以内に終了した各事業年

度（以下「基準年度」といいます。）の所得の金額の合計額を各基準年度の月数の合

計数で除し、これに12を乗じて計算した金額（設立後３年を経過していないこと等

の一定の事由がある場合には、その計算した金額につき一定の事由の内容に応じて

調整を加えた金額となります。）が15億円を超える法人をいいます（措法42の４⑲八）。 

 

 ２ 通算制度における適用除外法人の判定について 

  ⑴ ⑵以外の場合 

    通算法人である法人について、租税特別措置法上の中小企業向け特例の適用対

象となる中小企業者からは、適用除外事業者に該当するもののほか、他の通算法

人のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該当する場合におけるその通算法人

である法人を除外することとされています（措法42の３の２①括弧書等）。 

    したがって、通算法人である法人又は他の通算法人のうちいずれかの法人が適

用除外事業者に該当する場合には、その通算法人である法人は適用除外法人に該

当することとなり、租税特別措置法上の中小企業向け特例の適用対象となりませ

ん。  

  ⑵ 適用除外事業者に該当する法人が通算グループに加入し、期末まで通算グルー

プ内にいる場合で一定の措置の適用を受けようとするとき 

    適用除外事業者に該当する法人が通算グループに加入し、その加入した日の属

する通算親法人の事業年度終了の日までその通算グループ内にいる場合でその加

入した法人及び他の通算法人が次のイ及びロの措置の適用を受けようとするとき

には、その加入した法人及び他の通算法人の適用除外法人の判定は、それぞれ次

のとおりとなります。  

   イ 中小企業技術基盤強化税制（措法42の４④）等（※１） 

     中小企業技術基盤強化税制の適用を受けることができる中小企業者に該当す

るかどうかの判定上、通算加入適用除外事業者（注）は、中小企業者から除かれ

る適用除外事業者から除くこととされています（措法42の４④）。 
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     また、通算グループに加入した法人が通算加入適用除外事業者に該当する場

合には、他の通算法人のうちいずれかの法人が適用除外事業者に該当するかど

うかの判定上は、その加入した法人は適用除外事業者から除くこととされてい

ます（措法42の４⑲八の二）。  

     したがって、他の通算法人がいずれも適用除外事業者に該当しない場合には、

その加入した法人及び他の通算法人の全てが適用除外法人に該当しません。 

 
    （※１） 対象としている措置は以下のとおりです。 

        ・ 中小企業技術基盤強化税制（措法42の４④） 

        ・ 特定税額控除制度の不適用措置における適用除外の全体判定（措

法42の13⑦一） 

    （注） 通算加入適用除外事業者とは、通算法人である法人に係る通算親法人

の事業年度開始の日以後に当該通算親法人との間に通算完全支配関係を

有することとなった一定の適用除外事業者をいいます（措令27の４

○31）。 

   ロ 中小企業投資促進税制（措法42の６）等（※２） 

     通算グループに加入した法人が通算加入適用除外事業者に該当するかどうか

は、その加入した法人が適用除外法人に該当するかどうかの判定に影響を及ぼ

しません（措法42の６①括弧書）。したがって、その加入した法人は適用除外法

人に該当します。 

     また、その加入した法人が通算加入適用除外事業者に該当する場合には、他

の通算法人が適用除外法人に該当するかどうかの判定上は、その加入した法人

は適用除外事業者から除くこととされています（措法42の６①括弧書、42の４

⑲八の二）。したがって、他の通算法人がいずれも適用除外事業者に該当しない

場合には、他の通算法人の全てが適用除外法人に該当しません。 

〇＝適用除外法人に非該当

Ｐ社

Ｓ１社

Ｓ２社

Ｘ１年度

Ｘ１年度

Ｘ１年度

Ｓ２社が通算加入適用除外事業者

に該当する場合には、Ｐ社及びＳ１

社が適用除外事業者に該当しなけ

れば、通算グループ内の法人の全

てが適用除外法人に該当しない。

加入

判定対象年度

〇

〇

〇

判定対象年度
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    （※２） 対象としている措置は以下のとおりです。 

        ・ 特別試験研究費の額に係る税額控除における大学等との共同研究

及び大学等に対する委託研究の要件に係る法人の判定（措規20⑱

○26） 

        ・ 中小企業投資促進税制（措法42の６） 

        ・ 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の特別償

却又は法人税額の特別控除における対象資産の規模要件の引下げ

（措令27の11の３） 

        ・ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却

又は法人税額の特別控除（措法42の12の４） 

        ・ 中小企業者等の給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別

控除（措法42の12の５②） 

        ・ 特定税額控除制度の不適用措置における適用除外の個別判定（措

法42の13⑤） 

        ・ 特定事業継続力強化設備等の特別償却（措法44の２） 

        ・ 特定地域における工業用機械等の特別償却における対象資産の規

模要件の引下げ等（措令28の９） 

        ・ 中小企業事業再編投資損失準備金（措法56） 

    なお、中小企業者等の法人税率の特例（措法42の３の２）等（※３）について

は、適用除外事業者に該当する法人が通算グループに加入し、その加入した日の

属する通算親法人の事業年度終了の日までその通算グループ内にいる場合にその

加入した法人及び他の通算法人がこれらの措置の適用を受けようとするときにお

いても、上記⑴によることになります。 

    （※３） 対象としている措置は以下のとおりです。 

        ・ 中小企業者等の法人税率の特例（措法42の３の２） 

        ・ 被災代替資産等の特別償却における特別償却率の上乗せ（措法43

の３） 

×＝適用除外法人に該当
〇＝適用除外法人に非該当

Ｐ社
Ｘ１年度

Ｓ１社
Ｘ１年度

Ｓ２社
Ｘ１年度

加入

判定対象年度

×

〇

〇

判定対象年度

Ｐ社及びＳ１社

Ｐ社及びＳ１社が適用除外事業

者に該当しなければＰ社及びＳ１

社は適用除外法人に該当しない。

Ｓ２社

自らは適用除外法人に該当する。
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        ・ 中小企業者等の貸倒引当金の特例（措法57の９） 

 

（参考） 

  通算完全支配関係の意義については、次のＱ＆Ａを参照してください。 

  問３ 完全支配関係と通算完全支配関係の意義 
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消費税等の処理方法 

 

（問 84） 

通算グループ内の各通算法人の消費税等に係る経理処理（税抜経理方式・税込経理方

式）の方法を統一する必要はありますか。 

 

【回答】 

消費税等に係る経理処理の方法を統一する必要はありません。 

 

【解説】 

通算制度では、通算グループ内の各通算法人の会計処理の方法について、これを統一

することまでは求められていません。 

したがって、消費税等に係る経理処理についても、通算法人ごとに税抜経理方式、税

込経理方式又は併用方式のいずれかにより処理することが認められます。 
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